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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第25期 第26期 第27期 第28期 第29期

決算年月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月 平成19年２月 平成20年２月

売上高 (百万円) 47,715 55,761 73,976 105,195 121,382

経常利益 (百万円) 2,939 4,846 8,706 13,874 24,286

当期純利益 (百万円) 1,605  3,005 4,406 7,086 12,421

純資産額 (百万円) 6,154 15,483 19,460 40,001 51,067

総資産額 (百万円) 75,034 109,590 158,032 182,163 250,537

１株当たり純資産額 (円) 1,612.331,485.421,865.05 920.71 1,137.83

１株当たり当期純利益 (円) 316.42 365.87 417.60 177.61 282.84

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― 161.39 277.19

自己資本比率 (％) 8.2 14.1 12.3 22.0 20.3

自己資本利益率 (％) 26.1 27.8 25.2 23.8 27.3

株価収益率 (倍) ― ― ― 20.2 6.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △19,388 △29,461 △38,264 △9,672 △45,782

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,495  3,324 2,580 △1,483 △5,646

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 21,281 26,122 37,569 13,406 56,510

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 6,452 6,439 8,324 10,602 15,683

従業員数
（外、臨時雇用者数）

(名)
277

     (20)
358
(37)

475
(36)

548
(32)

698
(36)

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については新株予約権の残高がありますが、第27期以前は当社株式が非

上場であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。

３　第27期以前の株価収益率は、当社株式が非上場であるため記載しておりません。

なお、平成18年３月28日をもって、当社株式はジャスダック証券取引所に上場しております。

４　従業員数は就業人員（当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループ

への出向者を含むほか、常用パートを含んでおります。）であり、臨時従業員数（派遣社員、アルバイト社員）

を（　）外数で記載しております。

５　第25期の自己資本利益率につきましては、前期において連結財務諸表を作成しておりませんので、当期末（第

25期）の自己資本を基準に算定しております。

６　１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益の算定に当たっては、第26期まで銭未満を切り捨てておりまし

たが、第27期より銭未満を四捨五入しております。

７　当社は平成17年２月16日をもって１株につき２株の割合で、また平成18年９月１日をもって１株につき３株の

割合で株式分割を行っております。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第25期 第26期 第27期 第28期 第29期

決算年月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月 平成19年２月 平成20年２月

売上高 (百万円) 41,617 41,641 46,507 47,439 52,103

経常利益 (百万円) 1,862 2,768 5,549 6,861 11,366

当期純利益 (百万円) 1,165 2,008 3,243 4,316 6,719

資本金 (百万円) 3,000 3,000 3,000 3,739 3,888

発行済株式総数 (株) 6,000,00012,000,00012,000,00043,446,00044,771,400

純資産額 (百万円) 5,441 13,772 16,589 34,413 39,653

総資産額 (百万円) 64,817 93,600 129,359 152,617 229,525

１株当たり純資産額 (円) 1,424.501,321.231,590.27 792.10 885.69

１株当たり配当額
(内、１株当たり
中間配当額)

(円)
40.00

(　　―)

38.00

(　　―)

70.00

(　　―)

41.00

(　　―)

70.00

(　　―)

１株当たり当期純利益 (円) 228.26 243.47 307.04 108.18 153.01

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― 98.31 149.95

自己資本比率 (％) 8.4 14.7 12.8 22.5 17.3

自己資本利益率 (％) 19.6 20.9 21.4 16.9 18.1

株価収益率 (倍) ― ― ― 33.1 12.6

配当性向 (％) 17.5 15.6 22.8 37.9 45.7

従業員数
（外、臨時雇用者数）

(名)
227
(15)

306
(33)

318
(28)

310
(19)

397
(20)

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、新株予約権の残高がありますが、第27期以前は当社株式は

非上場であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。

３　第27期以前の株価収益率は、当社株式が非上場であるため記載しておりません。

なお、平成18年３月28日をもって、当社株式はジャスダック証券取引所に上場しております。

４　従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含むほか、常用パートを含

んでおります。）であり、臨時従業員数（派遣社員、アルバイト社員）を（　）外数で記載しております。

５　１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益の算定に当たっては、第26期まで銭未満を切り捨てておりまし

たが、第27期より銭未満を四捨五入しております。

６　当社は平成17年２月16日をもって１株につき２株の割合で、また平成18年９月１日をもって１株につき３株の

割合で株式分割を行っております。
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２ 【沿革】

年月 事項

平成４年10月東京都豊島区に、競売不動産を落札し、立退き及びリフォーム後に販売する不動産流動化事業を目的とし
た「株式会社エー・アール・マネジメント」（資本金1,000万円）を設立

平成６年11月豊島区内にて本社を移転

平成10年10月親会社「株式会社エス・ビー・エフ」との合併と同時に、商号を「株式会社アトリウム」に変更し、豊島
区内にて本社を移転

平成11年４月サービサー(債権回収)事業を目的とする「株式会社レジオン債権回収サービス（連結子会社）」を設立

平成11年７月「株式会社レジオン債権回収サービス」を「株式会社アトリウム債権回収サービス」に商号変更

平成12年５月不動産ファンド事業を目的とする「株式会社エー・エム・ファンド（連結子会社）」を設立

平成13年５月「株式会社エー・エム・ファンド」を「株式会社エー・エム・ファンド・マネジメント」に商号変更

平成13年６月不動産ファンド事業の資産保有会社として「有限会社エー・ダブリュ・ワン」を設立

平成14年２月不動産ファンド事業の特定資産の譲受ならびにその管理及び処分に係る業務を目的として「エー・ダブ
リュ・ワン特定目的会社」を設立

平成14年３月サービサー事業の拡大のため、債権買取を目的とする「有限会社レジオン債権投資」を設立

平成14年４月米国投資会社との共同出資による不動産ファンド事業を開始

平成14年８月不動産ファンド事業の資産保有会社として「有限会社エー・ダブリュ・ツー(連結子会社）」を設立

平成14年12月豊島区内にて本社を移転

平成15年１月不動産流動化事業の開発再生型収益不動産の保有及び売買を目的とする「有限会社エー・アイ・シー
（連結子会社）」を設立

平成15年６月不動産流動化事業の収益不動産の売買を目的とする「有限会社ホテルパル」を設立

平成15年７月不動産流動化事業の収益不動産の売買を目的とする「有限会社ＨＰＡ」を設立

平成15年８月「有限会社ホテルパル」を「有限会社ＨＰＡ２」に商号変更

平成16年９月不動産融資保証事業を開始

平成16年９月「有限会社ＨＰＡ」を売却

平成16年12月不動産ファンド事業の資産保有会社として「有限会社エー・ダブリュ・スリー（連結子会社）」を設立

平成16年12月「エー・ダブリュ・ワン特定目的会社」を解散

平成17年３月リフォーム・リニューアル部門強化のため「生研建設株式会社（連結子会社）」を買収し子会社化

平成17年５月「有限会社ＨＰＡ２」を売却

平成17年６月「生研建設株式会社」を「株式会社アトリウム建設」に商号変更

平成17年７月リフォーム・リニューアル部門強化のため「株式会社アトリウム建設」が「株式会社六窓社」を買収し
子会社化

平成17年11月サービサー事業の債権回収スキームの一環としてのホテル運営会社として「株式会社アトリウム債権回
収サービス」が「有限会社ＰＡＭ・Ｊ（連結子会社）」を設立

平成18年１月サービサー事業の債権回収スキームの一環としてのホテル運営コンサルティング会社として「株式会社
アトリウムＨ＆Ｒ（連結子会社）」を設立

平成18年１月不動産流動化事業の開発再生型不動産の保有及び売買を目的とする「有限会社エー・アール・ホテルズ
銀座を営業者とする匿名組合」を組成し出資

平成18年２月不動産流動化事業の開発再生型不動産の保有及び売買を目的とする「有限会社エー・アール・ホテルズ
江ノ島を営業者とする匿名組合（連結子会社）」を組成し出資

平成18年３月ジャスダック証券取引所に当社株式を上場

平成18年６月「株式会社六窓社」を「株式会社アトリウム リ・ホーム」に商号変更

平成18年６月東京都心部の不動産情報収集と物件取得の拡大強化を目的とする「株式会社エー・アール・ジー（連結
子会社）」を設立

平成18年12月東京証券取引所市場第一部に当社株式を上場

平成19年１月ジャスダック証券取引所の上場廃止

平成19年２月「有限会社エー・アイ・シー」を「株式会社エー・アイ・シー」に商号変更

平成19年２月本社事務所を東京都豊島区から東京都千代田区へ移転

平成19年８月「コム六本木株式会社」を買収し子会社化

平成19年９月グループ経営の効率化を図るため「株式会社アトリウム建設」を存続会社として「株式会社アトリウム
　リ・ホーム」を吸収合併

平成19年10月不動産賃貸管理にかかわる業務システムの開発・販売等を手がける「株式会社ビジュアルリサーチ（連
結子会社）」を買収し子会社化
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平成19年12月「有限会社エー・アール・ホテルズ銀座を営業者とする匿名組合」の匿名組合契約を終了し、匿名組合
勘定を精算

平成20年２月「有限会社エー・ダブリュ・ワン」を清算
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３ 【事業の内容】

当社の企業集団は、㈱アトリウム（当社）、ならびに親会社である㈱クレディセゾン及び、連結子会社13

社から構成されており、不動産流動化事業、サービサー事業、不動産ファンド事業、不動産融資保証事業を

行っております。

　これら事業の主な内容と各事業における当社及び関係会社の位置付け等は次のとおりであります。　なお、

次の４事業は「第５　経理の状況　１ 連結財務諸表等　(1)連結財務諸表　注記事項」に掲げる事業の種類別

セグメント情報の区分と同一であります。

　

　従来、㈲エー・ダブリュ・スリーは不動産ファンド事業に含めておりましたが、当連結会計年度より「不動

産流動化事業」に変更しております。 同社は、アトリウム・プライマリー・ファンド（以下「ＡＰＦ」とい

う）の３番目の資産取得会社として設立しましたが、ＡＰＦの資産売却を以って開発物件の資産取得会社へ

と用途を変更しております。㈲エー・ダブリュ・ワンは平成19年６月の資産売却に伴い、その役割を終了した

ため、当連結会計年度にて解散しております。なお、非連結子会社については、上記表に含まれておりません。

EDINET提出書類

株式会社アトリウム(E04043)

有価証券報告書

  6/120



（不動産流動化事業）

  不動産流動化事業は、建物上の瑕疵の存在や権利関係が複雑化している等何らかの理由により収益が

生まれにくい中古不動産を仕入れ、権利調整、商品化、販売のサイクルを通して不動産売却益と保有期間

における賃料収入の獲得を目的としております。

　取扱い対象としては、商品化後に短期間で販売することを目的とした居住用不動産と、リニューアルし

た後に２～３年間運用することにより、賃料収入と売却益を獲得することを目的とした収益不動産及び

企画開発が可能な開発案件等があります。

　不動産の仕入経路としましては、取引先不動産業者、金融機関、設計事務所、弁護士事務所等を主な不動

産情報入手先とした一般流通市場に加えて、不動産融資保証事業との連携によるルートがあります。

　仕入後は、コンプライアンスを遵守した権利関係の調整や、開発、リニューアル・リフォームを実施して

おります。特に収益不動産においては、稼働率向上を行いバリューアップを図った上で、取引先不動産業

者等を通じて販売しております。

　

（サービサー事業）

  サービサー事業は、「債権管理回収業に関する特別措置法（サービサー法）」に基づき、金融機関等の

債権者から不動産担保付特定金銭債権を買取り、スペシャルサービサー（延滞債権の管理回収）として

自ら回収する債権回収収益の獲得を目的としております。その他に金融機関等の債権者から債権回収の

委託を受け、回収を行うことにより手数料収入を得ております。

　個別案件毎に綿密な調査によりリスクとリターンを明確に分析し出口戦略（担保不動産の価値再生手

法、投資回収手法、回収期間の設定）に基づく査定価格を算出して、金融機関等の債権者に債権回収の提

案をしております。

　不良債権のバルクセール（一括売却）での債権購入はもとより、競売にて落札されない案件についても

不動産流動化事業で培ったノウハウを活用し、一案件毎にきめ細かな提案を行っております。債権購入後

は、返済計画の見直し、担保不動産の任意売却の提案あるいは競売による回収を進めております。また不

動産兼業の強みを活かして担保不動産を自社で取得し、バリューアップに取り組んだ上で再販すること

により、回収の最大化を図っております。
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（不動産ファンド事業）

  不動産ファンド事業は、ファンドに組入れた不動産の保有期間における月々の安定した賃料を裏付け

とした配当収入とバリューアップ後の販売による売却益の獲得を目的としております。当社は資産取得

会社を設立し、投資家（出資者）による匿名組合出資とノンリコースローンの組合わせにより資金調達

を行い、一般流通市場や競売市場から、数十億円規模の収益不動産を取得します。売却するまでの３～４

年間、のアセットマネジメント業務は、当社子会社である㈱エー・エム・ファンド・マネジメントが行っ

ております。またアトリウム・バリュー・バランス・ファンドにつきましても稼働率の向上等によるバ

リューアップを進めフィービジネスを強化してまいります。

　

（不動産融資保証事業）

  不動産融資保証事業は、個人または法人が不動産を担保としてレンダー（金融機関等）から融資を受

ける際に、当社が当該不動産の査定と債務保証を行い、金融機関等から保証料を得ることを主な目的とし

ております。

　事業の特徴としては、当社独自の不動産評価ノウハウを担保不動産の査定に活かし、個別案件毎に綿密

かつスピーディな調査を実施した上で、担保価値を最大限に評価できることを強みとしています。融資を

受ける側にとっては短期間のうちに納得性のある評価で融資を受けることが可能となり、新規事業・企

業再生等に取り組むチャンスが生まれます。またレンダーにとっては当社が債務保証・代位弁済機能を

果たすことにより、担保不動産査定業務の軽減が図れ、貸倒れリスクを回避できるというメリットがあり

ます。

　なお、代位弁済の結果生じた求償債権についても、不動産流動化事業との迅速な連動により担保不動産

を取得し、バリューアップを実施した後に売却することで利益の上積みに取り組んでおります。
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４ 【関係会社の状況】
　

名称 住所

資本金又は

出資金

(百万円)

主要な事業

の内容

議決権の所有

(被所有)割合

(％)

関係内容

(親会社)

㈱クレディセゾン 東京都豊島区 75,671
信販及び金融事業、リース事業

（クレジットビジネス）

被所有直接

38.9

被所有間接

2.9

役員の兼任２名

当社は資金の借入を受けてお

ります。

当社は不動産融資保証事業の

保証料を受けております。

(連結子会社)

㈱エー・アイ・シー 東京都千代田区 3

不動産流動化事業

（開発再生型収益不動産の保有、

売買、デューデリジェンス及びプ

ロパティマネジメント等）

100.0

役員の兼任３名

当社へ不動産の販売促進等の

業務を委託しております。

当社より資金借入及び不動産

の調査、管理等の業務を受けて

おります。

㈱アトリウム債権回収

サービス
東京都千代田区 500

サービサー事業

（債権の買取、管理及び回収等）
100.0

役員の兼任４名

当社よりオフィス貸与を受け

ております。

当社へ人事・総務・経理等の

管理業務の一部を委託してお

ります。

当社より資金借入を受けてお

ります。

㈱エー・エム・ファンド・

マネジメント
東京都千代田区 50

不動産ファンド事業

（アセットマネジメント業務

等）

100.0

役員の兼任３名

当社は資金の借入を受けてお

ります。

当社よりオフィス貸与を受け

ております。

㈲エー・ダブリュ・ツー 東京都千代田区 64

不動産ファンド事業

（収益不動産の保有及び売買

等）

100.0 －

㈲エー・ダブリュ・スリー 東京都千代田区 3

不動産流動化事業

（開発再生型収益不動産の保

有）

100.0 －

㈱アトリウム建設 東京都千代田区 120

不動産流動化事業

（建築、土木設計施工請負に

関する業務等）

99.9

役員の兼任５名

当社より建築工事の受注を受

けております。

当社よりオフィス貸与を受け

ております。

㈲ＰＡＭ・Ｊ 東京都町田市 3

サービサー事業

（結婚式場，宴会場，飲食店

及びホテルの経営等）

100.0

[100.0]

当社より資金借入を受けてお

ります。

㈱アトリウムＨ＆Ｒ 東京都千代田区 10
サービサー事業

（ホテルの経営及び管理等）
100.0

役員の兼任３名

当社よりオフィス貸与を受け

ております。

当社より資金借入を受けてお

ります。

㈱エー・アール・ジー 東京都千代田区 10
不動産流動化事業

（不動産の仲介、管理等）
100.0

当社より資金借入を受けてお

ります。

㈲エー・アール・ホテルズ

江ノ島を営業者とする匿名組合
東京都港区 －

不動産流動化事業

（収益不動産の保有及び売買

等）

－
当社より匿名組合出資を受け

ております。

コム六本木㈱ 東京都千代田区 10
不動産流動化事業

（不動産賃貸業等）
100.0

当社より資金借入を受けてお

ります。

㈱ビジュアルリサーチ 東京都中央区 423

不動産流動化事業

（不動産賃貸管理にかかる業務

システムの開発・販売等）

73.7

役員の兼任３名

当社より資金借入を受けてお

ります。

クローバーガーデン特定目的会

社
東京都新宿区 200

不動産ファンド事業

（資産流動化に関する法律に基づ

く資産流動化計画に従った特定資

産の譲受並びにその管理及び処分

に関わる業務等）

－
当社より優先出資を受けてお

ります。
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(注) １　主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

２　議決権の所有(被所有)割合欄の被所有間接は、緊密な者等の所有割合であります。

３　議決権の所有（被所有）割合欄の[内書]は、間接所有であります。

４  ㈱アトリウム債権回収サービス及び㈱ビジュアルリサーチは特定子会社であります。

５　㈱クレディセゾン（親会社）は有価証券報告書を提出している会社であり、親会社以外に有価証券届出書また

は有価証券報告書を提出している会社はありません。

６　㈱エー・アイ・シー、㈱アトリウム債権回収サービスについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除

く）の連結売上高に占める割合が10％を超えております。

　　主要な損益情報等　　　　　　　　　　　　　　　　　　                           （単位：百万円）

㈱エー・アイ・シー ㈱アトリウム債権回収サービス

①売上高 23,960 24,707

②経常利益 4,182 3,915

③当期純利益 2,425 2,360

④純資産額 5,658 7,046

⑤総資産額 52,240 50,426
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５ 【従業員の状況】

　

(1) 連結会社における状況

平成20年２月29日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

不動産流動化事業 355 (15)

サービサー事業 62 ( 4)

不動産ファンド事業  29 ( 2)

不動産融資保証事業 82 ( -)

共通部門 170 (15)

合計  698 (36)

(注) １　従業員数は就業人員（当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループ

への出向者を含むほか、常用パートを含んでおります。）であり、臨時従業員数（派遣社員、アルバイト社員）

を（　）外数で記載してあります。

２　共通部門は、特定のセグメントに区分できない管理部門等の従業員数であります。

３　従業員の増員の要因は、事業拡大及び㈱ビジュアルリサーチを連結子会社としたことに伴うものであります。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年２月29日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

 397（20) 37.2 3.1 6,805

(注) １　従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含むほか、常用パートを含

んでおります。）であり、臨時従業員数（派遣社員、アルバイト社員）を（　）外数で記載してあります。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３　従業員増加の要因は事業拡大及び組織改編に伴うものであります。

　

(3) 労働組合の状況

当社グループは、平成20年２月29日付を以ってクレディセゾン労働組合を脱退し、平成20年３月26日付

にて、全アトリウム労働組合が設立されました。平成20年３月26日現在の組合員数は、225名であります。

なお、労使関係については、円滑な関係にあり、特記すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度における我が国経済は、サブプライムローン問題を引き金とした米国の景気減速懸念

による急激なドル安・円高や原油価格の高騰等により、国内景気にも不透明感が強まっております。

　当社グループが属する不動産及び不動産金融市場におきましては、平成19年９月30日施行の金融商品取

引法や改正建築基準法及び上記サブプライムローン問題等の影響により、金融機関の不動産業者向け融

資審査基準が厳格化し、一部の不動産業者においては、資金調達難から物件購入を手控えざるを得ない状

況も散見される等、マーケット全般の先行き見通しは大変困難な状況になっております。

　このような状況のもと、当社グループは、「不動産流動化事業」「サービサー事業」「不動産ファンド

事業」「不動産融資保証事業」の４つの各コア事業の競争力を強化するとともに、これら４事業を有機

的に連動させることにより、お客様のあらゆる不動産ニーズに対してワンストップでのソリューション

を提供できることを強みに「バリュー・プロデュース」ビジネスを展開してまいりました。

　 

以上の結果、当連結会計年度の売上高は121,382百万円（前年同期比115.4％）、営業利益は26,830百万

円（同167.2％）、経常利益は24,286百万円（同175.0％）、当期純利益は12,421百万円（同175.3％）と

なりました。

　

各事業別セグメントの業績を示すと、次のとおりでございます。

　

①　不動産流動化事業

　不動産流動化事業におきましては、当社のバリューアップノウハウに加えて、上期は活況を呈する不動

産市況も追い風となり、大型事業用不動産を中心として想定を上回る価額での販売が実現しました。下期

に入るとサブプライムローン問題に伴う信用収縮によって、業績予想を修正する企業が散見される等、業

界全体の失速懸念が高まる中にあって、当社は計画通りの販売を達成することができました。

　他方、仕入れにおいては、情報ルートの拡大や不動産Ｍ＆Ａ手法の活用、さらには不動産融資保証事業の

顧客からの情報による優良物件の取得が実現したことで、順調に営業資産の積み増しを図ることができ

ました。また、エリア戦略の一環として平成19年９月に福岡に拠点を設け、営業エリアの拡大に努めてま

いりました。

　この結果、売上高は74,545百万円(前年同期比114.4％)、営業利益は8,367百万円(同134.1％)と前年を大

きく上回る実績となりました。

　

②　サービサー事業

　サービサー事業におきましては、大手金融機関の不良債権処理が一巡し、サービサー会社間による仕入

競争が激化する中で、地域金融機関への営業活動の重点化、他サービサーからの二次譲渡、事業再生案件

への取組強化により債権購入額は過去最高の26,572百万円に達しました。

　また、債権回収に関しましては、担保不動産の自己取得にも積極的に取り組み、取得した物件のバリュー

アップと計画販売を推進してまいりました。

　この結果、売上高は28,477百万円（前年同期比108.3％）、営業利益は5,739百万円（同186.8％）となり

ました。

　

③　不動産ファンド事業

　不動産ファンド事業におきましては、上期にアトリウム・プライマリー・ファンド(平成15年運用開始)

をクロージングさせました。投資成果としては㈲エー・ダブリュ・ワンがＩＲＲ46.2％、㈲エー・ダブ

リュ・ツーにおいてはＩＲＲ57.6％という非常に高いパフォーマンスを確保することができました。
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　また、アトリウム・バリュー・バランス・ファンド(平成18年運用開始)においては、来期のクロージン

グに向けて、その保有物件の稼働率向上等により、バリューアップを着実に実施することができました。

　さらには、不動産融資保証事業の顧客との共同投資による100億円規模の大型プロジェクトを中心とし

た「不動産エクイティ投資」にも積極的に取り組んでまいりました。

　この結果、売上高は11,562百万円（前年同期比144.0％）、営業利益は6,562百万円（同204.3％）となり

ました。

＊ＩＲＲ（Internal Rate of Return：内部収益率）：出資や分配金・売却代金の受取りが複数回に渡って行われるようなプロジェクト

　　の場合に投資全体の複利利回りを測る尺度。

 

④　不動産融資保証事業

　不動産融資保証事業におきましては、案件の選別をより厳格化しつつも、好調な融資保証実行を維持す

ることができました。平成18年12月に開設いたしました札幌オフィス及び平成19年５月に開設いたしま

した福岡オフィス（９月より不動産流動化事業の進出に伴い、営業所に昇格）も、融資保証の実行に貢献

しました。この結果、平成16年９月の事業開始から当期末に至るまでの融資保証実行額の累計は約6,900

億円に達しました。なお当期の融資保証残高は平成19年８月に債権流動化を行った結果171,106百万円と

なりました。

　他方、下期に入ってサブプライムローン問題に伴う信用収縮の影響を受けて、顧客の資金繰りが悪化し、

代位弁済率（代位弁済額/事業開始からの保証実行累計額）が4.6％に上昇しました。しかしながら、代位

弁済の結果生じた求償債権については、当初の事業スキームにもありますように、当社グループの強みを

活かして担保不動産の取得、バリューアップの実施等により回収を推進してまいりました。

　この結果、売上高10,946百万円（前年同期比154.9％）、営業利益8,235百万円（同143.0％）となりまし

た。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物(以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ

5,081百万円増加し、15,683百万円となりました。

　当連結会計年度末における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　

①　営業活動によるキャッシュ・フロー

　営業活動の結果使用した資金は、45,782百万円（前年同期は9,672百万円の使用)となりました。これは

主に、たな卸資産の増加額40,144百万円、求償債権の増加額17,177百万円、匿名組合出資預り金の払戻に

よる支出2,061百万円、匿名組合損益の支払額3,698百万円、法人税等の支払額8,764百万円等が、税金等調

整前当期純利益21,141百万円を上回ったこと等によるものであります。

　

②　投資活動によるキャッシュ・フロー

　投資活動の結果使用した資金は、5,646百万円(前年同期は1,483百万円の使用）となりました。これは主

に、投資有価証券の取得による支出4,426百万円及び連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支

出2,322百万円が貸付金の回収による収入1,109百万円を上回ったこと等によるものであります。

　

③　財務活動によるキャッシュ・フロー

　財務活動の結果得られた資金は、56,510百万円（前年同期は13,406百万円の獲得）となりました。これ

は主に短期借入金の純増額35,490百万円、長期借入金の純増額22,830百万円によるものであります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

　

(1) 生産実績

当社グループは、不動産流動化事業、サービサー事業、不動産ファンド事業及び不動産融資保証事業を

中心としたサービスを行うため、該当事項はございません。

　

(2) 仕入実績

前連結会計年度及び当連結会計年度における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次の

とおりであります。

　

前連結会計年度 当連結会計年度

事業の種類別セグメントの名称 (自 平成18年３月１日 (自 平成19年３月１日 前年同期比

至 平成19年２月28日)至 平成20年２月29日)

一般流通市場からの仕入れ 49,516百万円 80,127百万円161.8％

不動産流動化事業 競売による仕入れ 6,859百万円 976百万円 14.2％

小計 56,376百万円 81,104百万円143.9％

買取債権による仕入れ 23,036百万円 26,572百万円115.4％

サービサー事業 競売による仕入れ 1,081百万円 679百万円 62.8％

小計 24,118百万円 27,252百万円113.0％

不動産ファンド事業 ― ― ― ―

不動産融資保証事業 ― ― ― ―

合計 ― 80,494百万円 108,356百万円134.6％

(注)　１　上記金額のうち、不動産流動化事業及び不動産ファンド事業における金額は、落札価格または契約価格に

 よっております。なお、前連結会計年度及び当連結会計年度における不動産ファンド事業の仕入実績はあ

 りません。

 ２　上記金額のうち、サービサー事業において、買取債権の譲受価格及び不動産の落札価格または契約価格に

 よっております。

 ３　不動産融資保証事業は、仕入れという概念が乏しいため記載を省略しております。

 ４　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 受注状況

該当事項はありません。

　

(4) 販売実績

前連結会計年度及び当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次の

とおりであります。

　

前連結会計年度 当連結会計年度

事業の種類別セグメントの名称 (自 平成18年３月１日 (自 平成19年３月１日 前年同期比

　至 平成19年２月28日) 　至 平成20年２月29日)

不動産流動化事業 65,184百万円 74,545百万円 114.4％

サービサー事業 26,296百万円 28,477百万円 108.3％

不動産ファンド事業 8,029百万円 11,562百万円 144.0％

不動産融資保証事業 7,068百万円 10,946百万円 154.9％

合計 106,578百万円 125,532百万円 117.8％

(注)　１　各セグメント別の販売実績は、内部販売実績控除前の数値を記載しております。

 ２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

　

当社グループは、対象不動産の仕入ルートを競売市場から一般流通市場に、取り扱い商品を戸建物件か

ら収益物件、大型物件へとシフトするなかで、マーケットの変化に即応する形で「不動産流動化事業」か

ら、「サービサー事業」「不動産ファンド事業」「不動産融資保証事業」へと事業領域を拡大し、「不動

産と金融の融合」によりあらゆる不動産に関するニーズに応え、景気変動に強い全天候型の事業モデル

の構築が実現できました。その結果、当該対象物件は大型化し、保有する期間も長期化しております。

　従って、当社グループの営業資産残高の拡大に応じ、客観的基準に基づく厳格な資産管理体制を構築し、

積極的な情報開示に努めてまいります。また、仕入拡大に応えるべくプロジェクトファイナンスといった

資金調達の多様化を図る等により資金調達力を強化してまいります。

　今後も、各事業部の連動を強化し、より一層の仕入競争力を高めながら、積極的な営業資産の積み増し

と、バリューアップ力を活かした高付加価値商品の提供に努めてまいります。

　さらに、当社グループの成長の源は「人材」であることを認識し、これからも社員一人一人の業務スキ

ル、ノウハウをレベルアップさせ、また、当社グループ企業理念やコンプライアンスマニュアルに基づい

た社員の意識や行動による業務運営体制を徹底させてまいります。
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４ 【事業等のリスク】
　

以下において、当社グループの事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を

記載しております。

　また、必ずしも事業上のリスクに該当しない事項についても、投資判断あるいは当社グループの事業活

動を理解する上で重要と考えられる事項については、投資家に対する積極的な情報開示の観点から記載

しております。

　当社グループは、これらリスクの発生の可能性を認識した上で、その発生の回避及び発生した場合の対

応に努める所存でありますが、当社株式に関する投資判断は、本項記載事項及びそれ以外の記載事項も慎

重に検討した上で行われる必要があると考えております。

　なお、本文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したも

のであります。

　

＜当社グループの事業環境＞

　

①　業界における法的規制について

　当社グループの事業は、「宅地建物取引業法」、「貸金業の規制等に関する法律」、「金融商品取引

法」、「債権管理回収業に関する特別措置法」、「建築基準法」、「建築士法」等による法的規制を受け

ており、関連許認可を得ております。

　そのため、上記法律の改廃や新たな法的規制の新設によっては、当社グループの業績に影響が及ぶ可能

性があります。

　また、当該許認可等には有効期限があり、その円滑な更新に努めるとともに、当社グループの業務活動に

関連する法令諸規制等の遵守を徹底しております。現在、当該許認可等が取消となる事由は発生しており

ませんが、万一、将来何らかの理由により、当該許認可等が取消された場合、当社グループの業績に影響が

及ぶ可能性があります。

　

②　不動産価格の変動及び販売リスクについて

　当社グループの総資産に占める販売用不動産の割合は平成19年２月末73.9％、平成20年２月末67.4％と

なっておりますが、そのうち居住用不動産の価格は景気動向、金利動向、地価動向及び住宅税制等に左右

される住宅需要の影響を受けやすく、収益不動産の価格は、金利動向、賃貸の需給バランスや賃料相場等

の動きに敏感に反応しやすい傾向があります。このため、不動産価格の変動により当社グループの販売活

動が計画どおり進まない可能性があります。

　また、当社グループでは収益不動産の仕入れ及び販売が増加傾向にありますが、収益不動産は居住用不

動産に比べ保有期間が長く高額であるため在庫件数の増加は資金固定化の要因にもなり、予定どおりに

販売が進まない場合には財政状態の悪化を招くおそれがあり、当社グループの業績にも影響が及ぶ可能

性があります。

　特に収益不動産の販売については、昨年来のサブプライムローン問題に伴う信用収縮がさらに長期化し

た場合、不動産の流通市場が一段と低迷するおそれがあり、当社グループの販売活動、または財政状態及

び業績にも影響を及ぼす可能性があります。

　しかしながら、不動産市場に影響を与える各種マーケット動向調査や税制等を注視していくとともに、

営業資産の効率的運用及び販売時期の見極め等に注力し、不動産価格の変動及び販売リスクの削減に努

めてまいります。

　

③　収益不動産の稼働率及び賃料の変動リスクについて

　収益不動産の稼働率及び賃料は、景気動向や近隣の賃貸需給関係の影響を受けやすい傾向があり、これ

らの理由等により一時的に稼動率や賃料が低下し、保有する収益不動産から得られる賃料収入が減少し、

当社グループの業績に影響が及ぶ可能性があります。

　しかしながら、当社グループにおきましては、テナントの入退去状況や賃料の状況を常にチェックし、ま
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た不動産そのものの価値を高めるよう努力し、稼働率と賃料の変動リスクに対処してまいります。

　

④　自然災害等の発生における建物の毀損または滅失に関するリスクについて

　大規模な地震等の自然災害、火災、事故やテロ等の発生により、当社グループの保有不動産が、毀損また

は滅失する可能性があります。

　当社グループでは、原則として所有する不動産に、火災保険、地震保険や賠償責任保険等の損害保険を付

保しておりますが、保険金の限度額を上回る損害が発生する可能性や、保険でカバーできない火災や事故

が発生する可能性を否定することはできません。

　また、保険金が支払われた場合におきましても災害発生前の状態に回復させることができない可能性が

あります。この場合、当社グループの財政状態及び業績に影響が及ぶ可能性があります。　

　

⑤　偶発債務の発生可能性について

　当社の不動産融資保証事業では、不動産を担保として資金を借り入れる債務者の借入金債務に対して、

債務者の委託を前提とした連帯保証を当社が引き受けます。この債務者に借入金債務の債務不履行が発

生した場合には、当社が保証会社として貸付人に対して代位弁済を行います。代位弁済を行う保証業務を

前提とする限り、債務者に対する求償債権が未回収となる可能性は否定できません。さらに経済環境の予

測し難い激変等、何らかの事由によって、未回収の発生の割合が急激に上昇した場合には、当社の業績に

影響を与える可能性があります。

　しかしながら、当社は、この保証会社として不可避のビジネスリスクに対して、ⅰ）不動産流動化事業で

培ってきた不動産査定力を背景として、担保不動産の評価と掛け目を、それぞれ適切と想定される水準に

設定することで、担保不動産を換価しなければならないような場合にも、回収リスクを低減しておりま

す。ⅱ）さらに、デフォルト発生時に、担保不動産を当社が自己取得したうえで、当該不動産のバリュー

アップを行い、価値を高めた後に売却をすることで回収金額の最大化を図り、貸倒れリスクを圧縮するこ

とができます。

　これらにより、偶発債務の発生に関して迅速に対応してまいります。

　

⑥ 耐震強度問題について

　耐震強度問題は、大きな社会的問題になっており、住宅をはじめとした不動産に対する不信感の高まり

が、購入意欲の低下や、投資資金の不動産マーケット離れ等を引き起こす可能性も否定できず、その場合、

当社グループの業績に影響が及ぶ可能性があります。

　しかしながら、当社グループといたしましては、耐震に関するガイドラインや法令の内容に基づき、必要

な対策を実施していくとともに、子会社である㈱アトリウム建設の耐震診断力や耐震補強力を強化する

ことにより耐震強度問題に対応してまいります。
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＜事業体制について＞

①　個人情報の取扱に関するリスクについて

　当社グループは、不動産売買の顧客情報、賃貸不動産の賃借人情報、不動産融資保証事業の債務者情報等

において個人情報を取り扱っています。

　当社グループは、個人情報保護法ならびに各監督官庁及び各業界団体のガイドラインに則り、個人情報

管理規程を制定する等して個人情報の取得・利用・提供・保管等を行っていますが、外部からの不正な

アクセスや社内管理の不手際により万一個人情報が外部に漏洩した場合には、損害賠償金の負担や社会

的信用の低下により、当社グループの業績に影響が及ぶ可能性があります。

　

②　有利子負債残高等に関するリスクについて

　当社グループの連結有利子負債が総資産額占める割合は平成19年２月末66.4％、平成20年２月末71.6％

となっております。

前連結会計年度末
(平成19年２月28日)

当連結会計年度末
(平成20年２月29日)

総資産額（百万円） 182,163 250,537

有利子負債額（百万円） 120,886 179,490

有利子負債額／総資産額 66.4％ 71.6％

純資産（百万円） 40,001 51,067

自己資本比率 22.0％ 20.3％

従来より、不動産流動化事業、サービサー事業において仕入れを拡大していることに加え、不動産融資

保証事業からの積極的な物件取得による営業資産の増加の結果、有利子負債が増加しております。このよ

うな営業活動による営業キャッシュフローの赤字については、主に借入金で補っているため、当社グルー

プの業績は金利変動の影響を受けやすい傾向にあります。

　しかしながら、こうした金利変動リスクに対処するために、金利動向に対する細心の注意を払うととも

に、プロジェクトファイナンス等の資金調達の多様化等により資金調達力を強化してまいります。

　

③　コミットメントライン契約等に関する財務制限条項について

　当社は、資金調達手法の一つとして複数の金融機関と貸出コミットメントライン契約及びシンジケート

ローンを締結しており、これらには資本の減少及び営業損益の赤字化、長期在庫の増加等に関する財務制

限条項が付与されております。万一当社の業績が悪化し、制限条項に抵触した場合には、当該契約により

借入金の返済や担保差し入れ、利率の変更等の対応を迫られる結果、当社グループの業績に影響が及ぶ可

能性があります。

　今後も、個別不動産毎の在庫管理を徹底し、業績向上に努めることによって、コミットメントラインの契

約等に関する財務制限条項に対処してまいります。

　

④　ストック・オプションの付与及び株式の希薄化について

　当社は、取締役、監査役、従業員及び取引先に対して新株予約権を利用したストック・オプション制度を

採用しております。

　当該新株予約権は、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき平成15年12月16日開催の臨時株

主総会及び平成16年９月13日開催の臨時株主総会において決議されたものであります。

　このストック・オプションの権利行使に伴い、当社の株式の価値は希薄化する恐れがあり、株価に影響

が及ぶ可能性があります。

　なお、平成20年2月末時点において、ストック・オプション8,771,400株が行使済みであり、残るところ

109,800株が未行使となっており、上記希薄化リスクは大きく減少しております。
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＜法的規制について＞

　当社グループの事業は、以下の各法令による規制を受けており、何らかの理由により処分に該当する事

由が生じた場合には、当社グループの主要な事業活動や業績に影響が及ぶ可能性があります。

　なお、連結会計年度末現在、当社グループにおいて処分の対象に該当する事項はありません。

　

①　当社グループに関連する法的規制

　当社グループは、以下の法令により規制を受けており、監督官庁より許認可（登録）を受けた上で事業

を行っております。それぞれの法令の具体的規制内容は「②　各法令の規制内容」のとおりです。

関係 免許、許可

会社名 許認可（登録）番号 有効期限法令 登録等の別
イ宅地建物取
　引業法

宅地建物取引業者
免許

当社 国土交通大臣 平成15年７月29日

（2）第5786号 ～平成20年７月28日

㈱アトリウム債権回収サービス 東京都知事 平成16年10月２日

（2）第77821号～平成21年10月１日

㈲エー・ダブリュ・ツー 東京都知事 平成16年７月３日

（1）第83297号～平成21年７月２日

㈲エー・ダブリュ・スリー 東京都知事 平成17年５月21日

（1）第84488号～平成22年５月20日

㈱エー・アイ・シー 東京都知事 平成20年５月10日

（2）第81911号～平成25年５月９日

㈱アトリウム建設 東京都知事 平成19年２月６日

（8）第41422号～平成24年２月５日

㈱エー・アール・ジー 東京都知事 平成18年９月９日

（1）第86418号～平成23年９月８日

㈱エー・エム・ファンド・マネジメン
ト

東京都知事 平成19年12月29日

（1）第88689号～平成24年12月28日

ロ貸金業法 貸金業の登録 当社 関東財務局長 平成18年６月17日

（1）第01423号～平成21年６月16日

ハ不動産の鑑
　定評価に関
　する法律

不動産鑑定業者登
録

当社 東京都知事 平成17年７月25日

（1）第1981号 ～平成22年７月24日

ニ建設業法 特定建設業の許可 当社 東京都知事 平成19年１月10日

（特-18）第116827
号

～平成24年１月９日

㈱アトリウム建設 建築工事業 国土交通大臣
（特-17）第4135号

平成17年５月22日
～平成22年５月21日

ホ建築士法 一級建築士事務所
登録

㈱アトリウム建設　 東京都知事 平成20年５月10日

第1100号 ～平成25年５月10日

ヘ債権管理回
　収業に関す
　る特別措置
　法

債権管理回収業許
可

㈱アトリウム債権回収サービス 法務大臣 許可年月日

第13号 平成11年７月1日

（有効期限なし）
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関係 免許、許可

会社名 許認可（登録）番号 有効期限法令 登録等の別
ト食品衛生法 営業許可

(飲食店)
㈲ＰＡＭ・Ｊ 17町保生食第709号平成17年12月５日

～平成24年12月31日

17町保生食第712号平成17年12月５日

～平成24年12月31日

17町保生食第714号平成17年12月５日

～平成24年12月31日

17町保生食第715号平成17年12月５日

～平成24年12月31日

17町保生食第716号平成17年12月５日

～平成24年12月31日

営業許可
(菓子製造業)

㈲ＰＡＭ・Ｊ 17町保生食第710号平成17年12月５日

～平成24年12月31日

営業許可
(そうざい製造業)

㈲ＰＡＭ・Ｊ 17町保生食第800号平成17年12月21日

～平成24年12月31日

チ旅館業法 旅館営業許可 ㈲ＰＡＭ・Ｊ 17町保生き第121号平成17年12月１日

（有効期限なし）

リ金融商品取
引法

適格機関投資家届
出

当社 法人４番 平成22年2月28日

ヌ不動産投資
顧問業登録規
程

不動産投資顧問業
登録

㈱エー・エム・ファンド・マネジメ
ント

総合-第84号 平成20年3月11日

～平成25年3月10日

　

EDINET提出書類

株式会社アトリウム(E04043)

有価証券報告書

 20/120



②　各法令の規制内容

イ　宅地建物取引業法

　当社ならびに当社のグループ会社である㈱アトリウム債権回収サービス、㈱エー・アイ・シー、㈲エー

・ダブリュ・ツー、㈲エー・ダブリュ・スリー、㈱アトリウム建設、㈱エー・アール・ジー及び㈱エー・

エム・ファンド・マネジメントは、宅地もしくは建物の売買もしくは交換、貸借の行為を業として行って

いるため、国土交通大臣もしくは東京都知事の免許を受けております。

　免許の取消事由に該当するような行為をしたり取引主任者による不正または不当な行為に対する監督

処分等に該当した場合は、免許の取消し、取引主任者の登録の消除、監督処分の公告等の処分を受けるこ

ととなり、当社及び上記の当社グループの各社が宅地建物取引業を行う上で、重大な支障をきたす恐れが

あり、当社グループの業績に影響が及ぶ可能性があります。

　

ロ　貸金業の規制等に関する法律

　当社は、金銭の貸付または金銭の貸借の媒介を業として行う者に準ずる扱いに該当するため、平成18年

６月17日より関東財務局長の登録を受けております。

　業務の停止、登録の取消し、監督処分の公告等の事由に該当した場合、内閣総理大臣より業務の全部また

は一部の停止、登録の取消し、監督処分の公告等の処分を受けることとなり、当社が貸金業を行う上で、重

大な支障をきたす恐れがあり、当社グループの業績に影響が及ぶ可能性があります。

　

ハ　不動産の鑑定評価に関する法律

　当社は、不動産の客観的価値に作用する諸要因に関して調査もしくは分析を行い、不動産の取引、利用も

しくは投資に関して不動産の鑑定評価を業として行っているため、東京都知事の登録を受けております。

　不動産鑑定業者が、故意に不当な不動産の鑑定評価その他不動産鑑定評価等業務に関する不正または著

しく不当な行為を行ったときは、懲戒処分として、１年以内の期間を定めて鑑定評価等業務を行うことを

禁止し、またはその不動産鑑定業者の登録を消除し、懲戒処分の公告等の処分を受けることになり、当社

が鑑定評価等業務を行う上で、重大な支障をきたす恐れがあり、当社グループの業績に影響が及ぶ可能性

があります。

　

ニ　建設業法

　当社ならびに当社のグループ会社である㈱アトリウム建設は、建築に関する工事を行い、元請等建設工

事の完成を請け負う営業を行う者に該当するため、国土交通大臣の許可を受けております。

　許可の取消し、営業の禁止、監督処分の公告等の事由に該当した場合、監督官庁より指示、業務の全部ま

たは一部の停止、許可の取消し、営業の禁止、監督処分の公告等の処分を受けることとなり、当社、㈱アト

リウム建設が建設業を行う上で、重大な支障をきたす恐れがあり、当社グループの業績に影響が及ぶ可能

性があります。

　また同法により、下請業者に対する扱いについては、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律

による規制を受け、公正取引委員会の措置を受けることになります。

　

ホ　建築士法

　当社のグループ会社である㈱アトリウム建設は、他人の求めに応じ報酬を得て設計、工事監理、建築工事

契約に関する事務等を行うことを業としているため、一級建築士事務所を設置し東京都知事の登録を受

けております。

　登録の抹消、監督処分に該当した場合、東京都知事より建築士事務所の登録の抹消、登録の取消し、戒告、

建築士事務所の閉鎖等の処分を受けることとなり、㈱アトリウム建設が一級建築士事務所として設計等

の業務を行う上で、重大な支障をきたす恐れがあり、当社グループの業績に影響が及ぶ可能性がありま

す。

　

ヘ　債権管理回収業に関する特別措置法

　当社のグループ会社である㈱アトリウム債権回収サービスは、弁護士または弁護士法人以外の者が委託

を受けて法律事件に関する法律事務である特定金銭債権の管理及び回収の業務または他人から譲り受け
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て訴訟、調停、和解その他の手段によって特定金銭債権の管理及び回収の業務を行うため、法務大臣の許

可を受けております。

　許可の取消し、監督処分の公告等の事由に該当した場合、法務大臣より許可の取消し、業務の全部もしく

は一部の停止、監督処分の公告等の処分を受けることとなり、㈱アトリウム債権回収サービスが債権管理

回収業を行う上で、重大な支障をきたす恐れがあり、当社グループの業績に影響が及ぶ可能性がありま

す。

　

ト　食品衛生法

　当社のグループ会社である㈲ＰＡＭ・Ｊは、ホテル　ザ・エルシィ町田に飲食店舗を入れてホテル運営

を業として行っているため、町田市から食品衛生法上の営業許可を受けております。

　飲食店営業その他公衆衛生に与える影響が著しく基準に違反している場合には、許可の取消し、もしく

は営業の全部もしくは一部を禁止し、もしくは期間を定めての停止処分を受けることとなり、㈲ＰＡＭ・

Ｊがホテルの運営を行う上で、重大な支障をきたす恐れがあり、当社グループの業績に影響が及ぶ可能性

があります。

　

チ　旅館業法

　当社のグループ会社である㈲ＰＡＭ・Ｊは、ホテルの運営を業として行っているため、ホテル　ザ・エル

シィ町田は町田市の旅館営業許可を受けております。

　営業者がこの法律もしくはこの法律に基づく処分に違反したときは、旅館営業許可の取消し、または期

間を定めて営業の停止処分を受けることとなり、当社がホテル業を行う上で、重大な支障をきたす恐れが

あり、当社グループの業績に影響が及ぶ可能性があります。

　

リ　金融商品取引法

　当社は、集団投資スキームに参加することによって、投資機会を拡大すべく、適格機関投資家の届出をい

たしました。

　当社が届出の取消し等の事由に該当した場合、適格機関投資家でなければ参加できない集団投資スキー

ム（いわゆるプロ私募）への投資が不可能となり、投資機会が縮小する可能性があります。

　

ヌ　不動産投資顧問業登録規程

　㈱エー・エム・ファンド・マネジメントは投資一任契約及び投資助言活動に基づき、不動産の運営、投

資助言業務に対応すべく、不動産投資顧問業の登録をしました。登録の取消、勧告処分の公告等の事由に

該当した場合、㈱エー・エム・ファンド・マネジメントがファンドスキームによるアセットマネジメン

ト業務の受託を行う上で、重大な支障をきたす恐れがあり、当社グループの業績に影響が及ぶ可能性があ

ります。
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＜クレディセゾングループと当社グループの関係＞

　平成20年２月末現在、上場会社である㈱クレディセゾンは当社の議決権38.9％（間接保有含め41.8％）

を所有する親会社であります。

　

①　クレディセゾングループにおける位置付け

　当社グループは、親会社である㈱クレディセゾンを中心とするクレディセゾングループに属しておりま

す。

　クレディセゾングループの主な事業は、クレジットサービス事業、ファイナンス事業、不動産関連事業及

びエンタテイメント事業等であり、グループ各社はそれぞれの顧客と直結した事業活動を展開しており

ます。

　その中で、当社グループは、クレディセゾングループの不動産関連事業において、不動産流動化事業、

サービサー事業及び不動産ファンド事業を行っており、また、平成16年９月からは、㈱クレディセゾンと

の提携により不動産融資保証事業を開始し、同グループの事業拡大や利益拡大に貢献しております。

　当社グループが事業としている不動産流動化事業、サービサー事業及び不動産ファンド事業に関して

は、クレディセゾングループ各社との連携はビジネス領域等の違いから特に行っておらず、また不動産融

資保証事業における㈱クレディセゾンとの融資・保証関係に関しましても、イコールパートナーとして

の金融機関等として認識し事業展開をしております。

　

②　サービサー事業でのジェーピーエヌ債権回収㈱との関係

　クレディセゾングループ内においてジェーピーエヌ債権回収㈱が、当社グループの㈱アトリウム債権回

収サービスと類似するサービサー事業を展開しておりますが、取引先、取扱債権及び回収方法も異なって

おり、競合はないものと考えております。

　両社の違いを一覧に示すと以下のとおりです。

企業名 取引先 債権の種類 サービサー事業形態

㈱アトリウム債権回収
サービス

都市銀行、地方銀行、信
用金庫等

大口の不動産担保付債権等 債権の買取りが中心

ジェーピーエヌ債権回収㈱
クレジットカード会社、
信販会社等

個人の小口無担保債権等 回収受託が中心

　

③　役員の兼務について

　当社グループ役員のうち以下３名は、その豊富な経営経験をもとに社外の客観的見地から当社グループ

に対する経営の助言を得ること及び監査体制強化等を目的として、当社グループが要請し招聘したもの

であります。その者の氏名ならびに主な当社グループ及びクレディセゾングループにおける役職は以下

のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成20年２月29日現在

当社グループにおける役職 氏　名 クレディセゾングループにおける主な役職

当社　取締役相談役（非常勤） 林野　　宏 ㈱クレディセゾン代表取締役社長

㈱アトリウムＨ＆Ｒ　取締役（非常勤） 齋藤　辰之助 ㈱ウラクアオヤマ取締役会長

当社　監査役（非常勤） 櫻井　　勝 ㈱クレディセゾン常勤監査役
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④　不動産融資保証事業における㈱クレディセゾンとの関係

　当社は、㈱クレディセゾンと提携し不動産融資保証事業を展開しております。当該事業において、当社

は、債務保証先への営業活動を主体的に行うとともに、融資の担保となる不動産の査定と債務保証を行う

ことにより、㈱クレディセゾンから保証料を得ております。当社が受け取る保証料の料率は、両社協議の

上、不動産担保融資保証に関する基本契約に基づいて決定しております。

　平成20年２月末日現在の保証残高は、㈱クレディセゾンの債権流動化による700億円の圧縮効果もあり、

結果、153,890百万円となりました。

　今後は、㈱クレディセゾン以外にも事業パートナーの拡大を図ってまいりますが、当社と㈱クレディセ

ゾン間の「不動産担保融資保証に関する基本契約」が解除され、または更新されずに業務提携が解消さ

れた場合、当該事業の展開に一時的に支障をきたす恐れがあり、当社グループの業績に影響が及ぶ可能性

があります。

　なお、当社が㈱クレディセゾンから受け取った保証料等は平成19年２月期6,462百万円、平成20年２月期

10,092百万円であります。

　
⑤　当社とクレディセゾンとの取引実績について
平成19年２月期（自　平成18年３月１日　　至　平成19年２月28日）

属性 住所

議決権等

関係内容

取引の内容 科目

会社等 資本金 事業の内容 の所有 取引金額 期末残高

の名称 (百万円) 又は職業 (被所有) (百万円) (百万円)

割合 役員の 事業上 （注）１ （注）1

(％) 兼任等 の関係

親会社
㈱クレディ

セゾン

東京都
豊島区

75,197 

信販及び金

融業、リース

事業

（クレジッ

トビジネ

ス）

不動産担保

融資貸付先

の保証及び

設備のリー

ス

融資保証

の収入

6,462

営　業

未収金 681（被所有） (注)２

直接

リース資産

の賃借

18 未払金 935.9 (注)３

兼任

出向者給与の

立替

― 未収入金 0（被所有） (注)４

間接 3人 その他経費

0
― ―

7.2 (注)５

その他

― 未払金 2(注)６

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注) １  取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２  当社が受け取る保証料の料率は、両社協議の上、不動産担保融資保証に関する基本契約に基づいて決定し　て

おります。

３  リース資産の賃借については、一般取引条件と同様に決定しております。

４　出向者給与の立替分であります。

５  計算手数料等の経費の支払であります。

６  確定拠出年金掛金の立替分であります。
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平成20年２月期（自　平成19年３月１日　　至　平成20年２月29日）

属性 住所

議決権等

関係内容

取引の内容 科目

会社等 資本金 事業の内容 の所有 取引金額 期末残高

の名称 (百万円) 又は職業 (被所有) (百万円) (百万円)

割合 役員の 事業上 （注）１ （注）1

(％) 兼任等 の関係

親会社
㈱クレディ

セゾン

東京都
豊島区

75,671 

信販及び金

融業、リース

事業

（クレジッ

トビジネ

ス）

不動産担保

融資貸付先

の保証及び

設備のリー

ス

融資保証

の収入

10,092

営　業

未収金 742（被所有） (注)２

直接

リース資産

の賃借

8 ― ―38.9 (注)３

兼任 その他の立替

─ 未払金 3（被所有） (注)４

間接 2人 その他経費

0
―

―2.9 (注)５

賃料の立替

─ 前受賃料 1(注)６

資金の借入

35,441

関係会社　短

期借入金 35,441(注)７

利息及び金融

手数料の支払

100未払費用 4(注)７

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注) １  取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２  当社が受け取る保証料の料率は、両社協議の上、不動産担保融資保証に関する基本契約に基づいて決定し　て

おります。

３  リース資産の賃借については、一般取引条件と同様に決定しております。

４　出向者給与及び確定拠出年金掛金の立替分であります。

５  会費等の経費の支払であります。

６  事務所の賃料の立替分であります。

７  金利その他の取引条件は、市場金利等を勘案して条件を決定しております。
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５ 【経営上の重要な契約等】

　

不動産担保融資保証に関する基本契約

当社は、㈱クレディセゾンと顧客間の金銭消費貸借契約において、顧客の借入債務を連帯保証する取引

を行うにあたり、同社と「不動産担保融資保証に関する基本契約書」を締結しております。

締結年月日 契約の名称 相手先 契約の概要

平成16年８月25日不動産担保融資保証に

関する基本契約書

㈱クレディセゾン ＜内容＞

㈱クレディセゾンから不動産担保融資を受ける

顧客の借入債務の連帯保証に関する契約

＜期間＞

平成19年８月25日～平成20年８月24日（１年ご

との自動更新）

＜商品＞

ホームエクイティローン、ビジネスローン、ノン

リコースローン

　

６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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７ 【財政状態及び経営成績の分析】

　

当連結会計年度における財政状態及び経営成績の分析は以下のとおりであります。

　

(１)　重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づ

き作成されております。また、連結財務諸表を作成する際には、当連結会計年度末日時点の資産・負債及

び当連結会計年度の収益・費用を認識・測定するため、合理的な見積り及び仮定を使用する必要があり

ます。

　当社グループが採用している会計方針のうち重要なものについては、「第５　経理の状況」の「連結財

務諸表作成のための基本となる重要な事項」及び「重要な会計方針」に記載しております。

　

(２)　匿名組合等出資金について

①　匿名組合等出資金の会計処理について

匿名組合等出資については、匿名組合等の財産の持分相当額を「投資有価証券」に計上しております。

匿名組合等への出資金払込時に「投資有価証券」を計上し、匿名組合が獲得した純損益については、持分

相当額を「売上高」に計上するとともに、同額を「投資有価証券」に加減し、営業者からの出資金の払戻

については、「投資有価証券」を減額しております。

 

②　匿名組合出資者間の利益配分について

㈲エー・ダブリュ・ワン及び㈲エー・ダブリュ・ツーは、アトリウム・プライマリー・ファンドの資

産取得会社であり、不動産ファンド事業における当社グループ資産の取得及び保有を目的とする特別目

的会社であります。

　上記記載の２社は、当連結会計年度内において各々が保有する資産を売却し、アトリウム・プライマ

リー・ファンドは終結しております。よって、これらの会社の利益については、匿名組合契約に基づき匿

名組合出資者間で配分され、当社グループの連結損益計算書においては、匿名組合損益分配額3,231百万

円を計上しております。
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(３)　経営成績の分析

①　売上高及び経常損益

売上高は、前連結会計年度より16,187百万円増加し、121,382百万円（前年同期比115.4％）となりまし

た。

  不動産流動化事業におきましては、当社のバリューアップノウハウに加えて、上期は活況を呈する不動

産市況も追い風となり、大型事業用不動産を中心として想定を上回る価額での販売が実現しました。下期

に入りサブプライムローン問題に伴う信用収縮により、業界全体の失速懸念が高まる中、当社は計画通り

の販売を達成することができました。またエリア戦略の一環として平成19年９月に福岡に拠点を設け、営

業エリアの拡大に努めてまいりました。

　サービサー事業におきましては、地域金融機関への営業活動の重点化、他サービサーからの二次譲渡、事

業再生案件への取組強化を実施しました。また、債権回収に関しましては、担保不動産の自己取得ならび

に取得した物件のバリューアップと計画販売を推進してまいりました。

　不動産ファンド事業におきましては、アトリウム・プライマリー・ファンド(平成15年運用開始)をク

ロージングさせました。投資成果としては㈲エー・ダブリュ・ワンがＩＲＲ46.2％、㈲エー・ダブリュ・

ツーにおいてはＩＲＲ57.6％のパフォーマンスを確保することができました。

　不動産融資保証事業におきましては、案件の選別を厳格化しつつも、好調な融資保証実行を維持するこ

とができました。また平成19年５月に福岡オフィス（９月より不動産流動化事業の進出に伴い、営業所に

昇格）を開設し営業エリアの拡大に努めてまいりました。

　他方、下期に入ってサブプライムローン問題に伴う信用収縮の影響を受けて、代位弁済率（代位弁済額/

事業開始からの保証実行累計額）が4.6％に上昇しました。しかしながら、代位弁済の結果生じた求償債

権については、担保不動産を取得し、バリューアップの実施等により回収を推進してまいりました。  

 　売上原価につきましてはアトリウム・プライマリー・ファンドのクロージングを含む大型物件の売却

が当初の予定を大きく上回る価格で販売できたことや不動産融資保証事業の保証料増加等により原価率

が前連結会計年度72.1％から6.9％低減し65.2％となりました。

 　販売費及び一般管理費につきましては、事業の陣容拡大による人件費の増加等及び代位弁済率の上昇

に伴う保証債務引当金繰入額の計上等により前連結会計年度より2,085百万円増加し、15,352百万円（前

年同期比115.7％）となりました。

  この結果、営業利益は10,787百万円増加し26,830円（前年同期比167.2％）、経常利益は10,412百万円

増加し24,286百万円（前年同期比175.0％）となりました。

＊ＩＲＲ（Internal Rate of Return：内部収益率）：出資や分配金・売却代金の受取りが複数回に渡って行われるようなプロジェクトの

　　 場合に投資全体の複利利回りを測る尺度。

 

②　特別損益

特別利益につきましては、営業貸付金の回収に伴う貸倒引当金の戻入額を104百万円計上いたしまし

た。また特別損失につきましては、固定資産除却損を７百万円、投資有価証券評価損を９百万円を計上い

たしました。

 

③ 匿名組合損益分配額

匿名組合損益分配額とは、不動産ファンド事業において保有する収益不動産の販売及び賃料収入から

運用手数料等の必要経費を差し引いた損益のうち、当社出資持分以外の分配額であります。

　前連結会計年度の1,531百万円に対し、当連結会計年度は、平成15年運用開始のアトリウム・プライマ

リー・ファンド終結に伴い1,700百万円が増加し、3,231百万円となりました。
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　この結果、税金等調整前当期純利益は21,141百万円（前年同期比165.0％）となりました。

 

④ 当期純利益

当期純利益は12,421百万円（前年同期比175.3％）となりました。法人税、住民税及び事業税は9,892百

万円、法人税等調整額は1,140百万円をそれぞれ計上しております。

　なお、事業の種類別セグメントの売上高及び営業利益の概況については、「１　業績等の概要（1）業

績」に記載しております。
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(４)　財政状態の分析

資産、負債及び純資産の状況　　

①　資産

当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末に比べ68,374百万円増加し、250,537百万円となりま

した。これは主に、不動産流動化事業における不動産融資保証事業からの情報による物件取得やサービ

サー事業における過去最高の債権購入等によりたな卸資産が43,094百万円増加したこと、及び、サブプラ

イムローン問題に端を発した金融収縮の影響による不動産融資保証事業部顧客の代位弁済の増加により

求償債権が17,177百万円増加したことによるものであります。

 

②　負債

負債は、前連結会計年度末に比べ57,308百万円増加し、199,470百万円となりました。これは主に、上記

の通り不動産の仕入、債権の購入と代位弁済の増加等に伴い、短期借入金及び長期借入金が58,819百万円

増加したことによるものであります。

 

③　純資産

純資産は前連結会計年度末に比べ11,066百万円増加し51,067百万円となりました。これは主に当期純

利益12,421百万円を計上したことによるものであります。　　

　

　この結果、自己資本比率が1.7％減少し、20.3％となり、また総資産における有利子負債比率も前年会計

年度末に比べ5.2％増加し、71.6％ととなりました。これは営業資産の積み増しに対応した借入金の拡大

に伴うものでございます。

　

(５)　キャッシュ・フローの分析

キャッシュ・フローに関しましては、「１　業績等の概要 （2）キャッシュ・フローの状況」に記載の

とおりであります。

　

(６）今後の見通し

　平成19年８月以降の不動産市況につきましては、サブプライムローン問題に伴う信用収縮、改正建築基

準法や金融商品取引法の施行等の影響、さらには国内景気の後退懸念を受けて、先行きに対する不確実性

が一層強まっております。

　当社グループといたしましては、当期まで「不動産流動化事業」「サービサー事業」「不動産ファンド

事業」「不動産融資保証事業」の４つのコアビジネスを展開してまいりました。来期からは「不動産

ファンド事業」に代わる新たなコア事業として育成すべく「戦略投資事業」を展開してまいります。こ

れらの４事業を有機的に連動させることによって事業環境の変化に柔軟に対応できる景気変動に強い全

天候型ビジネスモデルの構築をさらに推進してまいります。また、上記４事業とグループ企業がそれぞれ

の専門性を発揮することで得られるシナジーとしての「バリューチェーンマネジメント」の実現を目指

してまいります。

　不動産流動化事業につきましては、株式公開企業としての信用力・知名度を最大限活かし、優良な物件

仕入情報の確保に努めてまいります。また、㈱アトリウム建設を中心として開発、リニューアル・リ

フォームの内製化を図ることで商品企画力・加工力を充実させて、強い競争力を持った商品の販売を推

進してまいります。

　サービサー事業につきましては、当期に引き続き地域金融機関等からの債権購入を拡大する一方、他社

においてクロージングを迎える再生ファンド等にもアプローチして仕入れの多様化を図ってまいりま
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す。購入した債権については迅速な回収を進めるとともに、自己競落等を通じて自己所有物件への転換を

図り、これまでグループ全体で培ったバリューアップノウハウを活かして付加価値を高めることで、回収

の最大化を図ってまいります。

　不動産融資保証事業につきましては、金融機関の不動産企業向け融資姿勢の厳格化を当社にとっては追

い風として捉え、引き続き当社のバリュードライバーとしての役割を果たしてまいります。今後は従来型

の不動産業者向けに加えて、新規顧客層の開拓、大型開発案件のメザニンローンへの保証や特定社債の引

受等の商品の充実を図ってまいります。また、コンプライアンスに基づいた厳格な審査に努めながら途上

与信を強化し、必要に応じて担保不動産の自社取得を図り仕入チャネルの１つとして機能させてまいり

ます。　

　不動産ファンド事業に代わり新たに展開いたします戦略投資事業につきましては、事業間シナジーを追

求した戦略的な不動産エクイティ投資及び企業投資を強化・実施するとともに、グループ保有資産のバ

リューアップと不動産のアセットマネジメント業務を受託して中長期かつ安定的なフィービジネスを推

進することによりコア事業の一翼を担ってまいります。　　
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

　当連結会計年度における設備投資額は総額で327百万円であり、事業の種類別セグメント別の内訳は下

記のとおりであります。

　　　不動産流動化事業　　　　167百万円

　　　サービサー事業　　　　 　20百万円

　　　不動産ファンド事業　　 　 3百万円

　　　不動産融資保証事業　　　 63百万円

　　　全社共通　　　　  　　　 72百万円

　また、重要な設備の売却はございません。

　

２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

平成20年２月29日現在

事業所名
(所在地)

事業の種類別　　セ
グメントの名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円) 従業員数
(名)

（外、臨時
雇用者数）

建物及び
構築物

工具器具
備品

車両
運搬具

土地
(面積㎡)

合計

本社
（東京都千代田区)

全社共通
本社
事務所

512 160 18
27(35,420.68)

　
717335(18)

大阪支店
(大阪市北区)

不動産
流動化事業

事務所 17 1 ― ―(－) 18 23(－)

名古屋支店
(名古屋市東区)

不動産
流動化事業

事務所 17 4 ― 　　―(－) 21 19(－)

仙台支店
(仙台市青葉区)

不動産
流動化事業

事務所 6 1 ― ―(－) 7 20( 2)

(注) １　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

２　上記の他、連結会社以外からの主要な賃借設備の内容は、以下のとおりです。

　

事業所名
（所在地）

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容 件数 リース期間
年間リース料
（百万円）

リース契約
残高

（百万円）

本社
(東京都千代田区)

全社共通 本社事務所 １ ５年 668 2,671

本社
(東京都千代田区)

全社共通 事務機器 11 ５～６年 3 8

(注)　１　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

２　開示合計額が３百万円超のものを主要な設備としています。　

　

(2)国内子会社

主要な設備がないため省略しております。

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

該当事項はありません。

　

(2) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 144,000,000

計 144,000,000

　

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成20年２月29日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年５月28日)

上場金融商品取引所名又は登録
認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 44,771,40044,783,400東京証券取引所市場第一部 ―

計 44,771,40044,783,400 ― ―

(注)　提出日現在の発行数には、平成20年５月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は、含まれておりません。
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(2) 【新株予約権等の状況】

旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は次のとおりでありま

す。

（平成15年12月16日臨時株主総会決議）

　
事業年度末現在
(平成20年２月29日)

提出日の前月末現在
(平成20年４月30日)

新株予約権の数(個) 25 ５

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 　　　　　15,000(注)１ 　　　3,000(注)１

新株予約権の行使時の払込金額(円) 162　　　　　　　(注)２、３

新株予約権の行使期間 平成17年12月17日～平成20年12月16日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　162
資本組入額　 81　 (注)２

新株予約権の行使の条件 (注)４

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)４

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

―

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、600株であります。
２　平成17年１月25日開催の取締役会決議により、平成17年２月16日をもって株式１株を２株に分割しておりま
す。また、平成18年７月14日開催の取締役会決議により、平成18年９月１日をもって株式１株を３株に分割し
ております。これらにより、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、発行価格及び
資本組入額が調整されております。

３　株式分割・併合及び時価を下回る価額で新株を発行するとき（時価発行として行う公募増資、新株予約権及び
新株予約権証券の行使に伴う株式の発行を除く）は、次の算式により発行価額の調整を行い、調整による１円
未満の端数は切上げます。

　

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

分割・併合・新規発行前の株価

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数
（株式併合の場合は減少株式数を減じる）

　
また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、当社が他社と株式交換を
行い完全親会社となる場合、または当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込金
額の調整を行うことができるものとします。

４　新株予約権の行使に関わる行使の条件、譲渡に関する事項は次のとおりであります。
　(1) 新株予約権の行使の条件

新株予約権の割当を受けた当社及び当社子会社の取締役、監査役または従業員については、権利行使時にお
いて当社及び当社子会社の取締役、監査役または従業員の地位を保有しているものとする。但し、取締役、監
査役の任期満了に伴い取締役、監査役の再任候補に選ばれない場合の退任及び従業員の定年退職の場合は
この限りではない。また新株予約権の割当を受けた当社外部の取引先については、権利行使時において取引
ないし契約の継続を最低条件とし、さらに当社と競業関係にない等、当社と利益が相反していない場合に限
る。その他の条件については、本株主総会及び取締役会決議に基づき締結する「新株予約権付与契約」に定
めるところによる。

　(2) 新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人による本新株予約権の相続は認めないものとする。ま
た、新株予約権の質入れその他一切の処分は認めないものとする。なお、新株予約権を譲渡するときは取締
役会の承認を必要とする。

５　当社グループ取締役のうち、当社の親会社グループにおいて取締役を兼務する者は、新株予約権の権利行使以
前において、当社グループ取締役としての地位を有していない場合には、当該権利を放棄することについて平
成17年10月27日に締結した覚書に基づき合意しております。
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（平成16年９月13日臨時株主総会決議）

　
事業年度末現在
(平成20年２月29日)

提出日の前月末現在
(平成20年４月30日)

新株予約権の数(個) 158 158

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 　　　　　94,800(注)１ 94,800(注)１

新株予約権の行使時の払込金額(円) 　 259       (注)２、３

新株予約権の行使期間 平成18年９月14日 ～ 平成21年９月13日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格 　 259
資本組入額　130　(注)２

新株予約権の行使の条件 (注)４

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)４

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

―

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、600株であります。

２　平成17年１月25日開催の取締役会決議により、平成17年２月16日をもって株式１株を２株に分割しておりま

す。また、平成18年７月14日開催の取締役会決議により、平成18年９月１日をもって株式１株を３株に分割し

ております。これらにより、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、発行価格及び

資本組入額が調整されております。

３　株式分割・併合及び時価を下回る価額で新株を発行するとき（時価発行として行う公募増資、新株予約権及び

新株予約権証券の行使に伴う株式の発行を除く）は、次の算式により発行価額の調整を行い、調整による１円

未満の端数は切上げます。

　

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

分割・併合・新規発行前の株価

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数

（株式併合の場合は減少株式数を減じる）

　
また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、当社が他社と株式交換を

行い完全親会社となる場合、または当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込金

額の調整を行うことができるものとします。

４　新株予約権の行使に関わる行使の条件、譲渡に関する事項は次のとおりであります。

　(1) 新株予約権の行使の条件

新株予約権の割当を受けた当社及び当社子会社の取締役、監査役または従業員については、権利行使時にお

いて当社及び当社子会社の取締役、監査役または従業員の地位を保有しているものとする。但し、取締役、監

査役の任期満了に伴い取締役、監査役の再任候補に選ばれない場合の退任及び従業員の定年退職の場合は

この限りではない。また新株予約権の割当を受けた当社外部の取引先及びアドバイザリースタッフについ

ては、権利行使時において取引ないし契約の継続を最低条件とし、さらに当社と競業関係にない等、当社と

利益が相反していない場合に限る。その他の条件については、本株主総会及び取締役会決議に基づき締結す

る「新株予約権付与契約」に定めるところによる。

　(2) 新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人による本新株予約権の相続は認めないものとする。ま

た、新株予約権の質入れその他一切の処分は認めないものとする。なお、新株予約権を譲渡するときは取締

役会の承認を必要とする。

５　当社グループ取締役のうち、当社の親会社グループにおいて取締役を兼務する者は、新株予約権の権利行使以

前において、当社グループ取締役としての地位を有していない場合には、当該権利を放棄することについて平

成17年10月27日に締結した覚書に基づき合意しております。
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(3) 【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成17年２月16日
                  (注)１

6,000 12,000 ― 3,000 ― 1

平成18年３月１日～
平成18年８月31日  (注)２

1,282 13,282 311 3,311 310 311

平成18年９月１日  (注)３ 26,564 39,847 ― 3,311 ― 311

平成18年９月１日～
平成19年２月28日　(注)２

3,598 43,446 427 3,739 425 736

平成19年3月1日～
平成20年２月29日　(注)２

1,325 44,771 149 3,888 148 885

(注) １　平成17年２月16日最終の株主名簿に記載された株主に対し、所有株式数を１株につき２株の割合で分割してお

ります。

２　新株予約権の行使による増加です。

３　平成18年８月31日最終の株主名簿に記載された株主に対し、所有株式数を１株につき３株の割合で分割してお

ります。

４　平成20年３月１日から平成20年４月30日の間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が12千株、資本金が

972千円および資本準備金972千円増加しております。

　

(5) 【所有者別状況】

平成20年２月29日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 35 28 117 132 1 5,1175,430 ―

所有株式数
(単元)

― 82,6545,570202,39073,191 3 83,881447,6892,500

所有株式数
の割合(％)

― 18.46 1.24 45.2116.35 0.00 18.74100.00 ―

(注) １　「単元未満株式の状況」には、自己株式77株が含まれております。

２ 　上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が181単元含まれております。
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(6) 【大株主の状況】

平成20年２月29日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社クレディセゾン 東京都豊島区東池袋３丁目１－１ 17,400 38.86

日本マスタートラスト信託銀行株式
会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目11－３ 3,228 7.21

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８－11 2,451 5.47

髙橋　剛毅 東京都港区 1,050 2.35

株式会社セゾンファンデックス 東京都豊島区東池袋３丁目１－１ 900 2.01

三菱ＵＦＪキャピタル株式会社 東京都中央区京橋２丁目14－１ 690 1.54

資産管理サービス信託銀行株式会社
　
（信託Ｂ口）

東京都中央区晴海１丁目８－12 681 1.52

ハイアット
（常任代理人　株式会社三菱東京Ｕ
ＦＪ銀行）

Ｐ．Ｏ　ＢＯＸ　2992　ＲＩＹＡＤＨ　
11169　ＫＩＮＧＤＯＭ　ＯＦ　ＳＡＵ
ＤＩ　ＡＲＡＢＩＡ
（常任代理人　東京都千代田区丸の内
２丁目７－１　決裁事業部）

460 1.03

資産管理サービス信託銀行株式会社
（証券投資信託口）

東京都中央区晴海１丁目８－12 418 0.93

ステート　ストリート　バンク　アン
ド　トラスト　カンパニー　505041
（常任代理人　株式会社みずほコー
ポレート銀行兜町証券決済業務室）

12　ＮＩＣＨＯＬＡＳ　ＬＡＮＥ　ＬＯ
ＮＤＯＮ　ＥＣ４Ｎ　７ＢＮ　Ｕ．Ｋ．
（常任代理人　東京都中央区日本橋兜
町６－７）

414 0.93

計 ― 27,692 61.85

(注)　１　上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

 　　日本マスタートラスト信託銀行株式会社  　　　　1,938千株

 　　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社　　　1,288千株

 　　資産管理サービス信託銀行株式会社　　　　　　　　418千株

２　次の法人から大量報告書の変更報告書の提出があり、次のとおり株式を所有している旨の報告を

　　受けておりますが、当社として事業年度末における所有株式数の確認ができませんので、上記

　　大株主の状況には含めておりません。

氏名または名称 報告義務発生日 提出日
保有株式等の総
数(千株）

発行済み株式総
数に対する所有
株式数の割合
（％）

JPモルガン・アセット・
マネジメント株式会社

平成20年１月31日平成20年２月６日 2,338 5.22

計 － － 2,338 5.22

（注）　　所有株式数の割合については、当事業年度末現在の発行済株式総数で計算しております。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年２月29日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等) － － －

完全議決権株式(その他)
普通株式

44,768,900
447,689

権利内容に何ら限定のない当社におけ
る標準となる株式

単元未満株式 2,500 － 同上

発行済株式総数 44,771,400－ －

総株主の議決権 － 447,689 －

(注) １　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が18,100株

（議決権181個）含まれております。

２　「単元未満株式」欄には、当社所有自己株式77株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成20年２月29日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合(％)

－ － － － － －

計 － － － － －
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(8) 【ストック・オプション制度の内容】

当社はストック・オプション制度を採用しております。当該制度は旧商法第280条ノ20及び第280条ノ

21の規定に基づき新株予約権を発行する方法によるものであります。

当該制度の内容は、以下のとおりであります。

　

決議年月日 平成15年12月16日 平成16年９月13日

付与対象者の区分及び人数

当社役員　　　　　　　　 13名
当社従業員　　　　　　  264名
子会社の取締役　　　　　  3名
当社外部の取引先  　　   26社
当社外部の取引先個人　　  1名

当社役員　　　　　　　  11名
当社従業員　　　　　   335名
子会社の取締役　　　　　 3名
当社外部の取引先  　  　11社
当社のアドバイザリースタッフ
　　　　　　　　　　個人11名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

株式の数(株) 884,400　（注）１ 636,700　（注）１

新株予約権の行使時の払込金額(円)
「第４　提出会社の状況　１　株式
等の状況 （2） 新株予約権等の
状況」に記載しております。

「第４　提出会社の状況　１　株式
等の状況 （2） 新株予約権等の
状況」に記載しております。

新株予約権の行使期間 同　上 同　上

新株予約権の行使の条件 同　上 同　上

新株予約権の譲渡に関する事項 同　上 同　上

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項

－ －

(注) １　平成17年１月25日開催の取締役会決議により、平成17年２月16日をもって株式１株を２株に分割しておりま

す。また、平成18年７月14日開催の取締役会決議により、平成18年９月１日をもって株式１株を３株に分割し

ております。これらにより、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、発行価格及び

資本組入額が調整されておりますが、上記の株式の数は調整前の内容です。

調整後は以下のとおりとなります。

決議年月日平成15年12月16日の株式の数　5,306,400株

決議年月日平成16年９月13日の株式の数　3,820,200株

２　平成15年12月16日決議分は退職等により当社役員２名分4,800株、従業員20名分16,600株及び取引先４社分

4,000株の権利が喪失しております。また、平成16年９月13日決議分は退職等により従業員17名分8,500株、取

引先２社分2,000株及びアドバイザリースタッフ３名分5,000株の権利が喪失しております。なお、権利喪失株

数は株式分割調整前の内容です。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

　
【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得

　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

　　該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

　　該当事項はありません。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　

区分 株式数（株） 価額の総額（千円）

当事業年度における取得自己株式 42 144

当期間における取得自己株式 58 87

（注）当期間の取得自己株式には、平成20年５月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取による

株式数は含まれておりません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

保有自己株式数 77 ― 135 ―

（注）当期間の保有自己株式には、平成20年５月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取による株式

数は含まれておりません。

　

EDINET提出書類

株式会社アトリウム(E04043)

有価証券報告書

 40/120



３ 【配当政策】

当社は、「企業価値の最大化」を最重要の経営課題とし、財務体質強化のための内部留保の充実を図りつ

つ、継続的に一株当たり連結当期純利益を増加させ、配当性向25％を目処に安定的な配当を実施する方針で

ございます。なお、平成20年２月期の期末配当につきましては、連結当期純利益が12,421百万円であること

を鑑み、当初予想の一株当たりの配当額を44円から70円に上方修正し、連結配当性向は24.7％となりまし

た。今後も株主をはじめとする皆様のご期待にお応えするとともに、一層の利益還元に努めてまいります。

なお、内部留保金につきましては、販売用不動産の取得等に充当し、一層の事業拡大に努めてまいります。

　当社の剰余金の配当は、８月末日を基準日とした中間配当、２月末日を基準日とした期末配当の年２回を

基本方針としており、更に取締役会の決議により、基準日を定めて利益配当をすることができる旨を定款に

定めております。ただし、現在のところ年間の連結当期純利益を見定めた中で利益配当額を決定しているた

め、期末配当のみを実施しております。

決議 配当金の総額 1株当たりの配当額 基準日

平成20年４月25日
3,133百万円 70円 平成20年２月29日

取締役会

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第25期 第26期 第27期 第28期 第29期

決算年月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月 平成19年２月 平成20年２月

最高(円) ― ― ―
(13,780) 4,000※
(4,130)

3,780

最低(円) ― ― ―
(7,610) 3,170
※(2,935)

1,490

(注) １　当社株式は、平成18年３月28日にジャスダック証券取引所に上場し、その後、平成18年12月21日に東京証券取引

所市場第一部に上場いたしました。それ以前については該当事項はありません。

２　株価は、平成18年12月20日以前はジャスダック証券取引所におけるもので第28期は（　）表示をしており、平成

18年12月21日以降は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

３　当社株式は、平成18年９月１日をもって株式１株を３株に分割しております。

４　※印は、株式分割による権利落後の株価であります。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成19年９月 10月 11月 12月 平成20年１月 ２月

最高(円) 3,280 3,520 3,160 2,620 2,245 2,200

最低(円) 2,370 2,565 2,140 2,050 1,490 1,631

(注) １　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部における株価を記載しております。
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５ 【役員の状況】
　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

代表取締役

社長

最高経営

責任者

(ＣＥＯ)

髙　橋　剛　毅 昭和20年４月12日

昭和44年３月 ㈱緑屋（現：㈱クレディセゾン）入社

(注)3 1,050

平成４年10月 ㈱エー・アール・マネジメント常務取
締役（同社は平成10年10月㈱エス・
ビー・エフと合併、㈱アトリウムへ商
号変更）

平成12年５月 当社専務取締役

平成13年３月 ※当社代表取締役社長

㈱アトリウム債権回収サービス代表取
締役社長

平成13年５月 ※㈱エー・エム・ファンド・マネジメ
ント代表取締役社長

平成18年１月 ㈱アトリウムＨ＆Ｒ代表取締役社長

平成18年３月 ㈱アトリウム建設代表取締役社長

平成19年２月 ㈱アトリウム建設代表取締役会長
※㈱エー・アイ・シー代表取締役社長
※㈱アトリウムＨ＆Ｒ代表取締役会長

平成19年９月 ㈱アトリウム建設代表取締役相談役

平成19年10月※㈱ビジュアルリサーチ取締役相談役

平成20年２月 ※㈱アトリウム建設代表取締役会長

※㈱アトリウム債権回収サービス代表
取締役会長

代表取締役

専務

最高執行

責任者

(ＣＯＯ)

塚　本　　　勉 昭和21年１月３日

昭和44年３月 ㈱緑屋（現：㈱クレディセゾン）入社

(注)3 386

平成11年５月 当社入社

平成13年３月 当社企画室長

平成14年３月 当社取締役企画室長

平成15年２月 当社常務取締役営業本部長

平成16年５月 当社代表取締役専務営業本部長
㈱エー・エム・ファンド・マネジメン
ト代表取締役専務
㈱アトリウム債権回収サービス代表取
締役専務

平成18年１月 ㈱アトリウムＨ＆Ｒ代表取締役専務

平成18年３月 ㈱アトリウム建設代表取締役専務

平成18年４月 当社代表取締役専務営業本部長兼不動
産融資保証事業部長

平成18年５月 当社代表取締役専務営業本部長

平成19年２月 ※当社代表取締役専務

㈱アトリウム建設代表取締役社長

平成19年９月 ㈱アトリウム建設代表取締役会長

平成20年２月 ※㈱アトリウム建設代表取締役社長

※㈱アトリウムH&R代表取締役社長

代表取締役

専務

最高財務

責任者

(ＣＦＯ)

定　形　　　脩 昭和19年10月16日

昭和43年４月 ㈱富士銀行（現：㈱みずほ銀行）入行

(注)3 150

平成９年４月 セゾン証券㈱（現：マネックス証券
㈱）入社

平成12年10月同社代表取締役社長

平成13年４月 当社入社

平成13年５月 当社取締役財務経理部長

平成15年２月 当社常務取締役管理本部長

平成18年４月 当社専務取締役管理本部長

平成19年２月 ※当社代表取締役専務

㈱エー・エム・ファンド・マネジメン

ト代表取締役専務

平成19年10月※㈱ビジュアルリサーチ取締役会長

平成20年２月 ※㈱アトリウム債権回収サービス代表
取締役社長
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

取締役常務

執行役員

不動産融資

保証事業本部

本部長

兼

事業開発本部

本部長

藤　田　卓　志 昭和40年７月12日

平成元年４月 ㈱西武クレジット（現：㈱クレディセ
ゾン）入社

(注)3 46

平成11年11月当社入社

平成15年２月 当社企画室長

平成17年５月 当社取締役企画室長

平成18年５月 当社取締役不動産融資保証事業部長

平成19年２月 当社常務取締役不動産融資保証事業部

事業部長兼事業開発部担当

㈱エー・エム・ファンド・マネジメン

ト常務取締役

平成19年９月 ㈱エー・エム・ファンド・マネジメン

ト専務取締役

平成20年２月 当社取締役常務執行役員不動産融資保

証事業本部本部長兼事業開発部担当

※㈱エー・エム・ファンド・マネジメ

ント取締役専務執行役員

※㈱エー・アイ・シー取締役専務執行

役員

平成20年３月 ※当社取締役常務執行役員不動産融資
保証事業本部本部長兼事業開発本部本
部長

取締役常務

執行役員

経営企画本部

本部長
関　口　貢　正 昭和42年６月８日

平成３年４月 ㈱クレディセゾン入社

(注)3 62

平成11年11月当社入社

平成15年２月 ㈱エー・エム・ファンド・マネジメン
ト取締役

平成15年４月 ㈱アトリウム債権回収サービス営業部
長

平成17年５月 ㈱アトリウム債権回収サービス取締役

平成18年５月 当社取締役企画室長

平成19年２月 当社常務取締役経営企画本部本部長

平成19年９月 ㈱エー・エム・ファンド・マネジメン
ト専務取締役

平成20年２月 ※当社取締役常務執行役員経営企画本
部本部長

取締役常務

執行役員

管理本部

本部長
星　野　　　晃 昭和36年11月20日

昭和59年４月 ㈱小田急ハウジング入社

(注)3 　　　10

平成３年６月 ㈱ピサ入社

平成７年11月 ㈱クレディセゾン入社

平成12年１月 当社入社

平成17年６月 当社人事総務部長

平成18年５月 当社取締役人事総務部部長

平成19年２月 ㈱アトリウムH&R取締役

㈱アトリウム建設取締役

平成19年８月 当社取締役人事総務部担当

平成20年２月 ※当社取締役常務執行役員管理本部本

部長

※㈱アトリウム建設取締役

取締役

相談役
－ 林　野　　　宏 昭和17年８月５日

昭和40年４月㈱西武百貨店入社

(注)3 396平成12年６月※㈱クレディセゾン代表取締役社長

平成15年９月※当社取締役相談役

　

EDINET提出書類

株式会社アトリウム(E04043)

有価証券報告書

 43/120



　
役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数
(千株)

常勤監査役 － 鈴　木　俊　治 昭和22年３月22日

昭和44年３月㈱緑屋（現:㈱クレディセゾン）入社

(注)4 49

平成９年11月当社入社

平成15年５月当社取締役商品企画部長

平成16年５月※当社常勤監査役
※㈱アトリウム債権回収サービス監査
役
㈱エー・エム・ファンド・マネジメン
ト監査役

平成17年４月※㈱アトリウム建設監査役

平成19年２月※㈱エー・アイ・シー監査役

監査役 － 田　中　清　隆 昭和19年３月１日

昭和49年４月弁護士登録

(注)4 10

平成７年６月 日本弁護士連合会　民事介入暴力対策
委員会委員長

平成15年４月名古屋弁護士会会長・日本弁護士連合
会副会長

平成17年３月法科大学院認証評価委員

平成17年５月

平成17年６月

※当社監査役
※デリカフーズ㈱監査役

監査役 － 櫻　井　　　勝 昭和20年３月17日

昭和43年４月警察庁入所

(注)4 -

平成９年２月 九州管区警察局長

平成10年３月近畿管区警察局長

平成14年４月日本電気㈱顧問

平成16年４月同社執行役員常務

平成18年４月※同社顧問

平成19年４月※ジェーピーエヌ債権回収㈱監査役

平成19年５月※当社監査役

平成19年６月※㈱クレディセゾン常勤監査役

計 2,159

(注) １　取締役 林野 宏氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２　監査役 田中 清隆氏及び櫻井 勝氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３　取締役の任期は、平成20年５月28日就任後、１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主

総会終結の時までであります。

４  監査役の任期は、就任後、４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時まで

であり、各監査役の任期は、以下の通りであります。

　　　　　鈴　木　俊　治　　　　平成23年２月期に係る定時株主総会終結の時

　　　　　田　中　清　隆　　　　平成21年２月期に係る定時株主総会終結の時

　　　　　櫻　井　　　勝　　　　平成23年２月期に係る定時株主総会終結の時

５　当社では、取締役会の活性化と迅速化を一層図るとともに、「経営を管理監督する機能」と「業務を執行す

る機能」を分離することで、コーポレートガバナンスの強化を図ることを目的として執行役員制度を導入し

ております。

　執行役員は10名であります。うち以下の３名、不動産融資保証事業本部本部長兼事業開発本部本部長　藤田卓

志、経営企画本部本部長　関口貢正、管理本部本部長　星野晃は常務執行役員であり取締役との兼任でございま

す。不動産融資保証事業本部副本部長兼営業開発部部長　阿部泰は常務執行役員、不動産融資保証事業本部管

理担当　小林宏至、不動産流動化事業部事業部長兼支店統括部部長　福岡明彦、新規事業企画担当　上村紀夫、不

動産融資保証事業本部営業統括部部長　平川博司、リスク管理統括部部長兼デューデリジェンス部部長　新野

篤史、戦略投資事業部事業部長　坂井徹　以上６名は執行役員であります。

６　表の※印は現職をあらわしております。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】

　

 (１) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

①　会社の機関の内容                       

     当社は監査役制度を採用しており、取締役会、監査役会および会計監査人の組み合わせによ 

   る機関設計とし、社外取締役および社外監査役を選任して監督体制を整備しております。特別　

　 取締役による取締役会および執行役員の制度を導入して効率的な職務執行に努めるとともに、

   内部統制委員会、コンプライアンス委員会および危機管理委員会の各委員会を柱として内部統

   制システムを整備しております。
　

②　内部統制システムの整備の状況                       

     当社の内部統制システムといたしましては、平成18年５月11日の取締役会において、「内部

　 統制システムの構築に関する基本方針」を次のとおり決議し、この基本方針に基づいて体制の

　 整備を進めております。                       

　　イ．取締役及び使用人の職務の執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

   　　(イ)コンプライアンス体制に係る社内関連規程により、役職員全員が法令・定款及び社会

　　　　　規範等を遵守する。

   　　(ロ)コンプライアンス委員会は、コンプライアンスの指針を審議・立案し、教育・推進す

　　　　　ることを目的とする。

   　　(ハ)同委員会の相談窓口は、コンプライアンス上疑義のある問題の通報について迅速的確

　　　　　に対応する。

 　 ロ．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制                       

　 　　(イ)職務執行・意思決定に係る情報を文書により作成・保存する。                     

   　　(ロ)文書の保存及び管理について、社内関連規程に基づき適切に実施する。 

 　 ハ．損失の危険の管理に関する規程その他の体制                       

   　　(イ)社内関連規程に基づき、危機管理意識の高揚とリスク防止に努める。

   　　(ロ)危機が発生・切迫・察知した場合、速報体制に基づき社内報告し、危機管理委員会設

　　　　　置により、緊急対策・再発防止等の対応を講ずる。

 　 ニ．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　　　 社内関連規程に基づき、業務執行に関する責任と権限を明確にし、組織的能率的運営を図

      る。

    ホ．当社並びにその親会社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための

　　   体制                       

　　   当社グループの業務の適正を確保するために、上記イ～ニをグループ全体に適用する。  

    ヘ．監査役を補助する内部統制システム                       

       (イ)監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に

           関する事項                       

　        監査役の職務を補助するため、監査役事務局を設置し、監査室長が事務局を兼任する。

       (ロ)補助使用人の取締役からの独立性に関する事項                       

          監査役事務局のスタッフの異動・評価については常勤監査役と協議を行う。

　     (ハ)取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する

          体制

          役職員は、会社に著しい損害を及ぼすおそれや事実の発生、役職員の法令・定款違反行

         為や不正行為、その他監査役が報告を求めた事項について、書面もしくは口頭にて常勤

　　　　 監査役へ報告する。

       (ニ)その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制                

         常勤監査役は、経営会議のほか重要な会議に出席することができるとともに,必要に応じ

         て調査・報告を求めることができる。
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   財務報告に係る内部統制システムにつきましては、内部統制室が組織横断的な企画・推進機能 

 を担い、内部統制委員会において重要事項を審議・報告し、各部門・子会社に配置したプロセス

 オーナーが実施責任を負う役割分担によって体制の整備を進めています。なお、当社グループに

 おける財務報告に係る内部統制システムは、平成21年３月から開始されます。

　

③　内部監査及び監査役監査の状況                       

    　当社の内部監査につきましては、室長以下３名で構成する監査室が内部監査を担当し、内部　

　　監査規程及び内部監査実施要領に基づいて、リスク管理及びコンプライアンス等の観点から、

　　当社各部門及び子会社を監査のうえ評価および提言を行い、監査の結果を取締役および監査役

　　に報告いたしております。監査役監査につきましては、監査役会を構成する監査役３名（うち

　　常勤監査役１名、うち社外監査役２名）が、監査役会規則および監査役監査基準に基づいて、

　　取締役の職務の執行状況を監査し、監査役会を通じて情報の共有および協議等を行っておりま

　　す。

 

④　会計監査の状況                       

      当社の会計監査人であったみすず監査法人は、平成19年７月31日をもって解散し会計監査人　

　　を辞任しましたので、監査役会は平成19年８月１日をもって監査法人トーマツを一時会計監査

　　人として選任いたしました。当社は、監査法人トーマツとの間の監査契約において、会社法に　　

　　基づく会計監査および金融商品取引法に基づく会計監査を委嘱しております。業務を執行した

　　公認会計士の氏名は、以下のとおりであります。                       

    なお、継続監査年数につきましては、全員７年以内であります。                       

      指定社員　業務執行社員　公認会計士　平野　　洋                       

      指定社員　業務執行社員　公認会計士　城戸　和弘                       

      指定社員　業務執行社員　公認会計士　石井　哲也                       

　　また、監査業務に係る補助者の構成は、以下のとおりであります。

      公認会計士　７名、会計士補　１名、その他　４名 

 

⑤　内部監査、監査役会監査及び会計監査の相互連係

　　　監査室長が監査役事務局を務め、監査室と監査役は、監査役会の都度情報交換を行うほか、　

　　連係を蜜にしております。また、監査室および監査役会は、監査法人から会計監査の計画、経

　　過および結果の報告をうけるほか、随時に情報交換を行うなど連係を蜜にしております。

 

⑥　社外取締役及び社外監査役との関係                       

   　 当社の社外取締役である取締役相談役林野宏は、株式会社クレディセゾンの代表取締役社長　

　  であります。同社は当社の議決権の38.9％を所有する当社の親会社であります。当社の不動産

    融資保証事業において、当社の保証に基づいて同社が融資を行い、当社は同社から保証料を受

    取る取引を行っております。また、当社は、同社から運転資金を借入れ、同社から設備等のリ

　　ースを受けております。

      当社の社外監査役である監査役田中清隆は、弁護士であり、当社との間で利害関係はありま

    せん。

      当社の社外監査役である監査役櫻井勝は、株式会社クレディセゾンの常勤監査役であり同社

　　と当社の間の資本関係、取引関係等の利害関係は、前掲のとおりであります。

 

(２) リスク管理体制の整備の状況                       

   　社長を委員長、各部門・子会社の責任者を委員とする危機管理委員会を設置し、下記のリスク　

　 案件が発生・切迫・察知した場合には同委員会に速報し、経営陣の指揮の下、状況の調査、対　

　 策の実行、再発防止等の措置を、組織的かつ敏速に講ずる体制としております。 
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　　①不動産物件に関する災害等による被害、業務上の苦情及びこれに準じる重大事件

　　②役職員の事件・事故、個人情報の漏洩、取引先の破綻及びこれに準じる重大事件

　　③その他証券取引所の適時開示事項に該当する発生事実

 

(３) 役員報酬の内容                       

     第29期事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬等の金額は、以下のとおり

   であります。                       

         取締役の報酬等の総額（年間）　224百万円（うち社外取締役 無報酬）

　　　　 監査役の報酬等の総額（年間）   20百万円（うち社外監査役 ９百万円）

 

(４) 監査報酬の内容                       

     第29期事業年度における当社の監査法人に対する報酬等の金額は、以下のとおりであります。

   公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬等                       

　　　   みすず監査法人　  ３百万円                       

         監査法人トーマツ　41百万円                       

       その他の報酬等                       

         監査法人トーマツ　１百万円                       

           「その他の報酬等」は、財務報告に係る内部統制構築のコンサルティング業務の報酬で

　　　　　あります。

　

(５) 特別取締役による取締役会の決議制度の内容                       

     当社は、会社法第373条の規定に従い、重要な財産の処分及び譲受け並びに多額の借財のうち

   あらかじめ定めた上限金額以下の案件についての取締役会決議については、特別取締役による

　 取締役会の決議をもって行うことができる旨を取締役会規則に定め、適切に運用しております。

 

(６) 取締役の定数及び取締役の選解任の決議要件                       

     当社は、取締役を20名以内とする旨、定款に定めております。取締役の選任決議は、議決権を　

　 行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数

　 をもって行う旨、定款に定めております。                       

   　また、取締役の解任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の過半数を有する株

　 主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨、定款に定めております。

 

(７) 株主総会決議事項を取締役会で決議する旨の定款の定め                       

     当社は、会社法第459条第１項各号に定める剰余金の配当等の事項については、経営の成果を　

　 適正に株主に還元できるようにするため、法令に別段の定めがある場合を除き、株主総会の決

　 議によらず、取締役会の決議によって定める旨、定款に定めております。

 

(８) 株主総会の特別決議要件の変更                       

     当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使する

　 ことができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上

   をもって行う旨、定款に定めております。株主総会の特別決議の定足数を緩和することにより 

   株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。
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(９) 取締役等の責任免除に関する定款の定め                      

     当社は、職務の遂行にあたり期待される役割を十分に発揮できるようにするため、会社法第

   426条第１項の規定により、任務を怠ったことによる取締役（取締役であった者を含む）の損

　 害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決議によって免除することができる旨、定款

　 に定めております。

 

 (10) 当社のコーポレートガバナンス体制図                      
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。) に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度(平成18年３月１日から平成19年２月28日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に

基づき、当連結会計年度(平成19年３月１日から平成20年２月29日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。) に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度(平成18年３月１日から平成19年２月28日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、

当事業年度(平成19年３月１日から平成20年２月29日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成

しております。

　

(3) 当社の連結財務諸表及び財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額は、従来、千円単位で記載して

おりましたが、当連結会計年度及び当事業年度より百万円単位で記載することに変更いたしました。

　なお、比較を容易にするため、前連結会計年度及び前事業年度についても百万円単位に組替え表示して

おります。

　

２　監査証明について

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成18年３月１日から平成19年２月28

日まで)及び前事業年度(平成18年３月１日から平成19年２月28日まで)の連結財務諸表及び財務諸表につ

いては、みすず監査法人により監査を受け、また金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結

会計年度(平成19年３月１日から平成20年２月29日まで)及び当事業年度(平成19年３月１日から平成20年

２月29日まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、監査法人トーマツにより監査を受けております。　

なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。

第28期連結会計年度の連結財務諸表及び第28期事業年度の財務諸表 みすず監査法人

第29期連結会計年度の連結財務諸表及び第29期事業年度の財務諸表 監査法人トーマツ
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

　
前連結会計年度
(平成19年２月28日)

当連結会計年度
(平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
（％）

金額(百万円)
構成比
（％）

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　1　現金及び預金 ※2 12,416 15,709

　2　受取手形及び営業未収金 1,064 1,233

　3　たな卸資産 ※2,3 155,731 198,825

　4　求償債権 ― 17,910

　5　繰延税金資産 3,361 4,137

　6　その他 2,304 1,828

　　　貸倒引当金 △355 △585

　　　流動資産合計 174,52295.8 239,05995.4

Ⅱ　固定資産

　1　有形固定資産

　　(1) 建物及び構築物 532 625

　　　　減価償却累計額 △20 511 △89 536

　　(2) 車両及び運搬具 8 26

　　　　減価償却累計額 △3 4 △8 18

　　(3) 工具器具備品 250 349

　　　　減価償却累計額 △69 181 △166 183

　　(4) 土地 98 98

　　　有形固定資産合計 796 0.4 836 0.3

　2　無形固定資産

　　(1) のれん 538 823

　　(2) その他 320 522

　　　無形固定資産合計 858 0.5 1,3460.5

　3　投資その他の資産

　　(1) 投資有価証券 ※1 2,296 6,788

　　(2) 長期貸付金 ― 0

　　(3) 破産債権、再生債権、
　 　　 更生債権その他
　　　 これらに準ずる債権

1,614 ―

　　(4) 繰延税金資産 502 782

　　(5) その他 1,839 1,946

　　　　貸倒引当金 △426 △380

　　　投資その他の資産合計 5,8273.2 9,1373.7

　　　固定資産合計 7,4824.1 11,3204.5

Ⅲ　繰延資産

　 　社債発行費 158 157

　　　繰延資産合計 158 0.1 157 0.1

　　　資産合計 182,163100.0 250,537100.0
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　 前連結会計年度
(平成19年２月28日)

当連結会計年度
(平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
（％）

金額(百万円)
構成比
（％）

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　1　支払手形及び買掛金 1,734 1,342

　2　短期借入金 ※5 38,592 74,363

　3　一年以内返済予定の
　　 長期借入金

※2,5 11,105 27,108

　4　一年以内償還予定の社債 12,220 6,600

　5　未払法人税等 5,042 6,163

　6　繰延税金負債 81 987

　7　賞与引当金 245 299

　8　その他 10,970 13,424

　　　流動負債合計 79,99243.9 130,28952.0

Ⅱ　固定負債

　1　社債 10,710 12,415

　2　長期借入金 ※2,5 47,957 55,003

　3　繰延税金負債 10 10

　4　退職給付引当金 702 472

　5　役員退職慰労引当金 112 150

　6　瑕疵保証引当金 49 124

　7　完成工事補償引当金 20 14

　8　保証債務引当金 76 989

　9　匿名組合出資預り金 2,528 ―

　10 その他 1 0

　　　固定負債合計 62,16934.1 69,18027.6

　　　負債合計 142,16278.0 199,47079.6

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　1　資本金 3,7392.1 3,8881.6

　2　資本剰余金 17,9169.8 18,0657.2

　3　利益剰余金 18,34410.1 28,98411.6

　4　自己株式 △0 △0.0 △0 △0.0

　　　株主資本合計 40,00022.0 50,93720.4

Ⅱ　評価・換算差額等

　 　その他有価証券評価差額金 0 0.0 4 0.0

　　　評価・換算差額等合計 0 0.0 4 0.0

Ⅲ　少数株主持分 ― ― 125 0.0

　　　純資産合計 40,00122.0 51,06720.4

　　　負債純資産合計 182,163100.0 250,537100.0
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② 【連結損益計算書】

　
前連結会計年度

(自　平成18年３月１日
　至　平成19年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成19年３月１日
　至　平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 105,195100.0 121,382100.0

Ⅱ　売上原価 75,88572.1 79,19965.2

　　　売上総利益 29,31027.9 42,18334.8

Ⅲ　販売費及び一般管理費

　1　 販売費 2,360 1,969

　2　 物件管理費及び調査料 1,406 1,578

　3　 役員報酬 280 376

　4　 給与及び賞与 4,056 4,463

　5　 賞与引当金繰入額 300 277

　6　 退職給付費用 113 99

　7　 役員退職慰労引当金
　　　繰入額

42 77

　8　 租税公課 2,642 2,841

　9　 減価償却費 178 207

　10　貸倒引当金繰入額 247 287

　11　保証債務引当金繰入額 ― 913

　12　のれん償却 179 329

　13　その他 1,457 13,26612.6 1,930 15,35212.7

　　　営業利益 16,04315.3 26,83022.1

Ⅳ　営業外収益

　1　 受取利息 8 22

　2　 受取配当金 12 13

　3　 損害保険金収入 2 8

　4　 消費税還付金 6 ―

　5　 生命保険解約返戻金 ― 87

　6　 その他 17 47 0.0 10 142 0.1

Ⅴ　営業外費用

　1　 支払利息 1,748 2,281

　2　 支払手数料 257 254

　3　 社債発行費償却 98 84

　4　 その他 112 2,2162.1 67 2,6872.2

　　　経常利益 13,87413.2 24,28620.0
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　 前連結会計年度
(自　平成18年３月１日
　至　平成19年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成19年３月１日
　至　平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅵ　特別利益

　1　 貸倒引当金戻入額 845 104

　2　 投資有価証券売却益 2 847 0.8 ― 104 0.1

Ⅶ　特別損失

　1　 固定資産除却損 ※1 8 7

　2　 本社移転関連損失 ※3 179 ―

　3　 減損損失 ※2 17 ―

　4　 投資有価証券評価損 164 9

　5　 その他特別損失 ※4 3 374 0.4 ― 17 0.0

　　匿名組合損益分配前税金等
　　調整前当期純利益

14,34713.6 24,37320.1

　　匿名組合損益分配額 1,5311.5 3,2312.7

　　税金等調整前当期純利益 12,81512.1 21,14117.4

　　法人税、住民税及び事業税 7,331 9,892

　　法人税等調整額 △1,601 5,7305.4 △1,140 8,7527.2

　　少数株主損失 1 0.0 31 0.0

　　当期純利益 7,0866.7 12,42110.2
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自　平成18年３月１日　至　平成19年２月28日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年２月28日残高(百万円) 3,000 5,146 12,089 △776 19,460

連結会計年度中の変動額

　新株の発行 739 735 ― ― 1,474

　剰余金の配当 ― ― △728 ― △728

　役員賞与 ― ― △63 ― △63

　当期純利益 ― ― 7,086 ― 7,086

　新規連結による減少 ― ― △39 ― △39

　自己株式の取得 ― ― ― △0 △0

　自己株式の処分 ― 12,035 ― 776 12,811

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

― ― ― ― ―

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

739 12,770 6,254 775 20,540

平成19年２月28日残高(百万円) 3,739 17,916 18,344 △0 40,000

　

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

平成18年２月28日残高(百万円) 0 0 19,460

連結会計年度中の変動額

　新株の発行 ― ― 1,474

　剰余金の配当 ― ― △728

　役員賞与 ― ― △63

　当期純利益 ― ― 7,086

　新規連結による減少 ― ― △39

　自己株式の取得 ― ― △0

　自己株式の処分 ― ― 12,811

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

△0 △0 △0

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

△0 △0 20,540

平成19年２月28日残高(百万円) 0 0 40,001
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当連結会計年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年２月28日残高(百万円) 3,739 17,916 18,344 △0 40,000

連結会計年度中の変動額

　新株の発行 149 148 ― ― 297

　剰余金の配当 ― ― △1,781 ― △1,781

　当期純利益 ― ― 12,421 ― 12,421

　自己株式の取得 ― ― ― △0 △0

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

― ― ― ― ―

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

149 148 10,639 △0 10,936

平成20年２月29日残高(百万円) 3,888 18,065 28,984 △0 50,937

　

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

平成19年２月28日残高(百万円) 0 0 ― 40,001

連結会計年度中の変動額

　新株の発行 ― ― ― 297

　剰余金の配当 ― ― ― △1,781

　当期純利益 ― ― ― 12,421

　自己株式の取得 ― ― ― △0

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

4 4 125 129

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

4 4 125 11,066

平成20年２月29日残高(百万円) 4 4 125 51,067
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

　
前連結会計年度

(自　平成18年３月１日
　至　平成19年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成19年３月１日
　至　平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

　1  税金等調整前当期純利益 12,815 21,141

　2  減価償却費 178 207

　3  繰延資産償却 98 84

　4  貸倒引当金の増減額（△減少） △722 178

　5  退職給付引当金の減少額 △107 △235

　6  その他引当金の増加額 141 1,038

　7  受取利息及び受取配当金 △20 △35

　8  支払利息 1,748 2,281

　9  匿名組合損益分配額 1,531 3,231

　10 減損損失 17 ―

　11 本社移転関連損失 179 ―

　12 投資有価証券の売却益 △2 ―

　13 投資有価証券の評価損 164 9

　14 有形・無形固定資産除却損 8 7

　15 売上債権の減少額 206 57

　16 たな卸資産の増加額 △17,929 △40,144

　17 求償債権の増加額 ― △17,177

　18 仕入債務の増減額（△減少） 327 △414

　19 預り保証金の減少額 △194 △303

　20 のれん償却 179 329

　21 匿名組合等出資金の増加額 ※3 △915 △56

　22 匿名組合出資預り金の払戻による支出 △181 △2,061

　23 役員賞与の支払額 △63 △80

　24 その他 1,417 729

　　　　小計 △1,121 △31,213

　25 利息及び配当金の受取額 19 36

　26 利息の支払額 △1,676 △2,142

　27 匿名組合損益の支払額 △1,210 △3,698

　28 法人税等の支払額 △5,683 △8,764

　　 営業活動によるキャッシュ・フロー △9,672 △45,782
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　 前連結会計年度
(自　平成18年３月１日
　至　平成19年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成19年３月１日
　至　平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　1  定期預金の払戻しによる収入 100 ―

　2  投資有価証券の取得による支出 △541 △4,426

　3  投資有価証券の売却による収入 0 0

　4  固定資産の取得による支出 △631 △402

　5  貸付金の回収による収入 137 1,109

　6  連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得
     による支出

※2 ― △2,322

　7  関係会社株式・出資金の取得による支出 △9 △3

　8  関係会社株式・出資金の売却による収入 14 12

　9  その他 △552 385

　　 投資活動によるキャッシュ・フロー △1,483 △5,646

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　1　短期借入金の純増減額（△減少） △2,220 35,490

　2　コマーシャルペーパーの純増加額 ※4 ― 3,700

　3　長期借入金の借入による収入 18,600 36,400

　4　長期借入金の返済による支出 △19,404 △13,569

　5　社債の発行による収入 8,864 8,915

　6　社債の償還による支出 △6,230 △12,915

　7　自己株式の売却による収入 12,811 ―

　8　自己株式の取得による支出 △0 △0

　9　株式の発行による収入 1,412 267

  10 配当金の支払額 △728 △1,777

  11 その他 300 ―

　　 財務活動によるキャッシュ・フロー 13,406 56,510

Ⅳ　現金及び現金同等物の増加額 2,250 5,081

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高 8,324 10,602

Ⅵ　新規連結による現金及び現金同等物の増加額 27 ―

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 ※1 10,602 15,683
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（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

　

項目
前連結会計年度

(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

1　連結の範囲に関す

る事項

(1) 連結子会社の数　13社

連結子会社名

㈱エー・アイ・シー

(㈲エー・アイ・シーは平成19年２月

14日より㈱エー・アイ・シーに商号変

更しております。）

㈱アトリウム債権回収サービス

㈱エー・エム・ファンド・マネジメント

㈲エー・ダブリュ・ワン

㈲エー・ダブリュ・ツー

㈲エー・ダブリュ・スリー

㈱アトリウム建設

㈲ＰＡＭ・Ｊ

㈱アトリウムＨ＆Ｒ

㈲エー・アール・ホテルズ銀座を営業

者とする匿名組合

㈲エー・アール・ホテルズ江ノ島を営

業者とする匿名組合

㈱アトリウム　リ・ホーム

(㈱六窓社は平成18年６月１日より㈱

アトリウム リ・ホームに商号変更し

ております。)

㈱エー・アール・ジー　　　

なお、㈱アトリウム リ・ホームは、当

連結会計年度において重要性が増加し

たため、㈱エー・アール・ジーは、新規

に設立したため、当連結会計年度より

連結の範囲に含めております。

(1) 連結子会社の数　13社

連結子会社名

㈱エー・アイ・シー

㈱アトリウム債権回収サービス

㈱エー・エム・ファンド・マネジメント

㈲エー・ダブリュ・ツー

㈲エー・ダブリュ・スリー

㈱アトリウム建設

㈲ＰＡＭ・Ｊ

㈱アトリウムＨ＆Ｒ

㈲エー・アール・ホテルズ江ノ島を営

業者とする匿名組合

㈱エー・アール・ジー　　　

コム六本木㈱

㈱ビジュアルリサーチ

クローバーガーデン特定目的会社

なお、コム六本木㈱、㈱ビジュアルリ

サーチは当連結会計年度において株式

を取得したため、クローバーガーデン

特定目的会社は出資したため、当連結

会計年度より連結の範囲に含めており

ます。

一方、前連結会計年度において連結子

会社に含めていた㈲エー・ダブリュ・

ワンは清算したことにより、㈲エー・

アール・ホテルズ銀座を営業者とする

匿名組合は匿名組合契約が終了したこ

とにより、㈱アトリウム　リ・ホームは

㈱アトリウム建設と合併し解散したこ

とにより、それぞれ当連結会計年度よ

り連結子会社から除外しております。

(2) 主要な非連結子会社名

㈲レジオン債権投資

(2) 主要な非連結子会社名

㈲レジオン債権投資

連結の範囲から除いた理由

非連結子会社は、いずれも小規模会社であ

り、合計の総資産、売上高、当期純損益及び

利益剰余金等は、いずれも連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていないためでありま

す。

連結の範囲から除いた理由

同左

2　持分法の適用に関す

る事項

持分法を適用しない主要な非連結子会社名

　㈲レジオン債権投資

持分法を適用しない主要な非連結子会社名

及び関連会社名

　㈲レジオン債権投資

持分法を適用しない理由

持分法非適用会社は、当期純損益及び利益

剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ

全体としても重要性がないため、持分法の

適用から除外しております。

持分法を適用しない理由

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

3　連結子会社の事業年

度等に関する事項

連結子会社のうち、㈲エー・ダブリュ・ワ

ン、㈲エー・ダブリュ・ツー、㈲エー・ダブ

リュ・スリー及び㈲ＰＡＭ・Ｊの決算日は

12月31日であります。

連結財務諸表の作成にあたっては、同日現

在の財務諸表を使用し、連結決算日との間

に生じた重要な取引については、連結上必

要な調整を行っております。

なお、㈱アトリウム リ・ホームは、平成19

年２月期より決算日を12月31日から２月28

日に変更しております。この結果、平成19年

２月期は14ヶ月決算となっております。

連結子会社のうち、㈲エー・ダブリュ・

ツー、㈲エー・ダブリュ・スリー及び㈲Ｐ

ＡＭ・Ｊの決算日は12月31日であります。

連結財務諸表の作成にあたっては、同日現

在の財務諸表を使用し、連結決算日との間

に生じた重要な取引については、連結上必

要な調整を行っております。

なお、コム六本木㈱の決算日は５月31日、ク

ローバーガーデン特定目的会社の決算日は

10月31日であり、連結財務諸表の作成にあ

たっては、連結決算日現在で実施した仮決

算に基づく財務諸表を使用しております。

また、㈱ビジュアルリサーチは、平成20年２

月期より決算日を９月30日から２月29日に

変更しております。この結果、平成20年２月

期は５ヶ月決算となっております。

4　会計処理基準に関す

る事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　①有価証券

　その他有価証券

　・時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価

法によっております。

(評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により

算定しております。)

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　①有価証券

　その他有価証券

　・時価のあるもの

同左

　・時価のないもの

移動平均法に基づく原価法によってお

ります。

なお、投資事業有限責任組合及びそれ

に類する組合への出資(証券取引法第

２条第２項により有価証券とみなされ

るもの)については、組合契約に規定さ

れる決算報告日に応じて入手可能な最

近の決算書を基礎とし、持分相当額を

純額で取り込む方法によっておりま

す。

但し、匿名組合等出資金は、個別法に

よっており、詳細は「(7)②匿名組合等

出資の会計処理」に記載しておりま

す。

　・時価のないもの

移動平均法に基づく原価法によってお

ります。

なお、投資事業有限責任組合及びそれ

に類する組合への出資(金融商品取引

法第２条第２項により有価証券とみな

されるもの)については、組合契約に規

定される決算報告日に応じて入手可能

な最近の決算書を基礎とし、持分相当

額を純額で取り込む方法によっており

ます。

但し、匿名組合等出資金は、個別法に

よっており、詳細は「(7)②匿名組合等

出資の会計処理」に記載しておりま

す。

　②デリバティブ

時価法によっております。

　②デリバティブ

同左

　③たな卸資産

販売用不動産、仕掛販売用不動産、買取

債権及び未成工事支出金は、個別法に

よる原価法によっております。

商品及び原材料は、最終仕入原価法に

よっております。

　③たな卸資産

販売用不動産、仕掛販売用不動産、買取

債権、未成工事支出金及び仕掛品は、個

別法による原価法によっております。

商品及び原材料は、最終仕入原価法に

よっております。
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項目

前連結会計年度

(自　平成18年３月１日

　至　平成19年２月28日)

当連結会計年度

(自　平成19年３月１日

　至　平成20年２月29日)

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　①有形固定資産

建物（建物附属設備を除く）について

は、定額法によっております。

その他の有形固定資産については、定

率法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物　　　　　８年～50年

構築物　　　　　　　20年

車両及び運搬具　　　６年

工具器具備品　５年～８年

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　①有形固定資産

建物（建物附属設備を除く）について

は、定額法によっております。

その他の有形固定資産については、定

率法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物　　　　　８年～50年

構築物　　　　　　　20年

車両及び運搬具　　　６年

工具器具備品　５年～８年

(会計方針の変更）

法人税法の改正((所得税法等の一部を

改正する法律　平成19年３月30日　法律

第６号）及び(法人税法施行令の一部

を改正する政令　平成19年３月30日　政

令第83号))に伴い、平成19年４月１日

以降に取得したものについては、改正

後の法人税法に基づく減価償却方法を

採用しております。

この変更に伴う損益に与える影響は軽

微であります。

　②無形固定資産

定額法によっております。

なお、償却年数については、法人税法に

規定する方法と同一の基準によってお

ります。

但し、ソフトウェア（自社利用）につ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいております。

　②無形固定資産

定額法によっております。

なお、償却年数については、法人税法に

規定する方法と同一の基準によってお

ります。

但し、ソフトウェア（自社利用）につ

いては、社内における利用可能期間

（３年～５年）、ソフトウェア（販売

用）については、販売可能期間（３

年）に基づいております。

　③長期前払費用

均等償却によっております。

　③長期前払費用

同左

(3) 重要な繰延資産の処理方法

　①社債発行費

社債の償還までの期間にわたり定額法

により償却しております。

但し、平成18年２月28日以前に支出し

た社債発行費については、３年間にわ

たり均等償却しております。　

(3) 重要な繰延資産の処理方法

　①社債発行費

同左　

　②株式交付費

支出時に全額費用処理しております。

　②株式交付費

　　同左

(4) 重要な引当金の計上基準

　①貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定債権について

は回収可能性を検討し回収不能見込額

を計上しております。

(4) 重要な引当金の計上基準

　①貸倒引当金

　　同左

EDINET提出書類

株式会社アトリウム(E04043)

有価証券報告書

 60/120



　

項目

前連結会計年度

(自　平成18年３月１日

　至　平成19年２月28日)

当連結会計年度

(自　平成19年３月１日

　至　平成20年２月29日)

　②賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に

充てるため、将来の支給見込額に基づ

き計上しております。

　②賞与引当金

　　同左

　③退職給付引当金

従業員に対する退職給付の支出に備え

るため、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。

過去勤務債務については、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（９年）による按分額を費用

処理しております。

数理計算上の差異については、各期の

発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（９年）による

按分額をそれぞれ発生の翌連結会計年

度より費用処理しております。

　③退職給付引当金

同左

　④役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、役員退職慰労金規程に基づく当連

結会計年度末要支給額を計上しており

ます。

　④役員退職慰労引当金

役員及び執行役員の退職慰労金の支出

に備えるため、役員退職慰労金規程に

基づく当連結会計年度末要支給額を計

上しております。

　(追加情報)

平成20年２月１日の執行役員制度導入

に伴い、執行役員に対する退職慰労金

の当連結会計年度末要支給額を役員退

職慰労引当金に含めて計上しておりま

す。

これに伴う損益に与える影響は軽微で

あります。

  ⑤瑕疵保証引当金

販売用不動産（戸建及び併用住宅）の

引渡後の瑕疵保証による補修費用の支

出に備えるため、過去の実績を基礎に

補修見積額を計上しております。

  ⑤瑕疵保証引当金

販売用不動産の引渡後の瑕疵保証等に

よる補修費用の支出に備えるため、過

去の実績を基礎に補修見積額を計上し

ております。

　⑥完成工事補償引当金

完成工事の瑕疵担保による工事費用の

支出に備えるため、過去の実績を基礎

に補償見積額を計上しております。

　⑥完成工事補償引当金

同左

　⑦保証債務引当金

提携金融機関等が行っている不動産担

保ローンに係る債務保証について将来

発生する危険負担に備えるため、将来

発生すると見込まれる損失見込額を、

実績率等を勘案して計上しておりま

す。

　⑦保証債務引当金

同左
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項目

前連結会計年度

(自　平成18年３月１日

　至　平成19年２月28日)

当連結会計年度

(自　平成19年３月１日

　至　平成20年２月29日)

(5) 重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス

・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

(5) 重要なリース取引の処理方法

同左

(6) 重要なヘッジ会計の方法

　①ヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の要件を満たす取引につい

ては繰延ヘッジ処理によっておりま

す。なお、特例処理の要件を満たす金利

スワップ及び金利キャップについては

特例処理によっております。

(6) 重要なヘッジ会計の方法

　①ヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の要件を満たす取引につい

ては繰延ヘッジ処理によっておりま

す。なお、特例処理の要件を満たす金利

スワップについては特例処理によって

おります。

　②ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段

金利スワップ、金利キャップ

・ヘッジ対象

借入金

　②ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段

金利スワップ

・ヘッジ対象

同左

　③ヘッジ方針

財務活動に係る金利リスクをヘッジす

る目的に限定し、デリバティブ取引を

行っております。なお、デリバティブ取

引の相手先は、格付けの高い金融機関

に限定しております。

　③ヘッジ方針

同左

　④ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動

の累計または相場変動とヘッジ手段の

キャッシュ・フロー変動の累計または

相場変動を半期ごとに比較し、両者の

変動額等を基礎にして、ヘッジ有効性

を評価しております。但し、特例処理に

よっている金利スワップ及び金利

キャップについては、有効性の評価を

省略しております。

　④ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動

の累計または相場変動とヘッジ手段の

キャッシュ・フロー変動の累計または

相場変動を半期ごとに比較し、両者の

変動額等を基礎にして、ヘッジ有効性

を評価しております。但し、特例処理に

よっている金利スワップについては、

有効性の評価を省略しております。

(7) その他連結財務諸表作成のための重要

な事項　

　①消費税等の会計処理

税抜方式を採用しております。

但し、固定資産に係る控除対象外消費

税等は、長期前払消費税等として、投資

その他の資産「その他」に計上し均等

償却しております。

(7) その他連結財務諸表作成のための重要

な事項

  ①消費税等の会計処理

　  同左

　②匿名組合等出資の会計処理

匿名組合等出資については、匿名組合

等の財産の持分相当額を「投資有価証

券」に計上しております。

匿名組合等への出資金払込時に「投資

有価証券」を計上し、匿名組合が獲得

した純損益については、持分相当額を

「売上高」に計上するとともに、同額

を「投資有価証券」に加減し、営業者

からの出資金の払戻については、「投

資有価証券」を減額しております。

　②匿名組合等出資の会計処理

同左
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項目

前連結会計年度

(自　平成18年３月１日

　至　平成19年２月28日)

当連結会計年度

(自　平成19年３月１日

　至　平成20年２月29日)

　③匿名組合出資預り金の会計処理

当社の連結子会社は匿名組合の営業者

としての業務を受託しております。匿

名組合の財産は、営業者に帰属するこ

とから、匿名組合の全ての財産及び損

益は、連結財務諸表に含め、総額にて表

示しております。

匿名組合出資者からの出資金受入れ時

に「匿名組合出資預り金」を計上し、

匿名組合が獲得した純損益の出資者持

分相当額については税金等調整前当期

純利益の直前の「匿名組合損益分配

額」に計上するとともに同額を「匿名

組合出資預り金」に加減し、出資金の

払戻については、「匿名組合出資預り

金」を減額させております。

　③匿名組合出資預り金の会計処理

同左

　④買取債権の会計処理

買取債権の代金回収に際しては、回収

時に回収金額を「売上高」に計上し、

当該回収高に対応する買取債権を「売

上原価」に計上しております。

　④買取債権の会計処理

同左

5　連結子会社の資産及

び負債の評価に関

する事項

連結子会社の資産及び負債の評価について

は、全面時価評価法を採用しております。

同左

6 のれん及び負ののれ

んの償却に関する

事項

のれんは、20年以内のその効果が及ぶ期間

にわたって均等償却しております。但し、重

要性の乏しいものについては、発生年度に

全額償却しております。

同左

7　連結キャッシュ・フ

ロー計算書におけ

る資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資

であります。

同左
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(会計処理の変更)

　
前連結会計年度

(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

（役員賞与に関する会計基準）
役員賞与については、従来は株主総会の決議による利益処
分により、利益剰余金の減少として処理しておりました
が、当連結会計年度から「役員賞与に関する会計基準」
（企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基準
第４号）を適用し、役員賞与の当連結会計年度負担額を未
払金として計上する方法に変更いたしました。
この結果、従来の方法に比べて、営業利益、経常利益及び税
金等調整前当期純利益が80百万円減少しております。

　　　
　　　　　―――――――――――――

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）
（自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準等
の一部改正）

　　　　

当連結会計年度から、「貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月９
日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部
の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準
委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８
号）、改正後の「自己株式及び準備金の額の減少等に関す
る会計基準」（企業会計基準委員会　最終改正平成18年８
月11日　企業会計基準第１号）及び「自己株式及び準備金
の額の減少等に関する会計基準の適用指針」企業会計基
準委員会　最終改正平成18年８月11日　企業会計基準適用
指針第２号）を適用しております。
これによる損益に与える影響はありません。
なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は、
40,001百万円であります。
また、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度に
おける連結財務諸表は、改正後の連結財務諸表規則により
作成しております。
（ストック・オプション等に関する会計基準等）
当連結会計年度から「ストック・オプション等に関する
会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月27日 企
業会計基準第８号）及び「ストック・オプション等に関
する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 最終改
正平成18年５月31日 企業会計基準適用指針第11号）を適
用しております。
これによる損益に与える影響はありません。

　　　　

（繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い）
当連結会計年度から「繰延資産の会計処理に関する当面
の取扱い」（企業会計基準委員会 平成18年８月11日 実
務対応報告第19号）を適用しております。
この適用に伴い、当連結会計年度以降支出した社債発行費
については、社債の償還までの期間にわたり定額法により
償却する方法に変更しております。
この結果、従来の方法に比べて、経常利益及び税金等調整
前当期純利益が28百万円増加しております。
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(表示方法の変更)

　
前連結会計年度

(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

（連結貸借対照表）

当連結会計年度において、「会社法の施行に伴う関係法律

の整備等に関する法律」（平成17年７月26日 法律第87

号）が施行され、旧有限会社法に規定する有限会社に対す

る出資持分が有価証券とみなされることとなったことか

ら、前連結会計年度まで投資その他の資産の「出資金」に

含めて表示しておりました有限会社に対する出資持分は、

当連結会計年度より投資その他の資産の「投資有価証

券」として表示しております。

なお、当連結会計年度末の「投資有価証券」に含めた特例

有限会社に対する出資持分は９百万円であります。

連結財務諸表規則の改正により「営業権」は、当連結会計

年度から「のれん」として表示しております。

（連結貸借対照表）

１　前連結会計年度において、流動資産「その他」に含め

て表示しておりました「求償債権」（前連結会計年度

732百万円）については、資産合計の100分の５を超えた

ため、当連結会計年度より区分掲記しております。

２　前連結会計年度において独立掲記しておりました「破

産債権、再生債権、更生債権その他これらに準ずる債

権」（当連結会計年度514百万円）は、資産合計の100分

の５以下であるため、当連結会計年度においては投資そ

の他の資産「その他」に含めて表示しております。

（連結損益計算書）

連結財務諸表規則の改正により「営業権償却」は、当連結

会計年度から「のれん償却」として表示しております。

（連結損益計算書）

前連結会計年度において、販売費及び一般管理費「貸倒引

当金繰入額」に含めて表示しておりました「保証債務引

当金繰入額」（前連結会計年度76百万円）については、金

額的重要性が増加したため、当連結会計年度より区分掲記

しております。

（連結キャッシュ・フロー計算書）

当連結会計年度において、「会社法の施行に伴う関係法律

の整備等に関する法律」（平成17年７月26日 法律第87

号）が施行され、旧有限会社法に規定する有限会社に対す

る出資持分が有価証券とみなされることとなったことか

ら、前連結会計年度まで投資活動によるキャッシュ・フ

ローの「関係会社出資金の売却による収入」に含めて表

示しておりました有限会社に対する持分の売却は、当連結

会計年度より投資活動によるキャッシュ・フローの「関

係会社株式・出資金の売却による収入」に含めて表示し

ております。

なお、当連結会計年度の「関係会社株式・出資金の売却に

よる収入」に含めた特例有限会社に対する持分の売却額

は９百万円であります。

（連結キャッシュ・フロー計算書）

１　前連結会計年度において、営業活動によるキャッシュ

・フローの「その他」に含めておりました「求償債権

の増加額」は、重要性が増したため、当連結会計年度に

おいて区分掲記することに変更しました。

なお、前連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フ

ローの「その他」に含めておりました「求償債権の増

加額」は394百万であります。

２　前連結会計年度において、財務活動によるキャッシュ

・フローの「その他」に含めておりました「コマー

シャルペーパーの純増加額」は、重要性が増加したた

め、当連結会計年度において区分掲記することに変更し

ました。

なお、前連結会計年度の財務活動によるキャッシュ・フ

ローの「その他」に含めておりました「コマーシャル

ペーパーの純増加額」は300百万であります。

連結財務諸表規則の改正により「営業権償却」は、当連結

会計年度から「のれん償却」として表示しております。
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注記事項

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度
(平成19年２月28日)

当連結会計年度
(平成20年２月29日)

※１　非連結子会社に対するものは、次のとおりでありま

す。

投資有価証券 17百万円

※１　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のと

おりであります。

投資有価証券（株式） 43百万円

投資有価証券（社債） 200百万円

※２　担保資産

このうち長期借入金10,398百万円の担保に供して

いるものは次のとおりであります。

現金及び預金 365百万円

たな卸資産 14,122百万円

※２　　　―――――――――――――

※３　たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。

販売用不動産 111,691百万円

仕掛販売用不動産 23,002百万円

買取債権 20,810百万円

未成工事支出金 213百万円

商品 1百万円

原材料 11百万円

※３　たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。

販売用不動産 127,353百万円

仕掛販売用不動産 41,477百万円

買取債権 29,926百万円

未成工事支出金 0百万円

商品 0百万円

原材料 7百万円

仕掛品 60百万円

  ４　偶発債務

　　 （保証先）

提携金融機関等が行っている
不動産担保ローンに係る顧客

194,094百万円

  ４　偶発債務

　　 （保証先）

提携金融機関等が行っている
不動産担保ローンに係る顧客

170,117百万円

※５　当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うた
め取引銀行９行と当座貸越契約及び貸出コミット
メント契約を締結しております。

　　　当連結会計年度末における当座貸越契約及び貸出コ
ミットメントに係る借入金未実行残高等は次のと
おりであります。

貸出コミットメント等の総額 24,800百万円

借入実行残高 8,711百万円

差引額 16,088百万円

※５　当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うた
め親会社及び取引銀行９行と当座貸越契約及び貸
出コミットメント契約を締結しております。

　　　当連結会計年度末における当座貸越契約及び貸出コ
ミットメントに係る借入金未実行残高等は次のと
おりであります。

貸出コミットメント等の総額 54,300百万円

借入実行残高 24,417百万円

差引額 29,882百万円

　

(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

※１　固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

建物 8百万円

車両及び運搬具 0百万円

工具器具備品 0百万円

　　計 8百万円

※１　固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

建物 4百万円

工具器具備品 0百万円

ソフトウエア 2百万円

　　計 7百万円

※２　減損損失は、大阪市西区の旧支店事務所（土地及び

建物）を販売用不動産に目的を変更したことに伴

い、認識したものであります。

※３　本社移転関連損失は、本社移転計画に伴い認識した

減損損失及び旧本社の原状回復費用等であります。

※２　　　　　―――――――――――――

　

　

※３　　　　　―――――――――――――

 

※４　その他特別損失は、名古屋支店移転時の旧支店事務

所の原状回復費用です。

※４　　　　　―――――――――――――
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成18年３月１日　至　平成19年２月28日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 12,000,000 31,446,000 ─ 43,446,000
　

(変動事由の概要) 

増加数の内訳は、次の通りであります。

ストック・オプションの行使による増加　　7,446,000株

株式分割による増加　　　　　　　　　　 24,000,000株

なお、ストック・オプションの行使による増加は、分割後の株式数で記載しております。

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 1,600,000 35 1,600,000 35
　

(変動事由の概要) 

増加数の内訳は、次の通りであります。

　単元未満株式の買取りによる増加　　　 　 　　35株

減少数の内訳は、次の通りであります。

　単元株式の市場への処分による減少　 　1,600,000株

　

３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成18年５月30日
定時株主総会

普通株式 728 70平成18年２月28日平成18年５月31日

　
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年４月27日
取締役会

普通株式 利益剰余金 1,781 41平成19年２月28日平成19年５月30日
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当連結会計年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 43,446,000 1,325,400 ― 44,771,400
　

(変動事由の概要) 

増加数の内訳は、次の通りであります。

ストック・オプションの行使による増加　 1,325,400株

　

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 35 42 ─ 77
　

(変動事由の概要) 

増加数の内訳は、次の通りであります。

　単元未満株式の買取りによる増加　　 　　　 　42株

　
３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成19年４月27日
取締役会

普通株式 1,781 41平成19年２月28日平成19年５月30日

　
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年４月25日
取締役会

普通株式 利益剰余金 3,133 70平成20年２月29日平成20年５月29日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 12,416百万円

使途制限付信託預金等（注） △1,814百万円

現金及び現金同等物 10,602百万円

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 15,709百万円

預入期間3ヶ月超の定期預金 △20百万円

使途制限付信託預金等（注） △5百万円

現金及び現金同等物 15,683百万円

（注）テナントから預っている敷金保証金の返還

のため留保されている信託預金等

（注）固定資産税等の支払いのため留保されてい

る信託預金等　

※２　　　　―――――――――――――　　 ※２　株式の取得により新たに連結子会社となった会社の

資産及び負債の主な内訳

株式等の取得により以下の会社等を新たに連結し

たことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並

びに株式等の取得価額と取得のための支出（純

額）との関係は次の通りであります。

　（取得会社）

　コム六本木㈱

　㈱ビジュアルリサーチ

　クローバーガーデン特定目的会社

流動資産 3,459百万円

固定資産 262百万円

のれん 788百万円

流動負債 △1,741百万円

固定負債 △106百万円

少数株主持分 △95百万円

株式の取得価額 2,566百万円

連結子会社の現金及び現金同等
物

△244百万円

差引：連結の範囲の変更を伴う
　　　子会社株式の取得による
　　　支出

2,322百万円

※３　匿名組合等出資金は、連結貸借対照表上「投資有価

証券」として計上しております。

※３　同左　

※４　　　　　―――――――――――――　　 ※４　コマーシャルペーパーは、連結貸借対照表上流動負

債「その他」として計上しております。
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(リース取引関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

    もの以外のファイナンス・リース取引

（借主側）

１  リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

    もの以外のファイナンス・リース取引

（借主側）

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

取得価額相当額

(百万円)

減価償却累計額

相当額

　(百万円)

期末残高相当額

(百万円)

工具器具備品 35 19 15

機械及び装置 11 6 4

合計 46 26 20

取得価額相当額

(百万円)

減価償却累計額

相当額

　(百万円)

期末残高相当額

(百万円)

工具器具備品 15 5 10

機械及び装置 11 8 3

合計 27 13 13

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 8百万円

１年超 12百万円

　合計 21百万円

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 5百万円

１年超 9百万円

　合計 14百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 9百万円

減価償却費相当額 8百万円

支払利息相当額 1百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 7百万円

減価償却費相当額 6百万円

支払利息相当額 0百万円

(4) 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

  減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

  法によっております。

(4) 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

　減価償却費相当額の算定方法

同左

  利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を

　利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

　法によっております。

  利息相当額の算定方法

　同左

２  オペレーティング・リース取引　 

（借主側）

　 未経過リース料

２  オペレーティング・リース取引

（借主側）

　 未経過リース料

１年以内 612百万円

１年超 2,729百万円

　合計 3,342百万円

１年以内 667百万円

１年超 2,059百万円

　合計 2,726百万円
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(有価証券関係)

　　１　その他有価証券で時価のあるもの
　

前連結会計年度
（平成19年２月28日）

当連結会計年度
（平成20年２月29日）

取得原価
（百万円）

連結貸借
対照表計上額
（百万円）

差額
（百万円）

取得原価
（百万円）

連結貸借
対照表計上額
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が
取得価額を超えるもの

株式 5 5 0 99 108 8

連結貸借対照表計上額が
取得価額を超えないもの

株式 ― ― ― 5 4 △0

合計 5 5 0 105 113 8

　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

　

前連結会計年度 当連結会計年度

　　（自　平成18年３月１日 　　（自　平成19年３月１日

　　　至　平成19年２月28日） 　　　至　平成20年２月29日）

売却額(百万円) 14 12

売却益の合計額(百万円) 2 ―

　

３　時価評価されていない有価証券

　

その他有価証券

　

内容

前連結会計年度
（平成19年２月28日）

当連結会計年度
（平成20年２月29日）

連結貸借対照表計上額(百万円) 連結貸借対照表計上額(百万円)

(1)非上場株式 976 1,577

(2)優先出資証券 ― 3,500

(3)匿名組合等出資金 1,003 970

(4)投資事業有限責任組合等への出資 295 383

(5)関係会社株式 9 43

(6)関係会社社債 ― 200

(7)その他関係会社への出資 6 ―

合計 2,290 6,675
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(デリバティブ取引関係)

　１　取引の状況に関する事項
前連結会計年度

(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

(1) 取引の内容

利用しているデリバティブ取引は、金利スワップ取引

及び金利キャップ取引であります。

(1) 取引の内容

利用しているデリバティブ取引は、金利スワップ取引

であります。

(2) 取引に対する取組方針

デリバティブ取引は、財務活動に係る将来の金利の変

動によるリスク回避を目的としており、投機的な取引

は行わない方針であります。

(2) 取引に対する取組方針

同左

(3) 取引の利用目的

デリバティブ取引は、借入金利等の将来の金利市場に

おける利率上昇による変動リスクを回避する目的で

利用しており、投機やトレーディングを目的としたも

のではありません。

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っ

ております。

(3) 取引の利用目的

同左

①ヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の要件を満たす取引については繰延ヘッ

ジ処理によっております。なお、特例処理の要件を満

たす金利スワップ及び金利キャップについては特例

処理によっております。

①ヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の要件を満たす取引については繰延ヘッ

ジ処理によっております。なお、特例処理の要件を満

たす金利スワップについては特例処理によっており

ます。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段

　金利スワップ、金利キャップ

・ヘッジ対象

　借入金

②ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段

　金利スワップ

・ヘッジ対象

　同左

③ヘッジ方針

財務活動に係る金利リスクをヘッジする目的に限定

し、デリバティブ取引を行っております。なお、デリバ

ティブ取引の相手先は、格付けの高い金融機関に限定

しております。

③ヘッジ方針

同左

④ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計または

相場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の

累計または相場変動を半期ごとに比較し、両者の変動

額等を基礎にして、ヘッジ有効性を評価しておりま

す。但し、特例処理によっている金利スワップ及び金

利キャップについては、有効性の評価を省略しており

ます。

④ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計または

相場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の

累計または相場変動を半期ごとに比較し、両者の変動

額等を基礎にして、ヘッジ有効性を評価しておりま

す。但し、特例処理によっている金利スワップについ

ては、有効性の評価を省略しております。

(4) 取引に関するリスクの内容

金利スワップ取引等については、金利市場の変動によ

るリスクを有しております。なお、これらの取引の契

約先は信用度の高い金融機関に限っているため、相手

先の契約不履行によるリスクはほとんどないと判断

しております。

(4) 取引に関するリスクの内容

金利スワップ取引については、金利市場の変動による

リスクを有しております。なお、これらの取引の契約

先は信用度の高い金融機関に限っているため、相手先

の契約不履行によるリスクはほとんどないと判断し

ております。

(5) 取引に係るリスク管理体制

デリバティブ取引については、「資金調達及び決済に

関する市場リスク管理規程」に基づき実施しており

ます。

(5) 取引に係るリスク管理体制

同左
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２　取引の時価等に関する事項

前連結会計年度末（平成19年２月28日現在）

金利スワップ取引等を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用しておりますので記載を省略

しております。

当連結会計年度末（平成20年２月29日現在）

金利スワップ取引を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用しておりますので記載を省略し

ております。
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(退職給付関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

(1) 採用している退職給付制度の概要

当社グループは、確定給付型の退職金給付制度として

のキャッシュバランスプランと将来分の一部として

の確定拠出企業年金制度及び退職金前払制度（選択

制）を設けております。

(1) 採用している退職給付制度の概要

当社グループは、確定給付型の退職金給付制度として

のキャッシュバランスプランと将来分の一部として

の確定拠出企業年金制度及び退職金前払制度（選択

制）と退職金規程に基づく退職一時金制度を採用し

ております。

(2) 退職給付債務に関する事項

①退職給付債務 △1,110百万円

②年金資産 443百万円

③未積立退職債務(①+②) △667百万円

④未認識数理計算上の差異 254百万円

⑤未認識過去勤務債務(債務の減額) △290百万円

⑥退職給付引当金(③+④+⑤) △702百万円

(2) 退職給付債務に関する事項

①退職給付債務 △897百万円

②年金資産 432百万円

③未積立退職債務(①+②) △465百万円

④未認識数理計算上の差異 235百万円

⑤未認識過去勤務債務(債務の減額) △243百万円

⑥退職給付引当金(③+④+⑤) △472百万円

（注） 一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡

便法を採用しております。

(3) 退職給付費用に関する事項

①勤務費用 70百万円

②利息費用 21百万円

③期待運用収益 △11百万円

④数理計算上の差異の費用処理額 56百万円

⑤過去勤務債務の費用処理額(注)１ △47百万円

⑥退職給付費用(①+②+③+④+⑤) 89百万円

⑦その他(注)２ 23百万円

　　計 113百万円

(3) 退職給付費用に関する事項

①勤務費用(注)３ 59百万円

②利息費用 21百万円

③期待運用収益 △17百万円

④数理計算上の差異の費用処理額 57百万円

⑤過去勤務債務の費用処理額(注)１ △47百万円

⑥退職給付費用(①+②+③+④+⑤) 73百万円

⑦その他(注)２ 26百万円

　　計 99百万円

（注）１　「（2）退職給付債務に関する事項」に記載

の過去勤務債務に係る当期の費用処理額で

あります。

２　「⑦その他」は、確定拠出年金への掛金支払

額であります。

（注）１　同左

２　同左

 

３  簡便法を採用しております連結子会社の退

職給付費用は、「①勤務費用」に計上してお

ります。

(4) 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①退職給付見込額の

　期間配分方法

勤務期間定額基準

②割引率 2.0％

③期待運用収益率 3.5％

④過去勤務債務の額の

　処理年数

９年(発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一

定の年数による定額法)

⑤数理計算上の差異の

　処理年数

９年(発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一

定の年数による定額法に

より、翌連結会計年度から

費用処理することとして

おります。)

(4) 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①退職給付見込額の

　期間配分方法

同左

 

②割引率 同左

③期待運用収益率 4.0％

④過去勤務債務の額の

　処理年数

同左

 

⑤数理計算上の差異の

　処理年数

同左

次へ

EDINET提出書類

株式会社アトリウム(E04043)

有価証券報告書

 74/120



(ストック・オプション等関係)

前連結会計年度(自　平成18年３月１日　至　平成19年２月28日)

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

会社名 提出会社 提出会社

決議年月日 平成15年12月16日 平成16年９月13日

付与対象者の区分及び人数(名)

当社役員　　　　　　　　　13名
当社従業員　　　　　　 　264名
子会社の取締役　　　　　　 3名
当社外部の取引先　　　　　26名
当社外部の取引先個人　　　 1名
 

当社役員　　　　　　　　　11名
当社従業員　　　　　　 　335名
子会社の取締役　　　　　　 3名
当社外部の取引先　　　　　11名
当社のアドバイザリースタッフ
　　　　　　　　　　個人　11名

株式の種類及び付与数(株)　(注) 普通株式　　5,306,400株 普通株式　　3,820,200株

付与日 平成16年１月16日 平成16年12月17日

権利確定条件 権利確定条件は付されておりません 権利確定条件は付されておりません

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません 対象勤務期間の定めはありません

権利行使期間
平成17年12月17日
～平成20年12月16日

平成18年９月14日
～平成21年９月13日

　(注)　分割後の株式数に換算して記載しております。
　

(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数に

ついては、分割後の株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

会社名 提出会社 提出会社

決議年月日 平成15年12月16日 平成16年９月13日

権利確定前

　期首(株) ― 3,755,400

　付与(株) ― ―

　失効(株) ― 28,200

　権利確定(株) ― 3,727,200

　未確定残(株) ― ―

権利確定後

　期首(株) 5,169,600 ―

　権利確定(株) ― 3,727,200

　権利行使(株) 4,664,400 2,781,600

　失効(株) 15,600 ―

　未行使残(株) 489,600 945,600

　
②　単価情報

会社名 提出会社 提出会社

決議年月日 平成15年12月16日 平成16年９月13日

権利行使価格(円) 162 259

行使時平均株価(円) 3,836 3,541

付与日における公正な
評価単価（円）

― ―
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当連結会計年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

会社名 提出会社 提出会社

決議年月日 平成15年12月16日 平成16年９月13日

付与対象者の区分及び人数(名)

当社役員　　　　　　　　　13名
当社従業員　　　　　　 　264名
子会社の取締役　　　　　　 3名
当社外部の取引先　　　　　26名
当社外部の取引先個人　　　 1名
 

当社役員　　　　　　　　　11名
当社従業員　　　　　　 　335名
子会社の取締役　　　　　　 3名
当社外部の取引先　　　　　11名
当社のアドバイザリースタッフ
　　　　　　　　　　個人　11名

株式の種類及び付与数(株)　(注) 普通株式　　5,306,400株 普通株式　　3,820,200株

付与日 平成16年１月16日 平成16年12月17日

権利確定条件 権利確定条件は付されておりません 権利確定条件は付されておりません

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません 対象勤務期間の定めはありません

権利行使期間
平成17年12月17日
～平成20年12月16日

平成18年９月14日
～平成21年９月13日

　(注)　分割後の株式数に換算して記載しております。
　

(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数に

ついては、分割後の株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

会社名 提出会社 提出会社

決議年月日 平成15年12月16日 平成16年９月13日

権利確定前

　期首(株) ― ―

　付与(株) ― ―

　失効(株) ― ―

　権利確定(株) ― ―

　未確定残(株) ― ―

権利確定後

　期首(株) 489,600 945,600

　権利確定(株) ― ―

　権利行使(株) 474,600 850,800

　失効(株) ― ―

　未行使残(株) 15,000 94,800

　
②　単価情報

会社名 提出会社 提出会社

決議年月日 平成15年12月16日 平成16年９月13日

権利行使価格(円) 162 259

行使時平均株価(円) 2,195 2,549

付与日における公正な
評価単価（円）

― ―
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(税効果会計関係)

　
前連結会計年度
(平成19年２月28日)

当連結会計年度
(平成20年２月29日)

１  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

（繰延税金資産）

販売用不動産 2,445百万円

貸倒引当金 369百万円

未払事業税 399百万円

退職給付引当金 286百万円

未実現利益の消去 125百万円

その他の引当金 206百万円

繰越欠損金 715百万円

その他 244百万円

繰延税金資産 4,794百万円

評価性引当額 △929百万円

繰延税金資産合計 3,864百万円

（繰延税金負債）

特別償却準備金 △0百万円

その他有価証券評価差額金 △0百万円

販売用不動産 △10百万円

連結決算日までの重要な取引に関
わる調整

△81百万円

繰延税金負債合計 △93百万円

繰延税金資産の純額 3,771百万円

１  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

（繰延税金資産）

販売用不動産 3,019百万円

貸倒引当金 482百万円

未払事業税 488百万円

退職給付引当金 179百万円

保証債務引当金 402百万円

未実現利益の消去 145百万円

その他の引当金 240百万円

繰越欠損金 404百万円

その他 339百万円

繰延税金資産 5,702百万円

評価性引当額 △744百万円

繰延税金資産合計 4,958百万円

（繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金 △3百万円

販売用不動産 △1,010百万円

その他 △23百万円

繰延税金負債合計 △1,037百万円

繰延税金資産の純額 3,921百万円

２  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.70%

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.22%

住民税均等割 0.09%

評価性引当額の増減 3.40%

その他 0.30%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.71%

２  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率と税効果適用後の法人税等の負担率と

の間の差異が法定実効税率の100分の５以下であるた

め、記載を省略しております。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成18年３月１日　至　平成19年２月28日)

　
不動産
流動化
事業
(百万円)

サービサー
事業
(百万円)

不動産
ファンド
事業
(百万円)

不動産
融資保証
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

1　売上高及び
　 営業損益

　 売上高

(1)外部顧客に
   対する売上高

63,84626,278 8,001 7,068105,195 － 105,195

(2)セグメント間の
　 内部売上高又は
　 振替高

1,337 18 27 － 1,383(1,383) －

計 65,18426,296 8,029 7,068106,578(1,383)105,195

　 営業費用 58,94223,225 4,816 1,307 88,291 860 89,152

　 営業利益 6,241 3,071 3,212 5,760 18,287(2,243)16,043

2　資産、減価償却費
　 及び資本的支出

　 資産 120,26140,535 9,174 1,583171,55410,608182,163

　 減価償却費 97 18 0 34 151 27 178

　 資本的支出 381 85 14 131 612 99 711

　

当連結会計年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

　
不動産
流動化
事業
(百万円)

サービサー
事業
(百万円)

不動産
ファンド
事業
(百万円)

不動産
融資保証
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

1　売上高及び
　 営業損益

　 売上高

(1)外部顧客に
   対する売上高

73,43625,43711,56210,946121,382 － 121,382

(2)セグメント間の
　 内部売上高又は
　 振替高

1,109 3,039 0 － 4,149(4,149) －

計 74,54528,47711,56210,946125,532(4,149)121,382

　 営業費用 66,17722,738 5,000 2,710 96,627(2,075)94,552

　 営業利益 8,367 5,739 6,562 8,235 28,904(2,073)26,830

2　資産、減価償却費
　 及び資本的支出

　 資産 155,44852,944 6,542 19,122234,05816,479250,537

　 減価償却費 109 26 3 31 170 36 207

　 資本的支出 167 20 3 63 255 72 327
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(注) １　事業区分は、事業の内容を勘案して区分しております。

２　各区分に属する主要な事業内容

主要な事業内容

不動産流動化事業 中古不動産の売買、開発再生型収益不動産の保有及び売買

サービサー事業 債権の買取、管理及び回収等

不動産ファンド事業
不動産ファンドに対する出資、アセットマネジメント業務、収益不動産の保有及
び売買を目的とした不動産ファンドの運営

不動産融資保証事業 不動産担保融資の債務保証

３　前連結会計年度及び当連結会計年度における営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用

の金額は2,074百万円及び1,935百万円であり、その主なものは、当社の本社管理部門に係る費用であります。

４　前連結会計年度及び当連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は

11,881百万円及び18,831百万円であり、その主なものは、当社の余資運用資金、長期投資資金（投資有価証

券）及び管理部門に係る資産等であります。

５　連結子会社の一部は、匿名組合の営業者としての業務を受託しております。匿名組合の財産は、営業者に

帰属するため、当該匿名組合にかかわる、売上高、営業費用、総資産は、連結財務諸表に含めて表示され、匿名組

合員への損益の分配は、匿名組合損益分配前税金等調整前当期純利益より控除し、控除後の金額を

税金等調整前当期純利益として表示しております。なお、前連結会計年度及び当連結会計年度における事

業の種類別セグメント別の匿名組合損益分配額は以下のとおりであります。

　

前連結会計年度(自　平成18年３月１日　至　平成19年２月28日)

　

不動産
流動化事業
(百万円)

サービサー
事業
(百万円)

不動産
ファンド
事業
(百万円)

不動産
融資保証
事業

（百万円）

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

匿名組合損益分配額 － － 1,531 － 1,531 － 1,531

　

当連結会計年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

　

不動産
流動化事業
(百万円)

サービサー
事業
(百万円)

不動産
ファンド
事業
(百万円)

不動産
融資保証
事業

（百万円）

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

匿名組合損益分配額 － － 3,231 － 3,231 － 3,231

　

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自平成18年３月１日　至　平成19年２月28日)及び当連結会計年度(自平成19年３月

１日　至　平成20年２月29日)において、当社グループは、本邦以外の国または地域に所在する連結子会

社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

　

【海外売上高】

前連結会計年度(自平成18年３月１日　至　平成19年２月28日)及び当連結会計年度(自平成19年３月

１日　至　平成20年２月29日)において、当社グループは、海外売上高が、連結売上高の10％未満であるた

め、記載を省略しております。
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【関連当事者との取引】

前連結会計年度(自　平成18年３月１日　至　平成19年２月28日)

(1)　役員及び個人主要株主等

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及びそ
の近親者

髙橋優 　― ―
当社代表取締
役社長の親族

― ― ―
不動産の販
売(注)２

― 前受金 7

役員及びそ
の近親者

塚本勉 　― ―
当社代表取締
役専務

（被所有）

直接

0.2

― ―
不動産の販
売(注)２

137 ― ―

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注) １  取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２　不動産の販売価格につきましては、一般取引条件と同様に市場価格を参考に決定しております。

　

当連結会計年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

(1)　親会社及び法人主要株主等

属性 住所

議決権等

関係内容

取引の内容 科目

会社等 資本金 事業の内容 の所有 取引金額 期末残高

の名称 (百万円) 又は職業 (被所有) (百万円) (百万円)

割合 役員の 事業上

(％) 兼任等 の関係

親会社
㈱クレディ

セゾン

東京都
豊島区

75,671 
信販及び

金融業

（被所有） 不動産担保

融資貸付先

の保証及び

設備のリー

ス(注）３

資金の借入

(注）２
35,441

関係会社

短期借入金 35,441直接38.9兼任

（被所有） 2人 利息及び金融

手数料の支払
100未払費用 4間接2.9

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注) １  取引金額には消費税等は含まれておりません。

　　 ２  金利その他の取引条件は、市場金利等を勘案して条件を決定しております。

　　 ３  期末の融資保証残高は、153,890百万円であります。

　

(2)　役員及び個人主要株主等

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及びそ
の近親者

髙橋優 　― ―
当社代表取締
役社長の親族

― ― ―
不動産の販
売(注)２

70 ― ―

役員及びそ
の近親者

星野晃 　― ― 当社取締役

（被所有）

直接

0.0

― ―
不動産の仕
入(注)２

17 ― ―

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注) １  取引金額には消費税等は含まれておりません。

２　不動産の販売価格につきましては、一般取引条件と同様に市場価格を参考に決定しております。
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(１株当たり情報)

　
前連結会計年度

(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

１株当たり純資産額 920円71銭

１株当たり当期純利益 177円61銭

１株当たり純資産額 1,137円83銭

１株当たり当期純利益 282円84銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益　　　 161円39銭

当社は、平成18年９月１日付で株式１株につき３株の分

割を行っております。

なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合

の前連結会計年度における１株当たり情報については、

以下のとおりとなります。

１株当たり純資産額　　　　　　　　 　 　621円68銭

１株当たり当期純利益　 　　　　 　　　　139円20銭

なお、前連結会計年度末における潜在株式調整後１株当

たり当期純利益については、新株予約権の残高がありま

したが、前連結会計年度末における当社株式は非上場で

あり、期中平均株価が把握できないため記載しておりま

せん。

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   　  277円19銭

(注)　算定上の基礎

　　１　１株当たり純資産額　

項目
前連結会計年度
(平成19年２月28日)

当連結会計年度
(平成20年２月29日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額(百万円) 40,001 51,067

普通株式に係る純資産額(百万円) 40,001 50,942

差額の主な内訳(百万円)

　少数株主持分 ― 125

普通株式の発行済株式数(株) 43,446,000 44,771,400

普通株式の自己株式数(株) 35 77

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株
式の数(株)

43,445,965 44,771,323

　　２　１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益

項目
前連結会計年度

(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

連結損益計算書上の当期純利益(百万円) 7,086 12,421

普通株式に係る当期純利益(百万円) 7,086 12,421

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ─

普通株式の期中平均株式数(株) 39,900,755 43,915,708

当期純利益調整額(百万円) ― ─

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に
用いられた普通株式増加数の主要な内訳(株)

　新株予約権 4,009,186 895,517

普通株式増加数(株) 4,009,186 895,517

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の算定に含まれなかった潜

在株式の概要

　　　　　― 　　　　　―
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(重要な後発事象)
　

前連結会計年度
(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

　　　　　　　――――――――――― １．株式取得による会社等の買収

(1)概要及び目的

有限会社グランデ・トラスト・ナインは、不動産の売買
・賃貸・仲介及び管理を行っており、当該株式を取得し
連結子会社化することで、同社が保有する不動産を取得
することを目的としております。

(2)株式取得の相手会社の名称

株式会社セント・グランデ

(3)買収する会社の名称等

 ① 名称 有限会社グランデ・トラスト・ナイン

 ② 事業の内容 不動産の売買・賃貸・仲介及び管理

 ③ 概要 （平成19年６月現在）

売上高 47百万円

経常利益 4百万円

当期純利益 0百万円

総資産 19,072百万円

純資産 2百万円

(4)株式取得の
時期

平成20年４月25日

(5)取得する株式数、取得価額及び取得後の持分比率

 ① 取得株式数 60株

 ② 取得価額 1,078百万円

 ③ 取得後の
持分比率

100％

(6)購入資金の調達方法

全額自己資金で賄います。

２．重要な子会社等の株式の売却
(1)概要及び目的

賃貸住宅分野において、滞納家賃保証を核として不動産
管理会社向けの業務支援サービスの拡充を企図する株
式会社リプラスと平成20年５月９日において業務提携
の基本合意書を締結し、両社が補完できる事業領域及び
得意とする事業分野での協業を図っていく予定であり、
その一環として当社の連結子会社である株式会社ビ
ジュアルリサーチの当社所有株式について譲渡するこ
とといたしました。

(2)株式売却の相手会社の名称
株式会社リプラス

(3)売却する会社の名称等
 ① 名称 株式会社ビジュアルリサーチ
 ② 事業の内容 家賃立替サービス事業、不動産賃貸物件

のかかる業務管理システムの開発・販
売・保守事業、WEB関連事業、ＡＳＰ関連
事業

 ③ 概要 （平成20年２月現在）
売上高 440百万円
経常利益 △120百万円
当期純利益 △120百万円
総資産 651百万円
純資産 451百万円

(4)株式売却の
時期

平成20年７月１日（予定）

(5)売却する株式数、売却価額及び売却後の持分比率
 ① 売却する株

式数
4,632株

 ② 売却価額 579百万円
 ③ 売却後の持

分比率
―
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率
(％)

担保 償還期限

㈱アトリウム 第１回無担保社債
平成14年
９月27日

1,000 ― 1.693無担保社債
平成19年
９月27日

〃 第２回無担保社債
平成14年
９月27日

3,000 ― 0.57無担保社債
平成19年
９月27日

〃 第４回無担保社債
平成15年
４月15日

600
200

(　　200)
0.42無担保社債

平成20年
４月15日

〃 第７回無担保社債
平成16年
３月12日

4,000 ― 0.72無担保社債
平成19年
３月12日

〃 第８回無担保社債
平成16年
３月25日

60 ― 0.50無担保社債
平成19年
３月23日

〃 第９回無担保社債
平成17年
８月25日

150
50

( 　　50)
0.44無担保社債

平成20年
８月25日

〃 第10回無担保社債
平成17年
８月30日

2,450
1,750
(　　700)

1.07無担保社債
平成22年
８月31日

〃 第11回無担保社債
平成18年
１月31日

3,200
1,600
(　1,600)

0.94無担保社債
平成21年
１月31日

〃 第12回無担保社債
平成18年
３月31日

1,670
1,010
(　　660)

1.19無担保社債
平成21年
３月31日

〃 第13回無担保社債
平成18年
７月４日

500 500 1.30無担保社債
平成21年
６月30日

〃 第14回無担保社債
平成18年
７月27日

1,800
1,400
(　　400)

1.443無担保社債
平成23年
７月27日

〃 第15回無担保社債
平成18年
９月29日

1,500
1,200
(　　600)

1.27無担保社債
平成21年
９月30日

〃 第16回無担保社債
平成19年
２月26日

3,000 3,0001.58無担保社債
平成24年
２月24日

〃 第17回無担保社債
平成19年
３月30日

―
1,000
(　　400)

1.45無担保社債
平成22年
３月31日

〃 第18回無担保社債
平成19年
７月25日

―
2,505
(　　990)

1.28無担保社債
平成22年
７月23日

〃 第19回無担保社債
平成19年
８月27日

―
1,800
(　　400)

1.63無担保社債
平成24年
８月27日

〃 第20回無担保社債
平成19年
９月21日

―
3,000
(　　600)

1.24無担保社債
平成24年
９月21日

合計 ― ― 22,930
19,015
(　6,600)

― ― ―

(注) １　「当期末残高」欄の（内書）は、分割償還による１年以内の償還予定金額であります。

２　連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額の総額

　
１年以内
(百万円)

１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

6,600 4,940 2,475 4,200 800
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【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 38,592 74,363 1.7 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 11,105 27,108 1.9 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

47,957 55,003 1.9
平成21年４月21日

～平成24年12月25日

その他の有利子負債
コマーシャルペーパー
（１年以内）

300 4,000 1.2 ―

合計 97,956 160,475 ― ―

(注) １　「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額の総額

　
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

25,285 18,270 8,237 3,210

　

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】
　
　

前事業年度
(平成19年２月28日)

当事業年度
(平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　1　現金及び預金 6,527 12,468

　2　営業未収金 714 918

　3　販売用不動産 54,474 69,211

　4　仕掛販売用不動産 7,869 17,510

　5　前渡金 138 64

　6　求償債権 ― 17,910

　7　前払費用 479 487

　8　繰延税金資産 1,105 1,827

　9　未収収益 134 181

　10 関係会社短期貸付金 68,745 84,236

　11 未収入金 1,077 265

　12 入札保証金 130 52

　13 その他 41 36

　　 貸倒引当金 △143 △425

　　 流動資産合計 141,29492.6 204,74589.2

Ⅱ　固定資産

　1　有形固定資産

　　(1) 建物 539 607

　　　　減価償却累計額 △17 521 △68 538

　　(2) 構築物 37 39

　　　　減価償却累計額 △0 36 △4 35

　　(3) 車両及び運搬具 7 26

　　　　減価償却累計額 △3 4 △8 18

　　(4) 工具器具備品 254 281

　　　　減価償却累計額 △49 205 △110 171

　　(5) 土地 27 27

　　　有形固定資産合計 795 0.5 791 0.3

　2　無形固定資産

　　(1) ソフトウェア 236 250

　　(2) その他 11 39

　　　無形固定資産合計 248 0.2 289 0.1
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　 前事業年度
(平成19年２月28日)

当事業年度
(平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

　3　投資その他の資産

　　(1) 投資有価証券 1,421 5,714

　　(2) 関係会社株式 ※1 1,115 3,781

　　(3) 関係会社社債 ― 200

　　(4) その他の関係会社
　　　　有価証券

※2 4,223 12,411

　　(5) 関係会社長期貸付金 808 ―

　　(6) 破産債権、再生債権、
　　　　更生債権その他
　　　　これらに準ずる債権

1,354 ―

　　(7) 破産更生債権等 ― 252

    (8) 長期前払費用 248 237

    (9) 差入保証金 774 480

　  (10) 繰延税金資産 604 893

　  (11) その他 119 0

　　　投資損失引当金 △381 △304

　　　貸倒引当金 △167 △127

　　　投資その他の資産合計 10,1216.6 23,54110.3

　　　固定資産合計 11,1657.3 24,62210.7

Ⅲ　繰延資産

　　 社債発行費 158 157

　　　繰延資産合計 158 0.1 157 0.1

　　　資産合計 152,617100.0 229,525100.0
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　 前事業年度
(平成19年２月28日)

当事業年度
(平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　1　買掛金 416 68

　2　関係会社買掛金 247 179

　3　短期借入金 ※3 31,092 38,891

　4　関係会社短期借入金 ※3 ― 36,741

　5　一年以内返済予定の
　　 長期借入金

※3 8,207 27,108

　6　一年以内償還予定の社債 12,220 6,600

　7　コマーシャルペーパー ― 4,000

　8　未払金 1,030 667

　9　未払費用 422 542

　10 未払法人税等 2,400 3,965

　11 前受金 519 400

　12 預り保証金 1,625 1,380

　13 賞与引当金 140 163

　14 その他 451 155

　 　流動負債合計 58,77338.5 120,86252.6

Ⅱ　固定負債

　1　社債 10,710 12,415

　2　長期借入金 ※3 47,957 55,003

　3　退職給付引当金 552 350

　4　役員退職慰労引当金 84 127

　5　瑕疵保証引当金 49 124

  6  保証債務引当金 76 989

　　 固定負債合計 59,43039.0 69,00830.1

　　 負債合計 118,20477.5 189,87182.7
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　 前事業年度
(平成19年２月28日)

当事業年度
(平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　1　資本金 3,739 3,888

　2　資本剰余金

　　(1) 資本準備金 736 885

　　(2) その他資本剰余金 17,180 17,180

　　　　資本剰余金合計 17,916 18,065

　3　利益剰余金

　　(1) 利益準備金 208 208

　　(2) その他利益剰余金

　　　　特別償却準備金 0 ―

　　　　別途積立金 7,800 10,300

　　　　繰越利益剰余金 4,747 7,186

　　　　利益剰余金合計 12,757 17,695

　4　自己株式 △0 △0

　　 株主資本合計 34,41322.5 39,64817.3

Ⅱ　評価・換算差額等

　 　その他有価証券
　　 評価差額金

0 4

　　 評価・換算差額等合計 0 0.0 4 0.0

　　 純資産合計 34,41322.5 39,65317.3

　　 負債純資産合計 152,617100.0 229,525100.0
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② 【損益計算書】

　
前事業年度

(自　平成18年３月１日
　至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
　至　平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高

　1　不動産事業売上 ※1 40,370 41,157

　2　融資保証事業収入 ※1 7,068 47,439100.0 10,946 52,103100.0

Ⅱ　売上原価 31,58866.6 30,60258.7

　　　売上総利益 15,85033.4 21,50141.3

Ⅲ　販売費及び一般管理費

　1　販売費 1,787 1,010

　2　物件管理費及び調査料 855 991

　3　役員報酬 133 175

　4　役員賞与 69 78

　5　給与及び賞与 2,955 3,015

　6　賞与引当金繰入額 140 163

　7　退職給付費用 32 4

　8　役員退職慰労引当金
　 　繰入額

26 56

　9　租税公課 1,419 1,355

　10 減価償却費 144 194

　11 貸倒引当金繰入額 143 283

　12 貸倒損失 ― 0

　13 保証債務引当金繰入額 76 913

　14 施設費 228 627

　15 支払手数料 328 634

　16 その他 485 8,82618.6 468 9,97319.2

　　　営業利益 7,02414.8 11,52822.1
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　 前事業年度
(自　平成18年３月１日
　至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
　至　平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅳ　営業外収益

　1　受取利息 ※1 1,576 2,262

　2　有価証券利息 ― 0

　3　受取配当金 12 13

　4　業務代行手数料 101 58

　5　その他 7 1,6973.6 93 2,4284.7

Ⅴ　営業外費用

　1　支払利息 1,181 1,872

　2　社債利息 254 338

　3　支払手数料 257 252

　4　社債発行費償却 92 84

　5　その他 73 1,8593.9 42 2,5905.0

　　　経常利益 6,86114.5 11,36621.8

Ⅵ　特別利益

　1　貸倒引当金戻入額 795 39

　2　投資損失引当金戻入額 ― 795 1.7 77 116 0.2

Ⅶ　特別損失

　1　固定資産除却損 ※2 5 4

  2  減損損失 ※3 17 ―

　3　本社移転関連損失 ※4 127 ―

　4　投資有価証券評価損 164 9

　5　その他特別損失 ※5 3 318 0.7 ― 13 0.0

　　 税引前当期純利益 7,33915.5 11,46822.0

　　 法人税、住民税及び
     事業税

3,675 5,762

　　 法人税等調整額 △652 3,0226.4 △1,013 4,7499.1

　　 当期純利益 4,3169.1 6,71912.9

　

売上原価明細書

　
前事業年度

(自　平成18年３月１日
　至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
　至　平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

土地建物取得費 25,10779.5 26,96888.1

土地建物付帯費 6,38220.2 3,41311.2

諸経費 98 0.3 220 0.7

合計 31,588100.0 30,602100.0

(注) １　原価の集計は、個別物件ごとに行っております。

２　瑕疵保証引当金繰入額　　前事業年度　 31百万円

　　　　　　　　　　　　　　当事業年度　100百万円

３　上記の売上原価は、不動産事業売上に係るものであります。
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　平成18年３月１日　至　平成19年２月28日)

　
株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年２月28日残高(百万円) 3,000 1 5,144 5,146

事業年度中の変動額

　新株の発行 739 735 ― 735

　剰余金の配当 ― ― ― ―

  利益処分による役員賞与 ― ― ― ―

　特別償却準備金の取崩 ― ― ― ―

　別途積立金の積立 ― ― ― ―

　当期純利益 ― ― ― ―

　自己株式の処分 ― ― 12,035 12,035

　自己株式の取得 ― ― ― ―

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

― ― ― ―

事業年度中の変動額合計(百万円) 739 735 12,035 12,770

平成19年２月28日残高(百万円) 3,739 736 17,180 17,916

　
株主資本

利益剰余金

自己株式
株主資本

合　　計利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合　　　計特別償却

準 備 金

別　途

積立金

繰越利益

剰 余 金

平成18年２月28日残高(百万円) 130 2 5,300 3,785 9,219 △776 16,589

事業年度中の変動額

　新株の発行 ― ― ― ― ― ― 1,474

　剰余金の配当 78 ― ― △806 △728 ― △728

　利益処分による役員賞与 ― ― ― △50 △50 ― △50

　特別償却準備金の取崩 ― △1 ― 1 ― ― ―

　別途積立金の積立 ― ― 2,500 △2,500 ― ― ―

　当期純利益 ― ― ― 4,316 4,316 ― 4,316

　自己株式の処分 ― ― ― ― ― 776 12,811

　自己株式の取得 ― ― ― ― ― △0 △0

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

― ― ― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計(百万円) 78 △1 2,500 961 3,538 775 17,823

平成19年２月28日残高(百万円) 208 0 7,800 4,747 12,757 △0 34,413
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評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年２月28日残高(百万円) ― ― 16,589

事業年度中の変動額

新株の発行 ― ― 1,474

剰余金の配当 ― ― △728

　利益処分による役員賞与 ― ― △50

　特別償却準備金の取崩 ― ― ― 

　別途積立金の積立 ― ― ―

　当期純利益 ― ― 4,316

　自己株式の処分 ― ― 12,811

　自己株式の取得 ― ― △0

　株主資本以外の項目の

　事業年度中の変動額(純額)
0 0 0

事業年度中の変動額合計(百万円) 0 0 17,824

平成19年２月28日残高(百万円) 0 0 34,413
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当事業年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

　
株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成19年２月28日残高(百万円) 3,739 736 17,180 17,916

事業年度中の変動額

　新株の発行 149 148 ― 148

　剰余金の配当 ― ― ― ―

　特別償却準備金の取崩 ― ― ― 　―

　別途積立金の積立 ― ― ― ―

　当期純利益 ― ― ― ―

　自己株式の取得 ― ― ― ―

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

― ― ― ―

事業年度中の変動額合計(百万円) 149 148 ― 148

平成20年２月29日残高(百万円) 3,888 885 17,180 18,065

　
株主資本

利益剰余金

自己株式
株主資本

合　　計利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合　　　計特別償却

準 備 金

別　途

積立金

繰越利益

剰 余 金

平成19年２月28日残高(百万円) 208 0 7,800 4,747 12,757 △0 34,413

事業年度中の変動額

　新株の発行 ― ― ― ― ― ― 297

　剰余金の配当 ― ― ― △1,781 △1,781 ― △1,781

　特別償却準備金の取崩 ― △0 ― 0 ― ― ―

　別途積立金の積立 ― ― 2,500 △2,500 ― ― ―

　当期純利益 ― ― 　― 6,719 6,719 ― 6,719

　自己株式の取得 ― ― ― ― ― △0 △0

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

― ― ― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計(百万円) ― △0 2,500 2,439 4,938 △0 5,235

平成20年２月29日残高(百万円) 208 ― 10,300 7,186 17,695 △0 39,648

　
　

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年２月28日残高(百万円) 0 0 34,413

事業年度中の変動額

  新株の発行 ― ― 297

  剰余金の配当 ― ― △1,781

　特別償却準備金の取崩 ― ― ―

　別途積立金の積立 ― ― ―

　当期純利益 ― ― 6,719

　　自己株式の取得 ― ― △0

　株主資本以外の項目の

　事業年度中の変動額(純額)
4 4 4

事業年度中の変動額合計(百万円) 4 4 5,240

平成20年２月29日残高(百万円) 4 4 39,653
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(重要な会計方針)

　

項目
前事業年度

(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

1　有価証券の評価基準

及び評価方法

(1)子会社株式

　 移動平均法に基づく原価法によっており

ます。

(2)その他有価証券

　 ・時価のあるもの

───────────

(1)子会社株式

　 同左

(2)その他有価証券

　 ・時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価

法によっております。

(評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により

算定しております。)

　 ・時価のないもの

移動平均法に基づく原価法によって

おります。

なお、投資事業有限責任組合及びそれ

に類する組合への出資(証券取引法第

２条第２項により有価証券とみなさ

れるもの)については、組合契約に規

定される決算報告日に応じて入手可

能な最近の決算書を基礎とし、持分相

当額を純額で取り込む方法によって

おります。

但し、匿名組合等出資金は、個別法に

よっており、詳細は本表中「9(2)匿名

組合等出資の会計処理」に記載して

おります。

　 ・時価のないもの

移動平均法に基づく原価法によって

おります。

なお、投資事業有限責任組合及びそれ

に類する組合への出資(金融商品取引

法第２条第２項により有価証券とみ

なされるもの)については、組合契約

に規定される決算報告日に応じて入

手可能な最近の決算書を基礎とし、持

分相当額を純額で取り込む方法に

よっております。

但し、匿名組合等出資金は、個別法に

よっており、詳細は本表中「9(2)匿名

組合等出資の会計処理」に記載して

おります。

2　デリバティブ等の評

価基準及び評価方

法

デリバティブは、時価法によっております。 同左

3　たな卸資産の評価基

準及び評価方法

販売用不動産及び仕掛販売用不動産は、個

別法による原価法によっております。

同左

4　固定資産の減価償却

の方法

(1)有形固定資産

　 建物（建物附属設備を除く）については

定額法によっております。

　 その他の有形固定資産については、定率

法によっております。

　 なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。

　 建物　　　　　８年～50年

　 構築物　　　　　　　20年

　 車両及び運搬具　　  ６年

　 工具器具備品　５年～８年

(1)有形固定資産

　 建物（建物附属設備を除く）については

定額法によっております。

　 その他の有形固定資産については、定率

法によっております。

　 なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。

　 建物　　　　　８年～50年

　 構築物　　　　　　　20年

　 車両及び運搬具　　  ６年

　 工具器具備品　５年～８年

(会計方針の変更）

法人税法の改正((所得税法等の一部を

改正する法律　平成19年３月30日　法律

第６号）及び(法人税法施行令の一部

を改正する政令　平成19年３月30日　政

令第83号))に伴い、平成19年４月１日

以降に取得したものについては、改正

後の法人税法に基づく減価償却方法を

採用しております。

この変更に伴う損益に与える影響は軽

微であります。
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項目

前事業年度

(自　平成18年３月１日

　至　平成19年２月28日)

当事業年度

(自　平成19年３月１日

　至　平成20年２月29日)

(2)無形固定資産

　 定額法によっております。

　 なお、償却年数については、法人税法に規

定する方法と同一の基準によっており

ます。

　 但し、ソフトウェア（自社利用）につい

ては、社内における利用可能期間（５

年）に基づいております。

(2)無形固定資産

同左

(3)長期前払費用

　 均等償却によっております。

(3)長期前払費用

同左

5　繰延資産の処理方法 (1)社債発行費

社債の償還までの期間にわたり定額法

により償却しております。

但し、平成18年２月28日以前に支出した

社債発行費については、３年間にわたり

均等償却しております。

(1)社債発行費

同左

(2)株式交付費

支出時に全額費用処理しております。

(2)株式交付費

同左

6　引当金の計上基準 (1)貸倒引当金

　 債権の貸倒による損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定債権については回収

可能性を検討し回収不能見込額を計上

しております。

(1)貸倒引当金

同左

(2)投資損失引当金

関係会社への投資に係る損失に備える

ため、投資先の財政状態等を勘案して必

要額を計上しております。

(2)投資損失引当金

同左

(3)賞与引当金

　 従業員に対して支給する賞与の支出に充

てるため、将来の支給見込額に基づき計

上しております。

(3)賞与引当金

同左

(4)退職給付引当金

　 従業員に対する退職給付の支出に備える

ため、当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき計上

しております。過去勤務債務について

は、その発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（９年）による

按分額を費用処理しております。数理計

算上の差異については、各期の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（９年）による按分額を

それぞれ発生の翌事業年度より費用処

理しております。

(4)退職給付引当金

同左
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項目

前事業年度

(自　平成18年３月１日

　至　平成19年２月28日)

当事業年度

(自　平成19年３月１日

　至　平成20年２月29日)

(5)役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、

役員退職慰労金規程に基づく当事業年

度末要支給額を計上しております。

(5)役員退職慰労引当金

役員及び執行役員の退職慰労金の支出

に備えるため、役員退職慰労金規程に基

づく当事業年度末要支給額を計上して

おります。

（追加情報）

平成20年２月１日の執行役員制度導入

に伴い、執行役員に対する退職慰労金の

当事業年度末要支給額を役員退職慰労

引当金に含めて計上しております。

これに伴う損益に与える影響は軽微で

あります。

(6)瑕疵保証引当金

販売用不動産（戸建及び併用住宅）の

引渡後の瑕疵保証による補修費用の支

出に備えるため、過去の実績を基礎に補

修見積額を計上しております。

(6)瑕疵保証引当金

販売用不動産の引渡後の瑕疵保証等に

よる補修費用の支出に備えるため、過去

の実績を基礎に補修見積額を計上して

おります。

(7)保証債務引当金

　 提携金融機関等が行っている不動産担保

ローンに係る債務保証について将来発

生する危険負担に備えるため、将来発生

すると見込まれる損失見込額を、実績率

等を勘案して計上しております。

(7)保証債務引当金

同左

7　リース取引の処理方

法

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。

　 同左

8　ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法

　 ヘッジ会計の要件を満たす取引について

は繰延ヘッジ処理によっております。な

お、特例処理の要件を満たす金利スワッ

プについては特例処理によっておりま

す。

(1)ヘッジ会計の方法

　 同左

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象

　 ・ヘッジ手段

　 金利スワップ

　 ・ヘッジ対象

　 借入金

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象

　 ・ヘッジ手段

　 同左

　 ・ヘッジ対象

　 同左
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項目

前事業年度

(自　平成18年３月１日

　至　平成19年２月28日)

当事業年度

(自　平成19年３月１日

　至　平成20年２月29日)

(3)ヘッジ方針

　 財務活動に係る金利リスクをヘッジする

目的に限定し、デリバティブ取引を行っ

ております。なお、デリバティブ取引の

相手先は、格付けの高い金融機関に限定

しております。

(3)ヘッジ方針

　 同左

 

(4)ヘッジ有効性評価の方法

　 ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の

累計または相場変動とヘッジ手段の

キャッシュ・フロー変動の累計または

相場変動を半期ごとに比較し、両者の変

動額等を基礎にして、ヘッジ有効性を評

価しております。但し、特例処理によっ

ている金利スワップについては、有効性

の評価を省略しております。

(4)ヘッジ有効性評価の方法

　 同左

9　その他財務諸表作成

のための基本とな

る重要な事項

(1)消費税等の会計処理

　 税抜方式を採用しております。

　 但し、固定資産に係る控除対象外消費税

等は、長期前払消費税等として「長期前

払費用」に計上し均等償却しておりま

す。

(1)消費税等の会計処理

　 同左

(2)匿名組合等出資の会計処理

　 匿名組合等出資については、匿名組合等

の財産の持分相当額を「投資有価証

券」及び「その他の関係会社有価証

券」に計上しております。

　 匿名組合等への出資金払込時に「投資有

価証券」及び「その他の関係会社有価

証券」を計上し、匿名組合が獲得した純

損益については、持分相当額を「不動産

事業売上」に計上するとともに、同額を

「投資有価証券」及び「その他の関係

会社有価証券」に加減し、営業者からの

出資金の払戻については、「投資有価証

券」及び「その他の関係会社有価証

券」を減額しております。

(2)匿名組合等出資の会計処理

　 同左
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(会計処理の変更)

　
前事業年度

(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

（役員賞与に関する会計基準）
役員賞与については、従来は株主総会決議による利益処
分により、利益剰余金の減少として処理しておりました
が、当事業年度から「役員賞与に関する会計基準」（企
業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基準４
号）を適用し、役員賞与の当事業年度負担額を未払金と
して計上する方法に変更いたしました。
この結果、従来の方法に比べて、営業利益、経常利益及び
税引前当期純利益が、69百万円減少しております。
　

　　
　　　　 　―――――――――――――

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）
（自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準
等の一部改正）
当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関
する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月９
日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の
部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計
基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針
第８号）、改正後の「自己株式及び準備金の額の減少等
に関する会計基準」（企業会計基準委員会 最終改正平
成18年８月11日 企業会計基準第１号）及び「自己株式
及び準備金の額の減少等に関する会計基準の適用指
針」（企業会計基準委員会　最終改正平成18年８月11日
　企業会計基準適用指針第２号）を適用しております。
これによる損益に与える影響はありません。
なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は
34,413百万円であります。
また、財務諸表等規則の改正により、当事業年度におけ
る財務諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成して
おります。
　

　　　

（ストック・オプション等に関する会計基準等）
当事業年度から「ストック・オプション等に関する会
計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月27日 企
業会計基準第８号）及び「ストック・オプション等に
関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 最
終改正平成18年５月31日 企業会計基準適用指針第11
号）を適用しております。
これによる損益に与える影響はありません。
　

　　

（繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い）
当事業年度から「繰延資産の会計処理に関する当面の
取扱い」（企業会計基準委員会 平成18年８月11日 実
務対応報告第19号）を適用しております。
この適用に伴い、当事業年度以降支出した社債発行費に
ついては、社債の償還までの期間にわたり定額法により
償却する方法に変更しております。
この結果、従来の方法に比べて、経常利益及び税引前当
期純利益が28百万円増加しております。
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(表示方法の変更)

　
前事業年度

(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

（貸借対照表）

当事業年度において、「会社法の施行に伴う関係法律の

整備等に関する法律」（平成17年７月26日 法律第87

号）が施行され、旧有限会社法に規定する有限会社に対

する出資持分が有価証券とみなされることとなったこと

から、前事業年度まで投資その他の資産の「関係会社出

資金」に含めて表示しておりました有限会社に対する出

資持分は、当事業年度より投資その他の資産の「関係会

社株式」として表示しております。

なお、当事業年度末の「関係会社株式」に含めた特例有

限会社に対する出資持分は202百万円であります。

　　

（貸借対照表）

１　前事業年度において、流動資産「未収入金」に含めて

表示しておりました「求償債権」（前事業年度732百

万円）については、資産合計の100分の１を超えたた

め、当事業年度より区分掲記しております。

２　前事業年度において、「破産債権、再生債権、更生債権

その他これらに準ずる債権」として表示しておりまし

たが、財務諸表等規則の改正を受け、当事業年度より

「破産更生債権等」と表示しております。

３　前事業年度において、流動負債「その他」に含めて表

示しておりました「コマーシャルペーパー」（前事業

年度300百万円）ついては、負債純資産合計の100分の

１を超えたため、当事業年度より区分掲記しておりま

す。

（損益計算書）

前事業年度まで「売上高」に含めて表示しておりました

「融資保証事業収入」については、売上高の100分の10を

超えたため、当事業年度より区分掲記しております。

なお、前事業年度の「融資保証事業収入」は3,198百万円

であります。
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注記事項

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成19年２月28日)
当事業年度

(平成20年２月29日)

※１　担保資産

　　　このうち子会社の長期借入金2,887百万円の担保に供

しているものは次のとおりであります。

　　　関係会社株式　　　　　 　　　 126百万円

※１　　　　　――――――――――

　　　

　　　

※２　当社の関係会社を営業者とする匿名組合に対する出

資金が850百万円、当社の関係会社としている匿名

組合に対する出資金が3,367百万円あります。

※２　当社の関係会社を営業者とする匿名組合に対する出

資金が11,251百万円、当社の関係会社としている匿

名組合に対する出資金が960百万円、当社の関係会

社としている特定目的会社に対する優先出資が200

百万円あります。

※３　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行９行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契

約を締結しております。

　　　当事業年度末における当座貸越契約及び貸出コミット

メントに係る借入金未実行残高等は次のとおりで

あります。

貸出コミットメント等の総額 24,800百万円

借入実行残高 8,711百万円

差引額 16,088百万円

※３　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため親会社

及び取引銀行９行と当座貸越契約及び貸出コミッ

トメント契約を締結しております。

　　　当事業年度末における当座貸越契約及び貸出コミット

メントに係る借入金未実行残高等は次のとおりで

あります。

貸出コミットメント等の総額 54,300百万円

借入実行残高 24,417百万円

差引額 29,882百万円

　４　配当制限

　　　当社契約の貸出コミットメント及びシンジケートロー

ン契約（残高合計43,000百万円）には資本維持条

項が付されており、最も厳しいものは以下のとおり

です。

　　 （条項）

　　　各年度の決算期または中間決算期末の連結貸借対照表

における純資産の部の金額から新株予約権及び少

数株主持分の金額を控除した金額を24,200百万円

以上かつ直前の決算期の75％以上に維持すること

及び決算期末又は中間決算期末の単体貸借対照表

における純資産の部の金額から新株予約権の金額

を控除した金額を22,000百万円以上かつ直前の決

算期75％以上に維持すること。

　４　配当制限

　　　当社契約の貸出コミットメント及びシンジケートロー

ン契約（残高合計40,720百万円）には資本維持条

項が付されており、最も厳しいものは以下のとおり

です。

　　 （条項）

　　　各年度の決算期または中間決算期末の連結貸借対照表

における純資産の部の金額を30,000百万円以上か

つ直前の決算期の75％以上に維持すること及び決

算期末又は中間決算期末の単体貸借対照表におけ

る純資産の部の金額を25,800百万円以上かつ直前

の決算期75％以上に維持すること。

　

　５　偶発債務

　　 （保証先）

提携金融機関等が行っている
不動産担保ローンに係る顧客

194,094百万円

㈲ＰＡＭ・Ｊ　（注） 238百万円

　　計 194,332百万円

（注）㈲ＰＡＭ・Ｊがホテル運営会社に対し支払うべき

債務を履行期に支払わなかったことによってホテ

ル運営会社が損害を蒙った場合、その損害を補償す

るもの。

　５　偶発債務

　　 （保証先）

提携金融機関等が行っている
不動産担保ローンに係る顧客

170,117百万円
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(損益計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

※１　各科目に含まれている関係会社に対するものは、次

のとおりであります。

　　　受取利息　　　　　　　　　　　  1,569百万円

 

※２　固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

建物 4百万円

工具器具備品 0百万円

　　計 5百万円

※３　減損損失は、大阪市西区の旧支店事務所（土地及び

建物）を販売用不動産に目的を変更したことに伴

い、認識したものであります。

※４　本社移転関連損失は、本社移転計画に伴い認識した

減損損失及び旧本社の原状回復費用等でありま

す。

※５　その他特別損失は、名古屋支店移転時の旧支店事務

所の原状回復費用であります。

※１　各科目に含まれている関係会社に対するものは、次

のとおりであります。

　　　不動産事業売上　　　　        　3,790百万円

　　　融資保証事業収入             　10,092百万円

　　　受取利息　　　　              　2,248百万円

※２　固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

建物 4百万円

※３　　　　　　――――――――――

　

　

※４　　　　　　――――――――――

　

　

※５　　　　　　――――――――――

　

(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成18年３月１日　至　平成19年２月28日)

自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 1,600,000 35 1,600,000 35
　

(変動事由の概要) 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　単元未満株式の買取りによる増加　　　　　　 　35株

減少数の主な内訳は、次の通りであります。

　単元株式の市場への処分による減少　　　1,600,000株

　

当事業年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 35 42 ─ 77
　

(変動事由の概要) 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　単元未満株式の買取りによる増加　　　　　　　42株
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(リース取引関係)

　
前事業年度

(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

１  リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

    もの以外のファイナンス・リース取引

（借主側）

１  リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

    もの以外のファイナンス・リース取引

（借主側）

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

取得価額相当額

(百万円)

減価償却累計額

相当額　

(百万円)

期末残高相当額

(百万円)

工具器具備品 25 16 9

合計 25 16 9

取得価額相当額

(百万円)

減価償却累計額

相当額

(百万円)

期末残高相当額

(百万円)

工具器具備品 12 4 8

合計 12 4 8

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 4百万円

１年超 5百万円

　合計 10百万円

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 2百万円

１年超 6百万円

　合計 9百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 5百万円

減価償却費相当額 5百万円

支払利息相当額 0百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 3百万円

減価償却費相当額 3百万円

支払利息相当額 0百万円

(4) 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

  減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

  法によっております。

(4) 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

　減価償却費相当額の算定方法

同左

利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を

　利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

　法によっております。

利息相当額の算定方法

同左

２  オペレーティング・リース取引 ２  オペレーティング・リース取引

（借主側）

未経過リース料

（借主側）

未経過リース料

１年以内 612百万円

１年超 2,729百万円

　合計 3,342百万円

１年以内 667百万円

１年超 2,059百万円

　合計 2,726百万円

　

(有価証券関係)

前事業年度末(平成19年２月28日現在)

　子会社株式で時価のあるものはありません。

当事業年度末(平成20年２月29日現在)

　子会社株式で時価のあるものはありません。
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(税効果会計関係)

　
前事業年度

(平成19年２月28日)
当事業年度

(平成20年２月29日)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

（繰延税金資産）

販売用不動産 732百万円

未払事業税 188百万円

賞与引当金 57百万円

退職給付引当金 224百万円

役員退職慰労引当金 34百万円

瑕疵保証引当金 19百万円

投資損失引当金 155百万円

貸倒引当金 123百万円

保証債務引当金 30百万円

役員賞与 28百万円

投資有価証券評価損 67百万円

その他 47百万円

繰延税金資産合計 1,711百万円

（繰延税金負債）

特別償却準備金 △0百万円

その他有価証券評価差額金 △0百万円

繰延税金負債合計 △0百万円

繰延税金資産の純額 1,710百万円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　（繰延税金資産）

販売用不動産 1,279百万円

未払事業税 302百万円

賞与引当金 66百万円

退職給付引当金 142百万円

役員退職慰労引当金 51百万円

瑕疵保証引当金 50百万円

投資損失引当金 124百万円

貸倒引当金 220百万円

保証債務引当金 402百万円

投資有価証券評価損 71百万円

その他 13百万円

繰延税金資産合計 2,724百万円

  （繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金 △3百万円

繰延税金負債合計 △3百万円

繰延税金資産の純額 2,720百万円

　

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　 法定実効税率と税効果適用後の法人税等の負担率との

間の差異が法定実効税率の100分の５以下であるた

め、記載を省略しております。

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　 同左
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(１株当たり情報)

　
前事業年度

(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

１株当たり純資産額　　　　　　　　　　　792円10銭 １株当たり純資産額 　　　　　　　   　　885円69銭

１株当たり当期純利益　　　　　　　　　　108円18銭 １株当たり当期純利益　　　　　　　　　　153円01銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益　　　 98円31銭

当社は、平成18年９月１日付で株式１株につき３株の分

割を行っております。

なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合

の前事業年度における１株当たり情報については、以下

のとおりとなります。

１株当たり純資産額　　 　　　　　　　 　530円09銭

１株当たり当期純利益 　　　　　　　　 　102円35銭

なお、前事業年度末における潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、新株予約権の残高がありました

が、前事業年度末における当社株式は非上場であり、期

中平均株価が把握できないため記載しておりません。

潜在株式調整後１株当たり当期純利益　　　149円95銭

(注)　算定上の基礎

　　１　１株当たり純資産額

項目
前事業年度

(平成19年２月28日)
当事業年度

(平成20年２月29日)

貸借対照表の純資産の部の合計額(百万円) 34,413 39,653

普通株式に係る純資産額(百万円) 34,413 39,653

差額の主な内訳(百万円) ― ―

普通株式の発行済株式数(株) 43,446,000 44,771,400

普通株式の自己株式数(株) 35 77

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株
式の数(株)

43,445,965 44,771,323

　
　　２　１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益

項目
前事業年度

(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

損益計算書上の当期純利益(百万円) 4,316 6,719

普通株式に係る当期純利益(百万円) 4,316 6,719

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 39,900,755 43,915,708

当期純利益調整額(百万円) ― ―

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に
用いられた普通株式増加数の主要な内訳(株)

　新株予約権 4,009,186 895,517

普通株式増加数(株) 4,009,186 895,517

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の算定に含まれなかった潜

在株式の概要

　　　　　― 　　　　　―
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(重要な後発事象)
　

前事業年度
(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

　　　　　―――――――――――――― １．株式取得による会社等の買収

(1)概要及び目的
有限会社グランデ・トラスト・ナインは、不動産の売買
・賃貸・仲介及び管理を行っており、当該株式を取得し
連結子会社化することで、同社が保有する不動産を取得
することを目的としております。

(2)株式取得の相手会社の名称

株式会社セント・グランデ

(3)買収する会社の名称等
 ① 名称 有限会社グランデ・トラスト・ナイン
 ② 事業の内容 不動産の売買・賃貸・仲介及び管理
 ③ 概要 （平成19年６月現在）

売上高 47百万円
経常利益 4百万円
当期純利益 0百万円
総資産 19,072百万円
純資産 2百万円

(4)株式取得の
時期

平成20年４月25日

(5)取得する株式数、取得価額及び取得後の持分比率
 ① 取得株式数 60株
 ② 取得価額 1,078百万円
 ③ 取得後の

持分比率
100％

(6)購入資金の調達方法
全額自己資金で賄います。

２．重要な子会社等の株式の売却
(1)概要及び目的

賃貸住宅分野において、滞納家賃保証を核として不動産
管理会社向けの業務支援サービスの拡充を企図する株
式会社リプラスと平成20年５月９日において業務提携
の基本合意書を締結し、両社が補完できる事業領域及び
得意とする事業分野での協業を図っていく予定であり、
その一環として当社の連結子会社である株式会社ビ
ジュアルリサーチの当社所有株式について譲渡するこ
とといたしました。

(2)株式売却の相手会社の名称

株式会社リプラス

(3)売却する会社の名称等
 ① 名称 株式会社ビジュアルリサーチ
 ② 事業の内容 家賃立替サービス事業、不動産賃貸物件

のかかる業務管理システムの開発・販売
・保守事業、WEB関連事業、ＡＳＰ関連事
業

 ③ 概要 （平成20年２月現在）
売上高 440百万円
経常利益 △120百万円
当期純利益 △120百万円
総資産 651百万円
純資産 451百万円

(4)株式売却の
時期

平成20年７月１日（予定）

(5)売却する株式数、売却価額及び売却後の持分比率
 ① 売却する株式

数
4,632株

 ② 売却価額 579百万円
 ③ 売却後の

持分比率
―
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

投資有価
証券

その他
有価証券

㈱ロフト 600 900

㈱都市デザインシステム 2,400 600

㈱富士バイオメディックス 740 108

㈱ブルーヒルズ 578 68

㈱ＪＡＶＡ ＤＤ＆Ａ 600 5

㈱タイセイ・ハウジー 3 2

㈱プロファイブコンサルタンツ 36 1

計 4,957 1,686

　

【その他】

　

種類及び銘柄 投資口数等(口)貸借対照表計上額(百万円)

投資有価
証券

その他
有価証券

特定目的会社ＡＤ２ 70,000 3,500

NIFSMBC-V2006S2投資事業有限責任組合 3 284

㈲バリュー・バランス（匿名組合出資金） ― 144

ジャフコスーパーV3-A号投資事業有限責任組合 1 98

計 70,004 4,028
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【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(百万
円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産

　建物 539 72 4 607 68 50 538

　構築物 37 2 ─ 39 4 4 35

　車両運搬具 7 18 ─ 26 8 4 18

　工具器具備品 254 27 ─ 281 110 61 171

　土地 27 ─ ─ 27 ─ ─ 27

有形固定資産計 866 120 4 983 191 121 791

無形固定資産

　ソフトウェア 426 86 ─ 513 262 73 250

　その他 11 29 1 39 0 0 39

無形固定資産計 437 116 1 552 262 73 289

長期前払費用 273 6 8 271 34 9 237

繰延資産

社債発行費 693 84 ― 778 620 84 157

繰延資産計 693 84 ― 778 620 84 157

(注) １　当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

建物 本社 事務所内装設備工事 60百万円

福岡営業所 新事務所内装設備工事 11百万円

車両運搬具 本社 社用車 18百万円

工具器具備品 本社 事務所備品・システム機器の購入 20百万円

ソフトウェア 不動産流動化事業関連システム 25百万円

不動産融資保証事業関連システム 22百万円

財務会計システム 13百万円

内部統制関連システム 12百万円
　 ２　当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。

建物 本社 事務所内装設備工事の除却 4百万円
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【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金（注）１ 310 327 2 82 553

投資損失引当金（注）２ 381 ─ ─ 77 304

賞与引当金 140 163 140 ─ 163

役員退職慰労引当金 84 56 14 ─ 127

瑕疵保証引当金 49 100 25 ─ 124

保証債務引当金（注）３ 76 989 ─ 76 989

(注)１　貸倒引当金の「当期減少額（その他）」欄の金額のうち、78百万円は洗替えによる戻入額であり、４百万円は

債権回収に伴う戻入額であります。

　　２　投資損失引当金の「当期減少額（その他）」欄の金額は、関係会社の業績回復に伴う戻入額であります。

　　３　保証債務引当金の「当期減少額（その他）」欄の金額は、洗替えによる戻入額であります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

イ　現金及び預金

　

区分 金額(百万円)

現金 7

預金

当座預金 1,440

普通預金 11,021

計 12,461

合計 12,468

　

ロ　営業未収金

ａ　相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

㈱クレディセゾン 742

㈲エー・ダブリュ・ツー 58

㈱エー・アイ・シー 53

中央三井信託銀行㈱ 25

その他（賃貸収入等） 38

合計 918

　

ｂ　営業未収金の発生及び回収ならびに滞留状況

　

前期繰越高
（百万円）

(Ａ)

当期発生高
（百万円）

(Ｂ)

当期回収高
（百万円）

(Ｃ)

次期繰越高
（百万円）

(Ｄ)

回収率（％）
(Ｃ)

×100
(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間（日）
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
366

714 12,571 12,367 918 93.1 23.7
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ハ　販売用不動産

　

種別 金額（百万円） 構成比（％）

事業用物件 62,288 90.0

居住用物件 4,651 6.7

その他 2,271 3.3

合計 69,211 100.0

　

ニ　仕掛販売用不動産

　

種別 金額（百万円） 構成比（％）

事業用物件 17,510 100.0

合計 17,510 100.0

　

ホ　求償債権

　

種別 金額（百万円） 構成比（％）

不動産業 14,736 82.3

卸売・小売業、飲食店 1,759 9.8

建設業 1,004 5.6

製造業 280 1.6

その他 129 0.7

合計 17,910 100.0

　

ヘ　関係会社短期貸付金

　

相手先 金額（百万円）

㈱エー・アイ・シー 42,446

㈱アトリウム債権回収サービス 41,370

㈲ＰＡＭ・Ｊ 200

コム六本木㈱ 120

㈱ビジュアルリサーチ 100

合計 84,236
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ト　その他の関係会社有価証券

　

相手先 金額（百万円）

㈲エー・ダブリュ・スリー 11,251

㈲エー・アール・ホテルズ江ノ島 960

クローバーガーデン特定目的会社 200

合計 12,411

　

②　負債の部

イ　買掛金

　

相手先 金額(百万円)

東洋油脂㈱ 41

㈱大徳産業鈴木 5

㈱槇 4

㈱シティー・エステート 1

セルコホーム㈱ 1

その他 14

合計 68

　

ロ　関係会社買掛金

　

相手先 金額(百万円)

㈱アトリウム建設 179

合計 179

　

ハ　短期借入金

　

区分 金額(百万円)

㈱新生銀行 5,000

農林中央金庫 3,500

㈱三菱東京UFJ銀行 3,000

㈱あおぞら銀行 3,000

信金中央金庫 3,000

その他 21,391

合計 38,891
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ニ　関係会社短期借入金

　

区分 金額(百万円)

㈱クレディセゾン 35,441

㈱エー・エム・ファンド・マネジメント 1,300

合計 36,741

　

ホ　一年以内返済予定の長期借入金

　

区分 金額(百万円)

㈱みずほコーポレート銀行 2,550

農林中央金庫 2,100

㈱三菱東京UFJ銀行 1,640

㈱りそな銀行 1,600

野村信託銀行㈱ 1,500

その他 17,718

合計 27,108

　

ヘ　一年以内償還予定の社債

　

区分 金額(百万円)

第４回無担保社債 200

第９回無担保社債 50

第10回無担保社債 700

第11回無担保社債 1,600

第12回無担保社債 660

第14回無担保社債 400

第15回無担保社債 600

第17回無担保社債 400

第18回無担保社債 990

第19回無担保社債 400

第20回無担保社債 600

合計 6,600

(注)　発行年月、利率等については、「第５　経理の状況」「１　連結財務諸表等」「(1) 連結財務諸表」「⑤　連結附

属明細表」の「社債明細表」に記載しております。
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ト　社債

　

区分 金額(百万円)

第10回無担保社債 1,050

第12回無担保社債 350

第13回無担保社債 500

第14回無担保社債 1,000

第15回無担保社債 600

第16回無担保社債 3,000

第17回無担保社債 600

第18回無担保社債 1,515

第19回無担保社債 1,400

第20回無担保社債 2,400

合計 12,415

(注)　発行年月、利率等については、「第５　経理の状況」「１　連結財務諸表等」「(1) 連結財務諸表」「⑤　連結附

属明細表」の「社債明細表」に記載しております。

　

チ　長期借入金

　

区分 金額(百万円)

㈱みずほコーポレート銀行 9,675

㈱三菱東京UFJ銀行 5,420

㈱りそな銀行 2,800

農林中央金庫 2,400

㈱東京スター銀行 2,335

その他 32,373

合計 55,003

　

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ３月１日から２月末日まで

定時株主総会 毎決算期後３ヶ月以内

基準日 ２月末日

株券の種類 100株券、1,000株券、10,000株券、100,000株券

剰余金の配当の基準日 ８月末日、２月末日

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え

　　取扱場所
東京都中央区八重洲１丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社

　　株主名簿管理人
東京都中央区八重洲１丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社

　　取次所
みずほ信託銀行株式会社　全国各支店
みずほインベスターズ証券株式会社　本店及び全国各支店

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料 １枚につき印紙税相当額の手数料及びこれに係る消費税相当額

単元未満株式の買取り

　　取扱場所
東京都中央区八重洲１丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社

　　株主名簿管理人
東京都中央区八重洲１丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社

　　取次所
みずほ信託銀行株式会社　全国各支店
みずほインベスターズ証券株式会社　本店及び全国各支店

　　買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。但し、事故その他やむを得ない事由によって電
子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。
なお、電子公告は当会社のホームページに掲載されており、そのアドレスは次のとおり
です。
　http://www.atrium.co.jp

株主に対する特典 なし

（注）　１　基準日後に株式を取得した者の議決権行使

　 必要がある場合は、取締役会の決議によって、あらかじめ公告して一定の日の最終の株主名簿に記載ま　　

　 たは記録された株主または登録株式質権者をもって、その権利を行使することができる株主または登録

　 株式質権者とすることができる。

　　　　２　当会社の定款において、当会社の株主は、その有する単元未満株式については、以下に掲げる権利以外　　

　 の権利を行使することができないこととなっています。

　（１）会社法189条第２項各号に掲げる権利

　（２）株式取扱規則に定めるところにより、その単元未満株式と併せて単元株式数となる数の株式を売渡　

　　　　すことを請求することができる権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、金融商品取引法第24条の７項第１項に規定する親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度　第28期(自　平成18年３月１日　至　平成19年２月28日)平成19年５月29日関東財務局長に提出

　

(2) 有価証券報告書の訂正報告書

事業年度　第27期(自　平成17年３月１日　至　平成18年２月28日)平成19年４月２日関東財務局長に提出

　

(3) 半期報告書

事業年度　第29期中(自　平成19年３月１日　至　平成19年８月31日)平成19年11月16日関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

　

平成19年５月29日

株　式　会　社　ア　ト　リ　ウ　ム

　　取　締　役　会　 御　中

　

み　す　ず　監　査　法　人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　平　野　　　洋

　

指定社員　　　
業務執行社員

公認会計士　和　田　慎　二

　

指定社員　　　
業務執行社員

公認会計士　石　井　哲　也

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社アトリウムの平成18年３月１日から平成19年２月28日までの連結会計年度の連結財務諸表、す

なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連

結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社アトリウム及び連結子会社の平成19年２月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年５月28日

株式会社　アトリウム

取　締　役　会　　御中

　

監査法人　トーマツ

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　平　　野　　　　　洋　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　城　　戸　　和　　弘　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　石　　井　　哲　　也　　㊞

　
　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社アトリウムの平成19年３月１日から平成20年２月29日までの連結会計年度の連結財

務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計

算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社アトリウム及び連結子会社の平成20年２月29日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

　

平成19年５月29日

株　式　会　社　ア　ト　リ　ウ　ム

　　取　締　役　会　 御　中

　

み　す　ず　監　査　法　人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　平　野　　　洋

　

指定社員　　　
業務執行社員

公認会計士　和　田　慎　二

　

指定社員　　　
業務執行社員

公認会計士　石　井　哲　也

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社アトリウムの平成18年３月１日から平成19年２月28日までの第28期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社アトリウムの平成19年２月28日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年５月28日

株式会社　アトリウム

取　締　役　会　　御中

　

監査法人　トーマツ

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　平　　野　　　　　洋　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　城　　戸　　和　　弘　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　石　　井　　哲　　也　　㊞

　
　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社アトリウムの平成19年３月１日から平成20年２月29日までの第29期事業年度の財務

諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社アトリウムの平成20年２月29日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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